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Ⅰ 福岡県地域別最終エネルギー消費量実績推計 

1.最終エネルギー消費量実績値の作成方法について 

1.1 実績値作成方法の基本方針 

1.1.1 実績値の年次 

現状の福岡県（４地域別）の最終エネルギー消費量は、資源エネルギー庁「都道府県別

エネルギー消費統計」の最新確定年次（2013 年末時点）である 2010 年度実績値を、各種

関連・代用系列によって市町村別に分割し、４地域ごとに集計する方法により推計した。

なお、「都道府県別エネルギー消費統計」は 2013 年９月 25 日時点で資源エネルギー庁 web

サイトよりダウンロードしたデータである。 

本推計では、多くの産業・業種に係る関連・代用系列の出所として総務省統計局「経済

センサス－活動調査」（2012 年調査）を利用しているが、本推計の基準年次と時点（調査年

次）が異なる問題がある。ただし、２年程度の期間で、供給源は変われど、各産業・業種

のエネルギー効率やエネルギー転換が大きく変化しているとは考えにくいため、より信頼

性の高い本統計を使用することとした。 

また、本推計のベースとなる統計は前述の「都道府県別エネルギー消費統計」であり、

同統計を市町村別に分割する手法として、現時点でオーソライズされている唯一の手法で

ある資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（2006.6）

を参考とした。ただし、データの制約および信頼性から、「都道府県別エネルギー消費統計」

の農業用電力は時点が異なる「産業連関表」を推計に用いており、「市町村別エネルギー消

費統計作成のためのガイドライン」についても、非製造業の各部門の按分比に毎年調査が

実施されないセンサス（「農業センサス」「林業センサス」「漁業センサス」、「事業所・企業

統計（現経済センサス）」）を用いることとされている点に留意が必要である。 

 

1.1.2 用途別区分 

 用途別は以下の通り設定する。日本標準産業分類との対応も表に示した通りである。 

 原則として、資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」による区分とする。 
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図表 1 用途別区分一覧と対応産業分類コード 

 日本標準産業分類  

  分類種別 

農林水産業 A、B  大分類 

建設業・鉱業 C、D 大分類 

化学・化学繊維・紙パルプ 14、16 中分類 

鉄鋼･非鉄･窯業土石 21、22、231,、232 中分類（一部小分類） 

機 械 25～31 中分類 

他業種・中小製造業 
09～13、15、18～20、17、233～

239、24、32 
中分類（一部小分類） 

水道廃棄物 36、88 中分類 

商業、金融、不動産 I、J、68～69 大分類（一部中分類） 

公共サービス 71、O、P、S 大分類（一部中分類） 

対事業所サービス 72～74、91～92、901～902 中分類（一部小分類） 

対個人サービス M、N、903、909 大分類（一部小分類） 

他業務 上記以外  

資料）戒能一成「都道府県別エネルギー消費統計の解説」より九経調作成 

 

1.1.3 市町村別按分比 

 資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」には、都

道府県のエネルギー消費量を就業者数で按分する場合、『市町村に按分するときに非製造業

の就業者あたりのエネルギー消費量が都道府県内で一定であることを仮定したことに起因

する誤差が存在することに留意が必要』と記されている。 

一方、「都道府県別エネルギー消費統計」では、、当該業種の売上（収入）金額ではなく、

都道府県別のエネルギー消費量（業務／業種別）と総じて相関が高い当該業種就業者数で

按分している。したがって、本調査においても、原則として「都道府県別エネルギー消費

統計」で用いられている按分方法と同じ、もしくは考え方が近い系列により市町村別の案

分を行うこととした。 
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1.2 地域別実績値作成方法（産業） 

1.2.1 （産業－非製造業）農林水産業 

 農林水産業の燃料別４地域別最終エネルギー消費量（2010 年度）の算定は、下表に示し

たデータ（出所参照）により推計する。 

 なお、資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」で

は、農林水産業の就業者数に直近の「農業センサス」、「漁業センサス」、「林業センサス」

を用いているが、同資料に、林業の就業者数に関するデータがないため、本業務では総務

省統計局「国勢調査」を用いることとした。また、都市ガスについては、本県においては

供給区域となっていない市町村も多いため、都市ガス供給区域である市町村のみを対象と

し、４地域別に就業者数を集計して按分比を作成する。 

 

図表 2 農林水産業の４地域別最終エネルギー消費量（2010 年度）算定方法 

 
推計式 出所 

燃
料
別 

石炭 

福岡県消費量×｛（市町村就業者数）/（県就業者数）｝ 
総務省統計局「国勢調査」 

（2010年） 
石炭製品 

石油製品 

都市ガス 
福岡県消費量×｛（都市ガス供給市町村就業者数（地域

別計）/都市ガス供給市町村（県計））｝ 

総務省統計局「国勢調査」 

（2010年） 

資源エネルギー庁「ガス事

業年報」（FY2010） 

電力 福岡県消費量×｛（市町村就業者数）/（県就業者数）｝ 
総務省統計局「国勢調査」 

（2010年） 

熱 ＝0 － 

資料）資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（2006.6）より九経調作成 
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1.2.2 （産業－非製造業）建設業・鉱業 

 建設業・鉱業の燃料別４地域別最終エネルギー消費量（2010 年度）の算定は、下表に示

したデータ（出所参照）により推計する。 

 なお、同業種についても、都市ガスについては、本県において供給区域となっていない

市町村も多いため、都市ガス供給区域である市町村の就業者数を４地域別に集計して按分

値を作成する。なお、資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイ

ドライン」では、按分指標として、事業所・企業統計の従業者数を用いているが、本業務

では、基準年次である 2010 年度に併せて国勢調査による当該産業市町村別就業者数を用い

ることとした。 

 

図表 3 建設業・鉱業の４地域別最終エネルギー消費量（2010 年度）算定方法 

 
推計式 出所 

燃
料
別 

石炭 

福岡県消費量×｛（市町村就業者数）/（県就業者数）｝ 
総務省統計局「国勢調査」 

（2010年） 
石炭製品 

石油製品 

都市ガス 
福岡県消費量×｛（都市ガス供給市町村就業者数（地域

別計）/都市ガス供給市町村（県計））｝ 

総務省統計局「国勢調査」 

（2010年） 

資源エネルギー庁「ガス事

業年報」（FY2010） 

電力 福岡県消費量×｛（市町村就業者数）/（県就業者数）｝ 
総務省統計局「国勢調査」 

（2010年）（2012年） 

熱 
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1.2.3 （産業－製造業）化学・化学繊維・紙パルプ、鉄鋼・非鉄・窯業土石、

機械、他業種・中小製造業 

 製造業（化学・化学繊維・紙パルプ、鉄鋼・非鉄・窯業土石、機械、他業種・中小製造

業）の燃料別４地域別最終エネルギー消費量（2010 年）の算定は、下表に示したデータ（出

所参照）により推計する。 

 資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」に示され

ている方法との違いは、按分値に燃料、および電力使用額を用いる点にある。これは、各

地域別の最終エネルギー消費量の実態を表すためであり、総務省統計局「経済センサス－

活動調査」の個票申請により可能となった。 

 ただし、総務省統計局「経済センサス－活動調査」における燃料および電力使用額につ

いては従業者 30 人以上の事業所が対象の調査項目であり、30 人未満の事業所については不

明である。そこで、30 人以上事業所の燃料・電力使用額の売上（製造品出荷額）比で、30

人未満事業所の燃料・電力使用額の推計を行い、全規模ベースの燃料・電力使用額を算定

している。また、総務省統計局「経済センサス－活動調査」の燃料購入額は、石炭製品、

石油製品、都市ガス等の合計値であるため、これら燃料別の分割は、列部門を基本分類、

行部門を石炭製品、石油製品、都市ガス、電力、熱供給業とする福岡県による産業連関表

特別集計表を利用し、各産業の経済センサス燃料購入額をコントロールトータル（以降、

CT と表記）として、各燃料別投入額構成比で配分することにより行った 

 

図表 4 製造業の４地域別最終エネルギー消費量（2010 年）の算定方法 

 
推計式 出所 

燃
料
別 

石炭 福岡県消費量×｛（地域別燃料使用額）/Σ（地域別燃

料使用額）｝ 

 

市町村燃料使用額 

＝｛（従業者 30人以上事業所燃料使用額/従業者 30人

以上事業所製造品売上金額）×従業者 30人未満製造

品売上金額｝＋従業者 30人以上事業所燃料使用額 

 

※1 ここで言う従業者数は、当該事業所の従業者から別経営

への出向派遣者数を引き、別経営からの出向派遣者数を足

した値。 

※2「都道府県別エネルギー消費統計」には、化学・化学繊維・

紙パルプ、および鉄鋼・非鉄・窯業土石において天然ガス

の消費熱量が計上されている。ただし、「市町村別エネルギ

ー消費統計作成のためのガイドライン」においては天然ガ

スは石油製品に含まれていることから、本推計でも石油製

品に含んで推計。 

※3「都道府県別エネルギー消費統計」には、鉄鋼・非鉄・窯

業土石において再生可能･未活用エネルギーは４地域分割

の手がかりがないため、比較的大規模な事業所での利用が

進んでいると想定し、当該産業従業員 30人以上の製造品出

荷額の地域別構成比で分割。 

総務省統計局「経済センサ

ス-活動調査」個票特別集計

値 

（2012年） 

 

経済産業省「投入表-基本分

類表-」（2005年） 

 

福岡県産業連関表特別集計

表（2005年） 

石炭製品 

石油製品 
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推計式 出所 

都市ガス 

福岡県消費量×｛（都市ガス供給市町村所在事業所燃料

使用額（地域別計）/都市ガス供給市町村所在事業所燃

料使用額（県計））｝ 

 

※燃料使用額の計算は石炭、石炭製品、石油製品と同

様 

総務省統計局「経済センサ

ス-活動調査」個票特別集計

値 

（2012年） 

資源エネルギー庁「ガス事

業年報」（FY2010） 

電力 

福岡県消費量×｛（地域別電力使用額）/Σ（地域電力

使用額）｝ 

 

市町村電力使用額 

＝｛（従業者 30人以上事業所電力使用額/従業者 30人

以上事業所製造品売上金額）×従業者 30人未満製造

品売上金額｝＋従業者 30人以上事業所電力使用額｝ 

総務省統計局「経済センサ

ス-活動調査」個票特別集計

値（2012年） 

熱 
各産業の「熱供給業」からの投入係数×４地域別製造

品売上金額 

 

経済産業省「投入表-基本分

類表-」（2005年） 

 

経済産業省「工業統計表」

（2010年） 

 

資料）資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（2006.6）より九経調作成 

 

 また、同業種についても、都市ガスについては、本県において供給区域となっていない

市町村も多いため、都市ガス供給区域である市町村の燃料使用額を４地域別に集計・推計

し按分比を作成することとした。 
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1.3 地域別実績値作成方法（民生） 

1.3.1 （民生）家庭 

家庭のエネルギー消費量は、福岡県内におけるエネルギー消費量に占める割合が製造業

に次いで多く、エネルギー消費量を予測する上で極めて重要なセクターであると言える。 

そこで現状値の推計にあたっては、①世帯数、世帯人員の（統計上の制約を考慮した）

予測可能性、及び②世帯数、世帯人員予測の必要性（将来にわたって継続するものと考え

られるトレンドの有無）という２つの観点から下記の世帯類型および世帯主の年齢階級に

よる按分比設定の妥当性を検討することとした。 

 

 ●世帯（家族）類型  

  ・単独世帯 

  ・２人以上世帯 

 ●世帯主の年齢階級別 

 

1.3.1.1 世帯（家族）類型別光熱費の検討－単独世帯 

 単独世帯の光熱費支出については、年齢別、男女別のそれぞれに特徴がある（図表 6）。 

 まず、年齢別については、電気代及びその他の光熱費と年齢の間に、高い正の相関関係

がみられる。その理由については明らかではないが、電気代については、睡眠以外の自宅

内で過ごす時間の長短によるものと考えられる（図表 5）。 

 

図表 5 年齢別睡眠以外の自宅滞在時間（全国、男女計 2001 年） 

 
注）ここでいう自宅滞在時間は「身の回りの用事」、「家事」、「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」、「休養」 

資料）総務省統計局「社会生活基本調査」より九経調作成 
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その他光熱費は、そのほとんどが灯油への消費支出だと考えられるが、自宅内で過ごす

時間の長短に加え、住宅の仕様や暖房、調理用器具の保有率等とも関連があると考えられ

る。 

一方、ガス代については、年齢と支出額との間に明確な相関関係は確認できない。 

ガス代の特徴としては、女性の単独世帯で比較的相関係数が高い（負）が、横軸に年齢、

縦軸に支出金額をとると、40 代をピークとする凸型の曲線となる。また、支出額が最も高

い年齢層と最も低い年齢層との比は、電気代やその他光熱費と比べ格段に小さい（図表 6）。 

 

 

図表 6 単独世帯主年齢別光熱費（2009 全国） 

 
資料）総務省統計局「全国消費実態調査」より九経調作成 

 

光熱費

電気代＇円/月（ ガス代＇円/月（ その他＇円/月（

男 女 計 男 女 計 男 女 計

支出額 平均 4,107 4,327 4,224 2,494 2,873 2,696 392 660 535

30歳未満 2,996 2,775 2,912 2,309 3,052 2,593 78 79 78

30～39歳 3,972 3,296 3,733 2,655 3,056 2,797 117 203 147

40～49歳 4,347 4,105 4,270 2,417 3,225 2,673 257 344 285

50～59歳 4,121 4,453 4,258 2,497 3,061 2,730 404 643 503

60～69歳 4,347 4,563 4,484 2,559 2,777 2,698 617 772 716

70歳以上 4,952 4,770 4,820 2,511 2,754 2,688 889 875 879

指数 30歳未満 72.9 64.1 68.9 92.6 106.2 96.2 19.9 12.0 14.7

30～39歳 96.7 76.2 88.4 106.5 106.4 103.8 29.8 30.8 27.6

40～49歳 105.8 94.9 101.1 96.9 112.3 99.2 65.6 52.1 53.2

50～59歳 100.3 102.9 100.8 100.1 106.5 101.3 103.1 97.4 94.0

60～69歳 105.8 105.5 106.2 102.6 96.7 100.1 157.4 117.0 133.9

70歳以上 120.6 110.2 114.1 100.7 95.9 99.7 226.8 132.6 164.4

MIN 2,996 2,775 2,912 2,309 2,754 2,593 78 79 78

MAX 4,952 4,770 4,820 2,655 3,225 2,797 889 875 879

最大最小比 1.65 1.72 1.66 1.15 1.17 1.08 11.40 11.08 11.21

年齢との相関係数 0.8849 0.9554 0.9359 0.3609 -0.7232 0.1869 0.9734 0.9887 0.9889

男女比 30歳未満 97.2 102.4 100.0 92.5 106.6 100.0 73.3 123.5 100.0

30～39歳 102.9 95.3 100.0 89.1 117.7 100.0 99.5 100.8 100.0

40～49歳 106.4 88.3 100.0 94.9 109.3 100.0 79.3 137.7 100.0

50～59歳 101.8 96.1 100.0 90.4 120.7 100.0 90.3 120.9 100.0

60～69歳 96.8 104.6 100.0 91.5 112.1 100.0 80.4 127.9 100.0

70歳以上 96.9 101.8 100.0 94.9 102.9 100.0 86.2 107.9 100.0
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1.3.1.2 世帯（家族）類型別光熱費の検討－２人以上世帯 

 次に、２人以上世帯の光熱費支出の特徴を考察する。 

 ２人以上世帯の世帯員１人当りの電気代は、単独世帯（世帯員１人）の７割弱となって

いる。ガス代、その他光熱費は同５割程度となっており、いわゆる“世帯員１人当りの最

終エネルギー消費原単位”に大きな差がある。 

このことから、単独世帯と２人以上世帯を分けて推計・予測することには、意味がある

と考えられる。 

 

図表 7 単独世帯と２人以上世帯の世帯員１人当り光熱費（2009 全国） 

 
資料）総務省統計局「全国消費実態調査」より九経調作成 

 

 次に、２人以上世帯の世帯類型や世帯主の年齢と光熱費の関係を考察すると、概ね、①

世帯人員が多いほど世帯員１人当りの光熱費は低下し、②長子の年齢が上がるほど、世帯

員１人当りの光熱費が上昇する特徴がみられる（図表８）。 

 ただし、世帯類型による世帯人員を予測することは難しく、国勢調査によっても市町村

別のデータを把握できないため、①と②の特徴を包含する世帯属性による世帯員１人当り

の光熱費データが必要となる。 

 そこで、単独世帯と同じく、２人以上世帯主の年齢別の光熱費を考察した。これは、世

帯主の年齢と上記①の特徴に関する属性（世帯人員の多寡）や②の属性（長子の年齢）が

密接に関連しているためである。世帯主の年齢が高くなれば、当然長子の年齢は上がり、

ある年齢まで世帯人員が増加する確率が高い。 

世帯主の年齢が高ければ、子どもが独立して家を離れている確率も高く、世帯人員が尐

なくなるため、世帯員１人当りの光熱費が高くなる傾向となる。 
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しかし、世帯主の年齢が 40代後半に差し掛かると、子どもの独立によって世帯人員が減

尐し、世帯主および配偶者の自宅滞在時間が長くなる。この２つの光熱費上昇要因が重な

って、世帯員１人当りの光熱費は右肩上がりで上昇を続ける（図表 9）。 

 

図表 9 世帯主年齢階級別平均世帯人員と世帯員１人当り光熱費（2009 全国） 

 

資料）総務省統計局「全国消費実態調査」より九経調作成 
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1.3.1.3 家庭の４地域別按分比について 

 1.3.1.1 および 1.3.1.2 で世帯類型・世帯主年齢と世帯人員当りの光熱費の関係性を検討し

た結果、下記の通り、按分比を設定することとした。 

 

（家庭の４地域別按分比） 

 ＝（i 地域世帯主年齢別単独世帯数×福岡県単独世帯主年齢別エネルギー消費原単位（１） 

  ＋i地域２人以上世帯主年齢別世帯人員×福岡県２人以上世帯主年齢別世帯人員１人当

りエネルギー消費原単位（２）） 

  ／（前項４地域計） 

i地域：北九州、福岡、筑後、筑豊いずれかの地域 

  （１）、（２）は「電力」、「都市ガス」、「LPG（石油製品）」、「灯油」のエネルギー４種 

 

●世帯主年齢別（世帯人員１人当り）最終エネルギー消費原単位の推計方法 

 単独世帯、２人以上世帯の世帯主年齢別（世帯人員１人当り）最終エネルギー消費原単

位は下記のフローに沿って推計する。 

 

図表 10 世帯主年齢別（世帯人員１人当り）最終エネルギー消費原単位推計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料）九経調作成 

単独世帯主、２人以上世帯主年齢別（世帯員１人当り）最終エネルギー消費量（固有単位） 

 

単独世帯主年齢別光熱費支出額 

（2009 全国消費実態調査） 

価格→数量変換（３） 

２人以上世帯主年齢別光熱費支出額 

（2009 全国消費実態調査） 

２人以上世帯主年齢別世帯員 

１人当り光熱費支出額（2009） 

世帯人員で除算 

単独世帯主、２人以上世帯主年齢別（世帯員１人当り）光熱費（2010） 

１人当り光熱費支出額 

家計調査の同費目支出額

2010/2009 で補外 

家計調査でガス代を「都市ガス」「プロパン」に分割 

単位変換（熱量換算）（４） 

単独世帯主、２人以上世帯主年齢別（世帯員１人当り）最終エネルギー消費量（エネルギー単位） 
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（３）価格→数量変換 

 総務省統計局「全国消費実態調査」（一部、家計調査で推計）による世帯人員当りの光熱

費は金額ベースのデータであるため、固有単位の数量ベースに変換する必要がある。 

 この変換は以下のように行った。 

 

●電気代（円/月/人）から電力使用量（kWh/月/人）への変換 

㈱九州電力の電力料金シミュレーション WEBサイト

（http://www.kyuden.co.jp/rate_simm_ryokin1-i.html）において、契約内容「従量電灯 B」、

契約アンペア 30Ａの条件で料金をシミュレーションした結果をプロットし、説明変数を電

力料金、被説明変数を電力使用量とした線形式を推定した（図表 11）。 

この推計式は線形であるが、１kWh当りの料金は使用量が一定量まで逓増しており、使用

量が増えるごとに単位当りの料金が逓増する実際の料金体系と大きな齟齬はない結果とな

っている。 

 

図表 11 電力料金と電力使用量関係式 

 
注）2014年 1月の結果であるため、2010年から 2013年 11月の物価変動分でデフレートしている 
資料）㈱九州電力 webサイト、総務省統計局「小売物価統計調査」より九経調作成 

 

●都市ガス代（円/月/人）から都市ガス使用量（㎥/月/人）への変換 

西部瓦斯㈱有価証券報告書（2010年版）に記載されている料金表により、月間使用量（10

㎥から 30 ㎥までは５㎥刻み、30 ㎥から 120 ㎥までは 10 ㎥刻み）から算定した都市ガス料

金をプロットし、説明変数を都市ガス料金、被説明変数を都市ガス使用量とした推計式を

推定した（図表 12）。 
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この推計式は累乗近似曲線であり、１㎥当りの料金は使用量が増えるごとに逓減してい

る。競争が激しい LPG 業界では一般的に使用（購入）量が増えるごとに単位当りの価格を

逓減させていくとみられ、実状と齟齬のない結果となっている。 

 

図表 12 都市ガス（西部瓦斯㈱）料金と都市ガス使用量関係式 

 
資料）西部瓦斯㈱有価証券報告書（FY2010）より九経調作成 

 

●LPG代（円/月/人）から LPG使用（購入）量（㎥/月/人）への変換 

一般財団法人日本エネルギー経済研究所石油情報センターの LPG 価格データにより、使

用量（購入量）から算定した LPG 価格をプロットし、説明変数を LPG 料金、被説明変数を

LPG 使用（購入）量とした推計式を推定した（図表 13）。この推計式により、金額を数量に

変換する。なお、同推計式は都市ガス同様、累乗近似曲線であり、１㎥当りの料金は使用

（購入）量が増えるごとに逓減しており、実状と齟齬のない結果となっている。 

 

●灯油代（円/月/人）から灯油使用量（l/月/人）への変換 

 灯油のリッター当りの価格は、購入量にかかわらず一定であると考えられ、一般財団法

人日本エネルギー経済研究所石油情報センターのリッター当り灯油店頭価格（2010 年）で

灯油代を除することにより、灯油購入量（≒使用量）を推計した。 
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図表 13 LPG 料金と LPG 使用量関係式 

 
資料）一般財団法人日本エネルギー経済研究所石油情報センター資料より九経調作成 

 

 

（４）単位変換（熱量換算） 

 ４種のエネルギーの固有単位から、熱量（MJ）への変換は、下表の換算表に準じて行っ

た。なお、換算表は、原則として資源エネルギー庁「エネルギー源別標準発熱量一覧表」

に準じて作成したが、都市ガスについては、総務省統計局「小売物価統計調査」に記載さ

れている福岡市、北九州市の都市ガスの標準熱量を採用した。また、LPGの体積（㎥）から

重量（㎏）への換算は、日本 LPガス協会「プロパン、ブタン、LPガスの立方メートルから

キログラムへの換算係数について」（2009.10）に準じて、１㎥＝2.18㎏とした。 

 

図表 14 熱量換算表 

 

電気 都市ガス LPG 灯油 

 

1kwh 1㎥ 1㎥ 1㍑ 

ＭＪ 3.6 46.05 110.744 36.7 

資料）資源エネルギー庁「エネルギー源別標準発熱量一覧表」、総務省統計

局「小売物価統計調査」、日本 LPガス協会「プロパン、ブタン、LPガ
スの立方メートルからキログラムへの換算係数について」より作成 
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1.3.2 （民生－業務他）水道廃棄物 

 水道廃棄物の燃料別４地域別最終エネルギー消費量（2010 年）の算定は、５つの業種－

上水道・簡易水道、工業用水、下水道、廃棄物処理（公営）、廃棄物処理（民間）－に分け、

各業種の按分比で４地域に分割することで、地域別最終エネルギー消費量を推計すること

とした。そのフローチャートを図表 15 に示す。また、業種ごとの推定式は図表 16 の通り

である。 

 

図表 15 水道廃棄物地域別最終エネルギー消費量推計フロー 
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５業種ごとに按分比を算定し地域別分割 

５業種の石炭製品、石油製品、都市ガス 

電力、熱供給業の投入係数 

（福岡県産業連関表特別集計表 2005 年） 
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図表 16 水道廃棄物５業種の４地域別最終エネルギー消費量（2010 年）の算定方法 

 
推計式 出所 

上水道 

福岡県消費量×｛（地域別上水道浄水能力）＋（地域別

簡易水道浄水能力）＋（地域別専用水道浄水能力）/

Σ（（地域別上水道浄水能力）＋（地域別簡易水道浄水

能力）＋（専用水道浄水能力））｝ 

 

福岡県「福岡県の上水道」

（2010年度） 

 

工業用水 

 

福岡県消費量×｛（地域別製造業工業用水使用量）/Σ

（地域別工業用水使用量）｝ 

 

経済産業省「工業統計表（用

地・用水編）」（2010） 

下水道 

 

福岡県消費量×｛（地域別汚水処理量/Σ（地域別汚水

処理量））※1 

 

福岡県「福岡県の下水道」 

（2010年度） 

廃棄物処理 

（公営） 

 

福岡県消費量×｛（地域別ごみ処理場処理能力/Σ（地

域別ごみ処理場処理能力）） 

 

福岡県「福岡県における一

般廃棄物処理の現況」（2010

年度） 

都市計画協会「都市計画年

報」（2010年度） 

廃棄物処理 

（産業） 

 

福岡県消費量×｛（地域別産業廃棄物処理事業所当該事

業生産額/Σ（地域別産業廃棄物処理事業所当該事業生

産額））※2 

 

総務省統計局「経済センサ

ス-活動調査」個票特別集計

値（2012年） 

 

※１ １つの下水道で地域を跨っている流域下水道の場合、処分場のある自治体に汚水処

理量を計上 

※２ ここでは、産業廃棄物処理事業所は「産業廃棄物処分業」及び「特別管理産業廃棄

物処分業」の２業種を指す。 
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1.3.3 （民生－業務他）商業･金融･不動産、対事業所サービス、 

対個人サービス 

民生部門の「業務他」に当る商業・金融・不動産、対事業所サービス、対個人サービス

３業種の燃料別４地域別エネルギー消費量（2010 年）の算定は、図表 17 に示したデータ

により推計した。 

当部門・業種の４地域別推計方法と資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作

成のためのガイドライン」に示されている方法は、①推計対象、②按分比、③都市ガスの

地域別按分対象値が異なる。 

①について、市町村別エネルギー消費統計のためのガイドラインでは、「公共サービス」

と「水道廃棄物」を含めた「業務他」トータルを市町村別分割の対象としているが、本推

計では、業務他のうち３業種と、「公共サービス」、「水道廃棄物」を切り分けて推計した。 

②については、「市町村別エネルギー消費統計のためのガイドライン」では、『固定資産

の価格等の概要調書』による市町村業務系建物床面積で按分しているが、業務系の床面積

には工場・倉庫などの建物も含まれる一方で、公共施設の建物床面積が計上されていない

など、民生部門の「業務他」を構成する業種と一部に対応していない点がある。そこで、

本推計では、福岡県『固定資産の価格等の概要調書』の事務所、店舗、百貨店、銀行の建

物床面積値により按分した。 

③については、②の推計方法を採ったことと関連するが、「市町村別エネルギー消費統計

のためのガイドライン」では、資源エネルギー庁「ガス事業年報」による供給区域商業用

販売量を採っているが、供給区域が複数県にまたがる事業者（西部瓦斯㈱）について県別

の商業用販売量データは把握困難なため、本推計では他部門・業種と同様に、「都道府県別

エネルギー消費統計」の当該業種における福岡県都市ガス消費量を地域別按分の対象とし

ている。 
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図表 17 商業・金融・不動産、対事業所ｻｰﾋﾞｽ、対個人ｻｰﾋﾞｽの４地域別最終エネルギー消費量
（2010）算定方法 

 
推計式 出所 

燃
料
別 

石炭 

＝0  
石炭製品 

石油製品 

＝（重油/灯油消費量）＋（LPG消費量） 

 

（重油/灯油消費量） 

＝（福岡県石油製品消費量）×（全国重油/灯油消費

量）/全国石油製品消費量×｛（地域別事務所、店舗、

百貨店、銀行建物床面積）/Σ（各地域地域別事務所、

店舗、百貨店、銀行建物床面積）｝ 

 

（LPG消費量） 

＝｛（福岡県石油製品消費量）×（全国 LPG消費量）/

（全国石油製品消費量）｝×｛（地域別事務所、店舗、

百貨店、銀行建物床面積）×（１－地域別都市ガス

普及率）/Σ{（地域別事務所、店舗、百貨店、銀行

系建物床面積）×（１－地域別都市ガス普及率）} 

 

福岡県石油製品消費量： 

資源エネルギー庁「都道府

県別エネルギー消費統計」 

 

全国重油/灯油/LPG消費量： 

資源エネルギー庁「総合エ

ネルギー統計」 

 

地域別事務所、店舗、百貨

店、銀行建物床面積： 

福岡県資料 

 

地域別都市ガス普及率： 

資源エネルギー庁「ガス事

業年報」 

都市ガス 

福岡県消費量×｛（供給区域市町村別事務所、店舗、百

貨店、銀行系建物床面積地域別集計値）/Σ（供給区域

内市町村事務所、店舗、百貨店、銀行系建物床面積地

域別集計値）｝ 

地域別事務所、店舗、百貨

店、銀行建物床面積： 

福岡県資料 

 

都市ガス供給区域市町村： 

資源エネルギー庁「ガス事

業年報」 

電力 

福岡県消費量×｛（地域別事務所、店舗、百貨店、銀行

建物床面積）/Σ（各地域地域別事務所、店舗、百貨店、

銀行建物床面積）｝ 

地域別事務所、店舗、百貨

店、銀行建物床面積： 

福岡県資料 

熱 福岡県消費量×地域別熱供給事業者による販売量 

事業者別販売量： 

（一社）日本熱供給事業協

会「熱供給事業便覧」 

資料）資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（2006.6）より九経調作成 
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1.3.4 （民生－業務他）公共サービス 

民生部門の「業務他」に当る公共サービスについては、医療・福祉、教育、公務がそれ

に該当する。 

前述の通り、資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライ

ン」では、公共サービスが、商業･金融･不動産、対事業所サービス、対個人サービス、水

道廃棄物等と併せて「業務他」に包含されているため、公共サービス単独の作成方法は示

されていない。しかし、本推計においては、公共サービスの活動量かつ将来予測式の説明

変数としても相応しい代用系列を用いて推計することとした。 

公共サービスは水道廃棄物と同様に、その範囲が広く、サービスの主体も多様である。

病院や公共施設については、商業・金融・不動産、対事業所サービス、対個人サービスの

按分で採用した対象産業の施設データが一部（病院や公共施設）存在するものの、都道府

県エネルギー消費統計の「公共サービス」の区分との対照（相関）を見極めることが困難

なため、利用することができない。 

以上の統計的な制約の下で、推計方法の検討を行った。 

 

1.3.4.1 公共サービス活動の代用系列の検討 

 繰り返しになるが、公共サービスは医療・福祉、教育、公務がそれに該当する。いずれ

も活動量のボリュームがあり、ある１つの分野を代用系列とすることについては問題が多

い。本来であれば、産業のエネルギー消費推計という性格上、施設面からアプローチする

べきであるが、前述の通り、施設の建物床面積等のデータは利用が困難である。 

このため、GDP の「政府最終消費支出」の捉え方と同需要項目の QE（早期所得）推計の

方法（内閣府経済社会総合研究所）や国民経済計算部「四半期別 GDP 速報（QE）の推計方

法」、内閣府「県別域内総支出指標（PDEI）（仮称）の作成・検証・分析業務報告書」（2011）

を参考にし、公共サービスの活動量の代用系列を検討した。 

ここで、政府最終消費支出とは、一般政府の経常的支出として捉えられる政府サービス

生産者の生産額から，他部門に販売した額（商品・非商品販売額）を差し引いたものに、

現物社会給付等（医療保険及び介護保険による給付分等）を加えたものである。 

また、政府最終消費支出の７割は政府サービス生産者の経常的経費の一部である雇用者

報酬（≒公務員人件費）と医療保険及び介護保険による給付分等で占められている（図表

18）。 

従って、公共サービスの活動量の把握に適切な指標の条件は、①一般政府部門の雇用者

報酬と相関する系列、②医療保険及び介護保険による給付分（年金以外の社会保障給付費）

と相関する系列であり、③市町村別に把握可能な系列でなければならない。 
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1.3.4.2 代用系列による公共サービス最終エネルギー消費量推計の妥当性 

 1.3.4.1 に挙げた①～③の条件から、本推計では、①と③の条件に適う系列として公務員

数、②と③の条件に適う系列として後期高齢者数（75 歳以上人口）を採用した。公務員数

については、当然ながら雇用者報酬との相関は高い。また、年金を除く社会保障給付費と

後期高齢者数の相関係数は 0.9534（FY2002～2011）と比較的高く、十分に代用系列とし

て採用可能と考えられる。 

次に、資源エネルギー庁「総合エネルギー消費統計」による公共サービスの最終エネル

ギー消費量と、上記２系列との関係をみるために、公共サービスの最終エネルギー消費量

を被説明変数、公務員数と後期高齢者数を説明変数とする重回帰式を推定した結果、下記

の通り、極めて説明力の高いパフォーマンスを有する式を得られた。 

 

PSe＝α＊Pem + β＊POP75～＋γ 

 

PSe：公共サービス最終エネルギー消費量（TJ） 

Pem：公務員数（人） 

POP75～：75 歳以上人口（千人） 

α、β、γ：係数 

（FY1990～2011） 

 

 

回帰統計

重相関 R 0.96993275

重決定 R2 0.94076954

補正 R2 0.93453475

標準誤差 44491.9306

観測数 22

分散分析表

自由度 変動 分散
観測された

分散比
有意 F

回帰 2 5.9738E+11 2.9869E+11 150.890446 2.1836E-12

残差 19 3.7611E+10 1979531890

合計 21 6.35E+11

係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%

γ -11267421 842587.48 -13.372405 4.0754E-11 -13030977 -9503865.1 -13030977 -9503865.1

α 2.66565664 0.1835165 14.5254327 9.6758E-12 2.28155218 3.04976109 2.28155218 3.04976109

β 220.395945 13.3696886 16.4847478 1.0348E-12 192.412865 248.379025 192.412865 248.379025
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図表 18 政府最終消費支出の内訳 

 金額＇10 億円（  

 構成比＇％（ 

一般政府最終消費 計 96,774.0 100.0 

 雇用者報酬① 29,566.5 30.6 

 固定資本減耗 14,352.0 14.8 

 現物による社会保障給付② 38,775.9 40.1 

 その他 14,079.6 14.5 

 ①＋② 68,342.4 70.6 

資料）大和総研 

 

1.3.4.3 地域別按分値の作成方法 

 1.3.4.2 で推定した公共サービス最終エネルギー消費量の説明式に、市町村別の公務員数、

後期高齢者数を代入して、各市町村の公共サービス最終エネルギー消費量（理論値）を算

出し、公共サービスの４地域別最終エネルギー消費量を推計した。 

 

図表 19 公共サービスの４地域別最終エネルギー消費量（2010）算定方法 

 
推計式 出所 

燃
料
別 

石炭 

福岡県消費量×（i 地域公務員数、後期高齢者数を説

明変数とする公共サービス最終エネルギー消費量理論

値）/Σ（i地域公務員数、後期高齢者数を説明変数と

する公共サービス最終エネルギー消費量理論値） 

公務員数： 

総務省「日本統計年鑑」 

総務省「事業所・企業統計」、

「経済センサス」 

※１ 

総務省「地方公共団体定員

管理調査結果」 

 

後期高齢者数： 

総務省「推計人口」 

石炭製品 

石油製品 

都市ガス 

電力 

熱 

資料）資源エネルギー庁「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（2006.6）より九経調作成 

 

※1 国家公務員数は日本郵政の発足や独立行政法人改革等により、国家公務員の一部が日本標
準産業分類の「公務」から外れ、新設された「複合サービス」や「金融・保険業」等に含
まれるようになったため、1990 年度から 2011 年度までのデータに接続性がない。そこで、
1990～2003 年度の地方公務員数との比で、2002 年３月の日本標準産業分類改訂以降で直
近の事業所・企業統計調査年である 2004 年度以降のデータを補完している。 
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1.4 地域別実績値作成方法（運輸） 

1.4.1 旅客（乗用車） 

現状値の推計にあたっては、（民生）家庭と同様、世帯主年齢別男女別単独世帯と２人以

上世帯主年齢別のガソリン消費量原単位を求め、これに福岡県４地域における世帯数を乗

じて４地域別ガソリン消費量を算定した。 

次に、この妥当性を確認するため、上記の世帯類型、世帯主年齢階級によって、乗用車

の所有数量やガソリン消費量に大きな差異が認められるか考察を行った。 

 

1.4.1.1 世帯（家族）類型別乗用車所有数量の検討 

 世帯類型および世帯主年齢階級ごとの乗用車所有数量については、年齢階級と性別によ

って大きな差があることを確認できる（図表 20）。 

 単独世帯については、①男女による差が大きいこと（所有率にして 20％ポイント前後の

差）、②年齢階級別には 40 代をピークとして低下傾向となり、特に女性の場合は、ピーク

の 40 代とボトムの 70 歳以上では 37％ポイント程度の開きがある。 

 一方、２人以上世帯についての特徴は単独世帯と異なり、50 代からさらに上昇し、60 代

がピークとなる。これは、親子が同居している場合、双方で乗用車を所有することが多い

ためと思われる。世帯主年齢が 70 歳以上の２人以上世帯については、単独世帯と同様、加

齢による低下傾向にあるものとみられる。 

 

図表 20 世帯類型別（男女別）世帯主年齢階級別世帯人員１人当り乗用車所有数量（2009） 

 
注）２人以上世帯は世帯人員で除した値である 
資料）総務省統計局「全国消費実態調査」より九経調作成 
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1.4.1.2 世帯（家族）類型別所有乗用車１台当りガソリン購入量の検討 

 このように、乗用車の所有数量は、世帯の類型および世帯主の性別・年齢によって大き

く異なっているが、所有乗用車１台当りのガソリン購入量も同様である。 

 単独世帯（男）の所有自動車１台当りガソリン購入金額は、年齢につれ高くなるが、70

歳以上は大幅に低下している。単独世帯（女）は 30 歳未満が最も高く、年齢が上がるほど

購入金額が低下している。同じ単独世帯でも性別によって、その傾向は異なっていること

がわかる。 

 一方、２人以上世帯は単独世帯と比べると、年齢に関わらずほぼ一定だが、40 代をピー

クとする山型となっている。 

  

図表 21 所有自動車１台当りガソリン購入金額（2009） 

 

注）１カ月のガゾリン購入金額を各世帯の自動車所有数量で除した値 

資料）総務省統計局「全国消費実態調査」より九経調作成 
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1.4.1.3 ４地域別按分比について 

 1.4.1.1 および 1.4.1.2 で世帯類型や世帯主年齢と世帯人員当りの乗用車所有数量、および

ガソリン購入金額との関係性を検討した結果、下記の通り、按分比を設定することとした。 

 

 （４地域別按分比） 

  ＝｛i 地域単独世帯主年齢別世帯人員×（i 地域単独世帯主年齢別世帯人員１人当り保

有乗用車数量×福岡県単独世帯主年齢別所有乗用車１台当たり最終エネルギー消費

原単位（１）） 

  ＋i 地域２人以上世帯主年齢別世帯人員×（i 地域２人以上世帯主年齢別世帯人員１人

当り保有乗用車数量×福岡県２人以上世帯主年齢別所有乗用車１台当たり最終エネ

ルギー消費原単位（２））｝／（前項４地域計） 

 

  i地域：北九州、福岡、筑豊、筑後いずれかの地域 

  （１）、（２）は「ガソリン」のみ 
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●世帯主年齢別（世帯人員１人当り）最終エネルギー消費量の推計方法 

 単独世帯、２人以上世帯の世帯主年齢別（世帯人員１人当り）保有乗用車数量、および

所有乗用車１台当たり最終エネルギー消費原単位から、世帯主年齢別（世帯人員１人当り）

最終エネルギー消費量（ガソリン購入量）を推計するフローは図表 22の通りである。 

 

図表 22 世帯主年齢別最終エネルギー消費量推計フロー（乗用車） 
 
 

福岡県４地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別保有乗用車数量（消費実態調査ベース） 

 

単独世帯主年齢別所有乗用車数量（全国） 

（2009 全国消費実態調査） 

福岡県４地域別世帯主年齢別単独世帯・ 

２人以上世帯数 （2010 国勢調査） 

２人以上世帯主年齢別所有乗用車数量（全国） 

（2009 全国消費実態調査） 

２人以上世帯主年齢別世帯員（全国） 

１人当り保有乗用車数量（2009） 

世帯人員で除算 

福岡県４地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別（世帯員１人当り）保有乗用車数量（2009） 

１人当り光熱費支出額 

乗算 

福岡県４地域別登録乗用車台数 

（2010 陸運統計ベース） 

（ 

福岡県４地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別保有乗用車数量（陸運統計ベース） 

 

福岡県４地域別単独世帯・２人以上 

世帯員１人当たり保有乗用車数量 

（2009） 
全国値との格差調整 

九州運輸局の４地域別登録台数を CT として

世帯類型別、世帯主年齢別の値を調整 

福岡県保有乗用車１台当り 

最終エネルギー消費原単位（2010）（１） 

（ 

福岡県４地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別最終エネルギー消費量（ガソリン購入量） 

 

乗算 
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 また、図表 22の（１）の福岡県保有乗用車１台当りエネルギー（ガソリン）消費量原単位の

推計は、下図のフローのとおり行った。 

 

図表 23 福岡県保有乗用車 1 台当りエネルギー（ガソリン）消費原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

単独・２人以上世帯主年齢別保有乗用車１台当り最終エネルギー消費原単位（ガソリン購入量） 

（福岡県 年間調査ベース 2010） 

 

単独世帯主年齢別ガソリン購入金額（全国） 

（2009 全国消費実態調査） 

２人以上世帯主年齢別ガソリン購入金額 

（全国）（2009 全国消費実態調査） 

 

単独・２人以上世帯主年齢別世帯当りガソリン購入量（全国 年間調査ベース 2009） 

１人当り光熱費支出額 

毎月の購入単価（全国） 

（2009 家計調査） 

２人以上世帯主年齢別ガソリン購入量（全国） 

（2009 全国消費実態調査） 

 

単独世帯主年齢別ガソリン購入量（全国） 

（2009 全国消費実態調査） 

 

全国消費実態調査により発生する季節性除去 
年間調査ベース換算 

（2009 家計調査 全国月次データ） 

福岡北九州大都市圏２人以上 

世帯当たりガソリン購入量 

（2009 家計調査） 

単独・２人以上世帯主年齢別世帯当りガソリン購入量（福岡県 年間調査ベース 2010） 

１人当り光熱費支出額 

全国値との格差調整 

福岡北九州大都市圏２人以上 

世帯当たりガソリン購入量 

（家計調査 2010/2009） 

2010/2009 の比を乗算

定 

単独・２人以上世帯主年齢別世帯当たり 

自動車所有数量 

（全国 消費実態調査） 
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 図表 22、23のフローに沿って、福岡県４地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別エネ

ルギー消費量（ガソリン購入量）を推計した。 

世帯員１人当りの所有乗用車数量については、総務省統計局「全国消費実態調査」のデ

ータを用いた。 

総務省統計局「全国消費実態調査」は同種のデータが入手可能な総務省統計局「家計調

査」と比べ、調査間隔が５年に１度であることや年間を通した調査ではない点（２人以上

世帯は９～11月の３か月間、単独世帯は 10月の１カ月間）などの問題がある。しかし、サ

ンプル数が多く比較的信頼性が高いと判断されることから、全国消費実態調査をベースと

し、家計調査は補完的な資料として参考にした。 

また、４地域別の乗用車保有台数は、九州運輸局の登録データを４地域別の CTとして、

全国消費実態調査と国勢調査により推計した世帯主年齢別世帯員１人当りの保有乗用車数

を調整した。これは、全数を捕捉している九州運輸局の登録データは信頼性が高いと判断

されたためである。 

なお、統計の制約上、福岡県、および４地域別のデータを取得できない個所は以下の通

りで、それぞれ、図表 24に記した方法で地域別のデータを推計している。 

 
図表 24 各推計項目の統計制約状況と推計方法 

推 計 項 目 期
間 

対象地域 

推 計 方 法 
全
国 

福
岡
県
計 

福
岡
県 

４
地
域 

①単独世帯主年齢別所有乗用車 

数量 
年 〇 × × 

全国の２人以上世帯主年齢別保有乗用車数

量（②）の年齢平均と４地域別２人以上世

帯主年齢平均の保有乗用車数量（千人当り）

（③）の比で全国の単独世帯４地域別年齢

別所有数量を推計 

②２人以上世帯主年齢別所有乗用

車数量 
年 〇 〇 × 〃 

③２人以上世帯主乗用車数量 

（世帯主平均） 
年 〇 〇 〇 ― 

④世帯主年齢別単独世帯数 年 〇 〇 〇 ― 

⑤世帯主年齢別２人以上世帯数 年 〇 〇 〇 ― 

⑥ガソリン購入単価（家計調査 

２人以上世帯の購入金額と数量 

月次） 

月 ○ × × 
全国の値を福岡県保有乗用車１台当たりの

ガソリン購入単価とした 

⑦ガソリン購入数量 

（家計調査） 
月 ○ × × 

全国の年間換算値（２人以上世帯：年合計

／（９～11 月計、単独：年合計／10 月）

を作成。 

⑧２人以上世帯当たりガソリン購

入数量 
年 ○ △ × 福岡北九州大都市圏のデータで代用 
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1.1.1 経済再生ケースと参考ケースのシナリオ 

 ①参考ケース、②経済再生ケースのそれぞれのシナリオと想定成長率は図表 25 の通りで

ある。今後 10 年間の平均経済成長率（GDP 増加率）は、実質、名目それぞれ１％ずつ、

経済再生ケースが参考ケースを上回る想定値となっている（図表 26参照）。 

 

図表 25 経済再生ケースと参考ケースのシナリオと経済成長率 

 参考ケース 経済再生ケース 

シ

ナ

リ

オ 

内外経済がより緩やかな成長経路をたどる 

 

世界経済が堅調に推移する下で、日本経済再生

に向けた、 

①大胆な金融政策、 

②機動的な財政政策、 

③民間投資を喚起する成長戦略（「日本再興戦

略」） 

の「三本の矢」の効果が着実に発現 

 

成

長

率 

 

今後 10 年（2013～2022 年度）の平均成長率 

 

・実質１％程度 

・名目２％程度 

 

今後 10 年（2013～2022 年度）の平均成長率 

 

・実質２％程度 

・名目３％程度 

 

資料）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2014 年１月 20 日 経済財政諮問会議提出）より作成 

 

 

1.2 人口将来予測値について 

 将来人口については、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（都

道府県・市区町村）」（平成 25 年３月推計）を用いる。なお、世帯類型別（単独/２人以上）

世帯主年齢階級別男女別一般世帯数（人員）は、世帯主率法で独自推計した値を用いる。

なお、世帯主率法とは世帯数は世帯主数に等しいことを利用して、人口に世帯主率を乗じ

ることによって世帯主数、すなわち世帯数を求める手法である。 
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図表 26 経済再生ケースと参考ケース 経済成長率の推移 

 

資料）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2014 年１月 20 日 経済財政諮問会議提出） 
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2. 最終エネルギー消費原単位の想定 

エネルギー需要予測にあたっては、こうしたメガトレンドに加え、それに沿ったかたち

で実行される政策的要因をサブトレンドとして位置付けることができる。 

本予測では、サブトレンドとなるエネルギー消費原単位自体について、基本的に趨勢延

長ケースと最大導入ケースの２つのケースに分けることとした。 

趨勢延長ケースは過去からの原単位の趨勢を延長したものである。 

最大導入ケースとは、『実用段階にある最先端技術で高コストであるが省エネ性能の各段

の向上が見込まれる機器・設備について、国民や企業に対して更新を法的に規制する一歩

手前のギリギリの政策を講じ最大限普及させた』（資源エネルギー庁総合資源エネルギー調

査会需給部会「長期エネルギー需給見通し」）ケースである。 

ただし、上記「長期エネルギー需給見通し」の中で、消費量および原単位の改善率が最

大導入ケースとして示されていない部門については、趨勢延長ケースのみの推計を基本と

した。 

また、本推計では、「長期エネルギー需給見通し」より詳細な部門・業種分類にて予測を

行うため、業務部門に該当する商業・不動産・金融と公共サービスについては、上記に関

わらず、２ケースに分け予測した。なお、水道・廃棄物処理（公営）については、上記「長

期エネルギー需給見通し」に示されていない特殊なケースを想定して予測を行ったため、

詳細を後述する。 
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2.1 最大導入ケースについて 

 各部門、業種における最大導入ケースの考え方は図表 27 の通りである。前述の通り、産

業部門に該当する製造業、家庭部門、業務部門に該当する商業金融不動産／対事業所サー

ビス／対個人サービス、および公共サービス、運輸（乗用車）について、最大導入ケース

を想定する。 

 

図表 27 趨勢延長以外のケースに関する想定について 

 
想定内容 

製造業 
資源エネ庁「長期エネルギー需要見通し」で想定されている最大導入ケース
の想定（～2020 2％減、～2030 ３％減）。 

家庭 
資源エネ庁「長期エネルギー需要見通し」で想定されている世帯当たりの最
終エネルギー消費量の最大導入ケースの想定（～2020 7％減、～2030 
13％減）。 

水道 
条件付き
一定 

人口増で浄水場の浄水能力を超え、設備を増やさざる得ない自治体は、浄水
能力を超えた時点から計画人口のピッチで推移、人口の推移が計画人口の範
囲内なら現状の浄水能力で一定 

廃棄物処理 
（公営） 

趨勢延長 ごみ処理量（１人当り処理量×人口）が過去の趨勢で推移 

条件付き 
最大導入 
ケース 

ごみ処理施設は耐用年数（25 年と想定）が超えた時点で同じ方式で、よりエ
ネルギー効率（原単位）のよい（小さい）施設に置換するものと想定。また、
発電がない施設も発電施設を備えるものと想定した上で原単位を推計し、予
測に加味。 

商業金融不動産 
対事業所サービス 
対個人サービス 

１人当り建物床面積が過去の趨勢で推移〒資源エネ庁「長期エネルギー需要
見通し」で想定されている建物床面積当たりの最終エネルギー消費量の最大
導入ケースの想定（～2020 10％減、～2030 15％減）。 

公共サービス 
説明式の係数を資源エネ庁「長期エネルギー需要見通し」で想定されている
建物床面積当たりの最終エネルギー消費量の最大導入ケースの想定値（～
2020 10％減、～2030 15％減）で調整。 

運輸 

（乗用車） 

趨勢延長 

（参考） 

次世代自動車戦略研究会「次世代自動車戦略 2010」で示された民間努力
ケースによる次世代自動車の普及率になるものと想定し、所有乗用車１台当
りの最終エネルギー消費量を想定。世帯当たり所有数量は一定。 
※プラグインハイブリッド車、電気自動車の燃費および電力使用量は限車種のデータに

より想定 

最大導入 
ケース 

次世代自動車戦略研究会「次世代自動車戦略 2010」で示された政府目標
ケースによる次世代自動車の普及率になるものと想定し、所有乗用車１台
当りの最終エネルギー消費量を想定。世帯当たり所有数量は一定。 
※プラグインハイブリッド車、電気自動車の燃費および電力使用量は限車種のデータに

より想定 

資料）資源エネルギー庁「長期エネルギー需要見通し」、経済産業省次世代自動車戦略研究会「次世代自動車戦略 2010」
等より九経調作成 
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2.2 “条件付き”最大導入ケース（廃棄物処理（公営））について 

 廃棄物処理（公営）については“条件付き”の最大導入ケースとしている。水道や廃棄

物処理は装置産業であるため、大幅な処理人口の減尐がない限り、処理場は稼働を続ける

ものと想定され、一定の範囲内での処理量の変動は最終エネルギー消費に大きく影響しな

いと考えられる。つまり、施設の大小（処理能力）が最終エネルギー消費を規定すると考

えられる。その限りにおいては、原単位を一定と置いても支障がないと考えられるが、施

設の耐用年数（25 年）を超えた時点で更新がなされ、その場合、よりエネルギー効率（原

単位）の高い施設に置き換えられると想定したケースを“条件付き”最大導入ケースとし

ている（図表 28 参照）。 

なお、稼働年数が 25 年を経過した施設の、更新後のエネルギー効率は、環境省「廃棄物

処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マニュアル」（2012.3）に沿って設定するこ

ととする。 

 

 

図表 28 “条件付き”最大導入ケースのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九経調作成 

 

 

趨勢延長 

設置後 25 年を超えた処理場が発生しリプレイス 
⇒よりエネルギー効率の高い施設へ変化したことにより消費量減
少 

“条件付き”最大導入ケース 

経年変化 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量 
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2.3 “条件付き”一定（水道）について 

 水道についても、長期にわたる比較的緩やかなペースでの給水人口の増減と施設の規模

で規定されると考えられる。そこで、給水人口に規定される給水量が、施設の処理能力を

上回らない限り、最終エネルギー消費量は一定とし、人口増で浄水場の浄水能力を超えて

設備を増強せざる得ない市町村は、浄水能力を超えた時点から計画人口のピッチで最終エ

ネルギー消費量が推移するものとした。 

ただし、人口の推移が計画人口の範囲内にとどまる場合は、現状の浄水能力の下での最

終エネルギー消費量で一定とする。 

 

図表 29 “条件付き”一定のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九経調作成 

 

2.4 運輸（乗用車）の趨勢延長、最大導入ケースについて 

 運輸（乗用車）による最終エネルギー消費原単位（所有乗用車１台当り）については、

今後、次世代自動車の普及が進むものと考えられるが、策定時点が古い「長期エネルギー

需給見通し」の想定は用いず、一般社団法人日本自動車工業会が低炭素社会実行計画策定

の際に使用している経済産業省次世代自動車戦略研究会「次世代自動車戦略 2010」（2010.4）

の民間努力ケースを“趨勢延長”、政府目標ケースを“最大導入ケース”として、世帯当り

人口増で給水量が浄水場の処理能力を超えた場合 
（≒人口が計画人口を超えた場合） 
⇒（計画）人口増のピッチで最終エネルギー消費量増加 
 

“条件付き”一定ケース 

経年変化 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量 
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の所有乗用車数量を想定することとする。なお、「次世代自動車戦略 2010」に示されている

民間努力ケースと政府目標ケースは図表 30の通りである。 

 なお、予測にあたっては、各ケースとも、中央値を想定普及率として算定する。 

 

図表 30 次世代自動車戦略 2010 による次世代自動車普及率の想定値 

 民間努力ケース 政府目標ケース 

2020 2030 2020 2030 

従来車 80％以上 60~70％ 50~80％ 30~50％ 

次世代自動車 20％未満 30~40％ 20~50％ 50~70％ 

 HV 10~15％ 20~30％ 20~30％ 30~40％ 

 EV・PHV 5~10％ 10~20％ 15~20％ 20~30％ 

 燃料電池車 僅か 1％ ~1％ ~3％ 

 クリーンディーゼル自動車 僅か ~5％ ~5％ 5~10％ 

資料）経済産業省次世代自動車戦略研究会「次世代自動車戦略 2010」 

 

2.4.1 次世代自動車普及と燃料別最終エネルギー消費の考え方 

 このような次世代自動車の普及で、石油製品以外の動力源が発生することになる。都道

府県エネルギー消費統計では、直近の 2011 年度推計値において、運輸（乗用車）の最終エ

ネルギー消費に石油製品以外の燃料消費はない。しかしながら、すでに電気を動力とする

PHV、EV が発売されており、早晩、電力の消費が追加され、2020 年度においては、図表

30に示したように無視できない台数規模の次世代自動車が普及しているものと思われる。 

本予測業務では、図表 31に示した考え方で、乗用車における石油製品、電力の最終エネ

ルギー消費量を捉えることとする。 

 今後、普及が進むと想定する EV により削減された石油製品の熱量は、すべて電力に置き

換えられるとする。また、PHV はその普及の半分を電力モードでの走行とみて、その分が

電力に置き換わるとする。 
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図表 31 次世代自動車普及に伴う乗用車の最終エネルギー消費の捉え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九経調作成 

 

 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量 

HV、ガソリン車燃費向上分 

EV普及分 

PHV 普及 

電気走行分 

PHV 普及 

ガソリン 

走行分 

従来車 

ガソリン 

走行分 

石
油
製
品
消
費
量 

電
力
消
費
量 

2010 年度 2020 年度 2030 年度 
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いずれの用途についても、都道府県別エネルギー消費統計を福岡県４地域別に按分した

際に用いた指標に関連する変数を想定し、最終エネルギー消費量を予測した。 

 

3.1 地域別最終エネルギー消費量予測方法（産業） 

3.1.1 （産業－非製造業）農林水産業 

 農林水産業の最終エネルギー消費予測方法は、図表 33の通りである。 

 農林水産業の最終エネルギー消費は、（将来）農林水産業就業者数に、就業者当りの（将

来）最終エネルギー消費原単位を乗じ、予測値とした。 

 

 

図表 33 農林水産業最終エネルギー消費予測フロー 

農林水産業就業者数 

（2000～2010 国勢調査） 

農林水産業燃料別最終エネルギー消費量 

（都道府県別エネ消費統計）（2000～2010） 

 

燃料別最終エネルギー消費原単位 

（2000～2010） 

４地域別将来人口予測値 

（人口問題研究所 2020、2030） 

 

農林水産業最終エネルギー消費量予測値 

（2020、2030） 

燃料別最終エネルギー消費原単位 

予測値（2020、2030） 

タイムトレンドによる予測 

 

農林水産業地域別就業者数 

予測値（2020、2030） 

年齢別農林水産業就業率予測値 

（2020、2030） 

タイムトレンドによる予測 

 
年齢別就業率予測値 

（2020、2030） 
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●年齢別農林水産業就業率の予測値 

 2000～2010 年の国勢調査による年齢別農林水産業就業者率（＝年齢別農林水産業就業者

数／全産業就業者数）の差分により、延長推計。 

 

●燃料別最終エネルギー消費原単位予測値 

 2010 年度時点で、消費実績のある「石油製品」、「都市ガス」、「電力」について、2000～

2010 年度の消費原単位を、トレンドで線形補外。なお、原単位の分母である農林水産業就

業者数は国勢調査によるため、調査年以外の年度は線形補間。 
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3.1.2 （産業－非製造業）鉱業・建設業 

鉱業・建設業については、従業者規模、市場規模等が建設業の最終エネルギー消費量を

規定する大きな要因と考えられるため、その増減率を 2010 年度の鉱業・建設業最終エネル

ギー消費量に乗じて、予測値を算定する。 

鉱業・建設業の最終エネルギー消費予測方法は、図表 34 の通りである。 

 

図表 34 鉱業・建設業最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４地域別建設業就業者数 

（国勢調査 2010） 

 

全国元請完成工事高 

（建設工事施工統計 1999～2000） 

 

４地域別建設業就業者数想定弾性値 

（2010～2030） 

 

４地域別建設業就業者数弾性値 

（2005,2010） 

官民工事種別建設投資予測値 

（建設経済研究所） 

４地域別建設業就業者数予測値（＆増減率） 

（2020/2010、2030/2020） 

全国元請完成工事高（予測値） 

（2020、2030） 

 

鉱業・建設業燃料別最終エネルギー消費 

（都道府県別エネ消費統計 2010） 

鉱業・建設業燃料別最終エネルギー消費予測値 

（2020,2030） 
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●官民工事種別建設投資予測値 

 （一財）建設経済研究所「建設投資の中長期展望」（2012.6）により、国土交通省「建設

工事施工統計」をベースに以下の通り想定。 

 
図表 35 建設投資の将来想定 

主体 
工事/投資 

種別 
想定 

政府 

新設工事 年率２％で増加 

維持補修工事 年率５％で増加 

民間 

住宅投資 
2020 年度水準が 2009 年度比 107.6、2020 年度以降は、2020 年度水準で

一定 

非住宅投資 
2014 年度水準で一定。なお、2014 年度実績は機械据付工事等も含み、18.3

兆円と想定 

土木 具体的な数値に関する記述がないため、2010 年度水準で将来も一定 

計 
上記の想定で、結果的に建設投資は 2014 年度まで年 2.5％、2015 年度以

降は年 1.0～1.2％程度で推移 

資料）（一財）建設経済研究所「建設投資の中長期展望」より九経調作成 

 

●４地域別建設就業者数（想定）弾性値 

 ここでいう弾性値とは、全国の建設投資額の増減率と４地域別建設就業者数の増減率の

比で、2005 年、2010 年および 2011 年以降の全国建設投資額に対する４地域別の建設就業

者数の弾性値は図表 36の通りである。 

 

図表 36 ４地域別建設就業者数（想定）弾性値 

 北九州 福岡 筑後 筑豊 

2005 1.114  1.206  1.190  1.031  

2010 0.957  0.994  0.937  0.858  

2011～ 1.036  1.100  1.064  0.944  

資料）総務省「国勢調査」より九経調作成 
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3.1.3 （産業－製造業）化学・化学繊維・紙パルプ、鉄鋼・非鉄・窯業土石、 

機械、他業種・中小製造業 

化学・化学繊維・紙パルプ、鉄鋼・非鉄・窯業土石、機械、他業種・中小製造業は、製

造業４産業として、同様の手法で最終エネルギー消費量を予測する。 

製造業４産業の最終エネルギー消費予測方法は、図表 37の通りである。 

 

図表 37 製造業４産業最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業４産業燃料別最終エネルギー消費量 

（都道府県別エネ消費統計）（2000～2011） 

 

燃料別最終エネルギー消費原単位 

（2000～2011）※一部 2012 

地域別製造業４産業出荷額 

（2000～2012 工業統計、鉱工業生産指数） 

当該業種産出物価指数 

（2000～2012 日本銀行） 

実質化 

業種別電力販売量 

（2012/11 

 九州電力） 
補外 

２ケース別地域別製造業４産業出荷額 

予測値（2020、2030） 

全国 GDP、成長率予測 

（2000～2012、 

2020、2030 内閣府） 

地域別製造業４業種出荷額弾性値（対県） 

（2000～2012） 

福岡県製造業４産業出荷額 

予測値（2020、2030） 

４ケース別地域別製造業４産業燃料別最終エネルギー消費 

予測値（2020、2030） 

２ケース別燃料別最終エネルギー消費原単位 

予測値（2020、2030） 

福岡県製造業４業種出荷額弾性値 

（2000～2012） 

地域別製造業４業種出荷額想定弾性値 

（2020、2030） 
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図表 38 製造業４産業別最終エネルギー消費原単位（福岡県） 

  最終エネルギー消費原単位＇TJ/百万円（ 

  
石炭製品+ 石油製品+ 天然ｶﾞｽ+ 都市ｶﾞｽ+ 

再生可能･未
活用ｴﾈﾙｷﾞｰ 

電 力+ 

化
学
・化
学
繊
維
・紙
パ
ル
プ 

2000 0.0017 0.0064 0.0100 0.0000 0.0000 0.0115 

2001 0.0021 0.0057 0.0090 0.0000 0.0000 0.0114 

2002 0.0014 0.0060 0.0072 0.0000 0.0000 0.0092 

2003 0.0005 0.0065 0.0034 0.0000 0.0000 0.0058 

2004 0.0004 0.0066 0.0039 0.0000 0.0000 0.0061 

2005 0.0032 0.0045 0.0023 0.0000 0.0000 0.0057 

2006 0.0136 0.0042 0.0010 0.0000 0.0000 0.0062 

2007 0.0150 0.0049 0.0012 0.0000 0.0000 0.0066 

2008 0.0135 0.0043 0.0012 0.0000 0.0000 0.0060 

2009 0.0124 0.0036 0.0013 0.0000 0.0000 0.0046 

2010 0.0153 0.0040 0.0012 0.0000 0.0000 0.0066 

2011 0.0150 0.0054 0.0009 0.0000 0.0000 0.0070 

2012 
     

0.0070 

鉄
鋼
・非
鉄
金
属
・窯
業
土
石 

2000 0.0689 0.0172 0.0075 0.0000 0.0004 0.0163 

2001 0.0665 0.0187 0.0063 0.0000 0.0007 0.0152 

2002 0.0751 0.0213 0.0077 0.0000 0.0007 0.0177 

2003 0.0767 0.0213 0.0089 0.0000 0.0007 0.0177 

2004 0.0765 0.0094 0.0096 0.0000 0.0007 0.0183 

2005 0.0763 
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図表 39 製造業４産業別最終エネルギー消費原単位（福岡県） 

   最終エネルギー消費原単位（想定値）（TJ/百万円） 

   
石炭 

製品+ 

石油 

製品+ 
天然ｶﾞｽ 都市ｶﾞｽ 

再生可能･ 

未活用ｴﾈﾙｷﾞｰ 
電 力 熱 

趨

勢

延

長 

化学・化学繊

維・紙パルプ 

2020 0.014116 0.004398 0.001122 0.000000 0.000000 0.006979 0.009664 

2030 0.013123 0.003314 0.001334 0.000000 0.000000 0.006956 0.009480 

鉄鋼・非鉄金

属・窯業土石 

2020 0.073350 0.017834 0.006396 0.000024 0.007705 0.016942 0.003725 

2030 0.071259 0.013952 0.006396 0.000021 0.013690 0.014972 0.003822 

機械 
2020 0.000000 0.000098 0.000000 0.000374 0.000000 0.000556 0.000000 

2030 0.000000 0.000098 0.000000 0.000371 0.000000 0.000564 0.000000 

その他・中小

製造業 

2020 0.000008 0.001135 0.000000 0.000819 0.000000 0.004806 0.001158 

2030 0.000005 0.000637 0.000000 0.000930 0.000000 0.004871 0.001151 

最

大

導

入 

化学・化学繊

維・紙パルプ 

2020 0.014116 0.004398 0.001122 0.000000 0.000000 0.006979 0.009664 

2030 0.012231 0.003314 0.000895 0.000000 0.000000 0.005631 0.008393 

鉄鋼・非鉄金

属・窯業土石 

2020 0.065054 0.016403 0.006396 0.000024 0.007705 0.015308 0.003393 

2030 0.052662 0.013278 0.006086 0.000021 0.013690 0.012392 0.002747 

機械 
2020 0.000000 0.000098 0.000000 0.000184 0.000000 0.000556 0.000000 

2030 0.000000 0.000080 0.000000 0.000126 0.000000 0.000396 0.000000 

その他・中小

製造業 

2020 0.000008 0.001135 0.000000 0.000609 0.000000 0.004806 0.000981 

2030 0.000005 0.000637 0.000000 0.000511 0.000000 0.004871 0.000824 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、経済産業省「工業統計」、日本銀行、福岡県より九経調作

成 

 

3.1.4 （産業－製造業）重複補正 

 戒能一成「都道府県別エネルギー消費統計の解説」によれば、『産業製造業部門のうち、

｢重複補正｣とあるのは、石油等消費動態統計の調査対象となった工場･事業所が２つ以上

の業種にまたがる製品を生産している場合に、工場の構内照明･廃水処理･警備管理用消費

など、いずれの製品･業種にも明確に分割できない｢共通消費｣部分は各業種に重複して計

上しておき、重複計上した量を｢重複補正｣することとなっている』とある。ただし、この

重複分を４地域ごとに推計するのは難しいため、実績および予測値ともに、他の製造業４

産業の予測値を設定したのち、事後的に算定するかたちを採った。 

 具体的には、下記の式により、算定している。 

 

地域別『重複補正』部門最終エネルギー消費量 

＝福岡県『重複補正』部門最終エネルギー消費量 

×（地域別製造業４産業最終エネルギー消費量/福岡県製造業４産業最終エネルギー消

費量） 
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3.2 地域別最終エネルギー消費量予測方法（民生） 

3.2.1 （民生）家庭 

 家庭における最終エネルギー消費予測は、都道府県別エネルギー消費統計による福岡県

における家庭の最終エネルギー消費量を地域別に按分する際に用いた、『地域別単独世帯主、

２人以上世帯主年齢別（世帯員１人当り）最終エネルギー消費量』（1.3.1.3 参照）に、将

来の単独、２人以上世帯主年齢別世帯人員を乗じて推計した地域別燃料別最終エネルギー

消費量の 2010～2020 年、2020～2030 年の増減率で、2010 年度の家庭における地域別燃

料別最終エネルギー消費量を補外する方法で行った。つまり、原単位の変化および地域ご

との世帯構造、世帯数の変化を反映した予測方法である。 

その予測フローは、図表 40の通りである。 

 

図表 40 家庭の最終エネルギー消費量予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭の最終エネルギー

消費量 

（2000～2011） 

 

地域別単独世帯主、２人以上世帯主年齢別（世

帯員１人当り）燃料別最終エネルギー消費量 

（2010 全国消費実態調査） 

一般世帯数 

（国勢調査） 

（2000、2010） 

世帯当り燃料別最終エネルギー消費原単位 

（2000、2010） 

２ケース別地域別単独世帯主、２人以上世帯主

年齢別（世帯員当り）燃料別最終エネルギー消

費量 

想定値（2020、2030） 

地域別年齢別将来人口 

（2020、2030） 

（人口問題研究所） 

地域別単独・２人以上世帯主年齢別構成

率（国勢調査）（2010） 

地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯人員 

（2020、2030） 

２ケース別地域別燃料別最終エネルギー消費※全国消費実態調査ベース 

（2020、2030） 

２ケース別地域別燃料別最終エネルギー消費※都道府県別最終エネルギー消費統計ベース 

（2020、2030） 

過去 10 年の 

トレンドで補外 
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●（世帯当り燃料別エネルギー原単位による）地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯員

１人当り燃料別最終エネルギー消費量想定値 

 2010年時点の地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯員１人当り燃料別最終エネルギー

消費量については、1.3.1.3で述べた。趨勢延長については、この原単位を初期値として、

都道府県別エネルギー消費統計と国勢調査により算定した 2000年度、2010年度の世帯当り

燃料別最終エネルギー消費原単位のトレンドで補外し、地域別単独世帯主、２人以上世帯

主年齢別世帯員１人当り燃料別最終エネルギー消費量の想定値を推計した。したがって、

今後の世帯当りの最終エネルギー消費量は、世帯主の年齢や世帯員構成による違い等に関

わらず、燃料ごとに一定の割合で変化すると想定したことにほかならない。 

 また、最大導入ケースについては 2010年度の値から推計した 2005年度比で 2020年度は

７％減、2030年度は 13％減として、地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯員１人当り燃

料別最終エネルギー消費量の想定値を設定した。 

なお、実際に予測に用いた、燃料別の原単位変化率の想定、及び地域別単独世帯主、２

人以上世帯主年齢別世帯員１人当り燃料別最終エネルギー消費量想定値は図表 41、42の通

りである。 

 

図表 41 原単位変化率の想定 

 燃料種別 変化率の想定 

趨勢延長 

軽質油製品（灯油） 

2000～2011の世帯当り消費量の変化率（年率） 石油ガス（プロパン） 

都市ガス 

電力 

震災以降の節電成果を加味するため、2012年の消費量は九州

電力提供資料から推計した 2000～2012 の世帯当り消費量の

変化率（年率） 

最大導入 

軽質油製品（灯油） 趨勢延長ケースと同じ値 

※趨勢延長ケースの値が、下記の最大導入ケースで設定した

値より低かったため。 石油ガス（プロパン） 

都市ガス （2020年度）2005年推計値比７％減 

（2030年度）2005年推計値比 13％減 電力 

資料）九経調作成 
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図表 42 地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯員１人当り燃料別エネルギー消費量想定値 
 
【単独世帯】 

 

  

 

燃料等購入量＇月間（2010 MJ 換算 

 

    電気 ガス 

  

他の光熱 

 

    

  

都市ガス プロパン ＇灯油（ 

実績推計 2010 30 歳未満 333.2 250.6 195.5 55.0 49.9 

 
 

30～39 508.0 289.9 224.9 65.0 57.8 

 
 

40～49 574.7 262.3 204.3 58.0 135.4 

 
 

50～59 520.4 249.6 194.8 54.8 167.3 

 
 

60～69 557.2 274.7 213.6 61.1 282.0 

 
 

70 歳以上 652.3 266.5 207.4 59.0 416.9 

趨勢延長 2020 30 歳未満 345.8 270.0 224.5 45.6 32.1 

 
 

30～39 527.3 313.5 259.7 53.8 37.2 

 
 

40～49 596.5 283.0 235.0 48.0 87.2 

 
 

50～59 540.1 269.0 223.6 45.4 107.7 

 
 

60～69 578.3 296.7 246.1 50.6 181.5 

 
 

70 歳以上 677.0 287.6 238.7 48.9 268.3 

 

2030 30 歳未満 359.0 279.6 241.9 37.7 20.7 

 
 

30～39 547.3 325.4 280.9 44.5 23.9 

 
 

40～49 619.1 293.3 253.5 39.7 56.1 

 
 

50～59 560.6 278.5 241.0 37.5 69.3 

 
 

60～69 600.3 307.7 265.8 41.9 116.8 

 
 

70 歳以上 702.7 298.1 257.7 40.5 172.7 

最大導入 2020 30 歳未満 292.6 238.7 183.3 45.6 32.1 

 
 

30～39 446.0 276.2 210.8 53.8 37.2 

 
 

40～49 504.6 249.9 191.5 48.0 87.2 

 
 

50～59 456.9 237.8 182.6 45.4 107.7 

 
 

60～69 489.2 261.7 200.1 50.6 181.5 

 
 

70 歳以上 572.8 253.9 194.4 48.9 268.3 

 

2030 30 歳未満 273.7 223.3 171.4 37.7 20.7 

 
 

30～39 417.3 258.4 197.2 44.5 23.9 

 
 

40～49 472.1 233.8 179.1 39.7 56.1 

 
 

50～59 427.5 222.4 170.8 37.5 69.3 

 
 

60～69 457.7 244.8 187.2 41.9 116.8 

 

  70 歳以上 535.8 237.5 181.9 40.5 172.7 

資料）総務省「全国消費実態調査」「家計調査」、石油情報センター等より九経調作成 
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【２人以上世帯】 

    燃料等購入量＇月間（2010 MJ 換算 

  

 

趨勢延長 最大導入 

  
 電

気 

ガス 他の光熱 
電

気 

ガス 他の光熱 

    

 

都市 

ガス 

プロ 

パン 
＇灯油（ 

 

都市 

ガス 

プロ 

パン 
＇灯油（ 

2010 25 歳未満 191 130 114 15 35 191 130 114 15 35 

  25～29 186 270 234 36 55 186 270 234 36 55 

  30～34 227 215 187 28 48 227 215 187 28 48 

  35～39 247 157 138 19 48 247 157 138 19 48 

  40～44 263 177 155 22 65 263 177 155 22 65 

  45～49 310 214 187 27 91 310 214 187 27 91 

  50～54 326 196 171 25 101 326 196 171 25 101 

  55～59 356 227 198 29 124 356 227 198 29 124 

  60～64 390 274 237 37 145 390 274 237 37 145 

  65～69 398 253 220 33 149 398 253 220 33 149 

  70～74 436 258 224 34 145 436 258 224 34 145 

  75 歳以上 399 304 263 41 183 399 304 263 41 183 

2020 25 歳未満 199 115 103 13 23 166 115 103 13 23 

  25～29 193 239 210 30 35 161 239 210 30 35 

  30～34 235 191 168 23 31 197 191 168 23 31 

  35～39 256 140 124 16 31 214 140 124 16 31 

  40～44 273 157 138 18 42 229 157 138 18 42 

  45～49 321 190 167 23 59 269 190 167 23 59 

  50～54 339 174 154 21 65 283 174 154 21 65 

  55～59 369 201 177 24 80 309 201 177 24 80 

  60～64 405 243 213 30 93 338 243 213 30 93 

  65～69 413 225 197 28 96 346 225 197 28 96 

  70～74 453 229 200 28 93 379 229 200 28 93 

  75 歳以上 415 270 235 34 118 347 270 235 34 118 

2030 25 歳未満 206 102 92 11 15 155 102 92 11 15 

  25～29 200 212 188 25 23 151 212 188 25 23 

  30～34 244 169 150 19 20 184 169 150 19 20 

  35～39 266 124 111 13 20 200 124 111 13 20 

  40～44 284 139 124 15 27 214 139 124 15 27 

  45～49 334 169 150 19 38 252 169 150 19 38 

  50～54 352 155 138 17 42 265 155 138 17 42 

  55～59 383 179 159 20 52 289 179 159 20 52 

  60～64 420 216 190 25 60 317 216 190 25 60 

  65～69 429 199 176 23 62 324 199 176 23 62 

  70～74 470 203 180 23 60 354 203 180 23 60 

  75 歳以上 430 239 211 28 76 325 239 211 28 76 

資料）総務省「全国消費実態調査」「家計調査」、石油情報センター等より九経調作成 
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●地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯人員（2020、2030） 

 地域別の単独、２人以上世帯主年齢別の世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所の地

域別将来推計人口（地域別年齢階級別 2020 年、2030 年）に、地域別男女別年齢別単独、

２人以上世帯構成員率を乗じ算定する。なお、実際に予測に用いた、地域別単独世帯、２

人以上世帯主年齢別世帯人員の想定値は図表 43の通りである。 

 

図表 43 地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯人員（2020、2030） 

  
２人以上 

 
単独世帯 

 

  
2020 2030 2020 2030 

北九州地域＇男（ 30 歳未満 32,696 29,421 18,709 16,312 

 30～39 128,650 114,894 10,247 9,227 

 40～49 199,441 156,538 13,094 10,274 

 50～59 171,320 187,402 11,767 12,954 

 60～69 171,461 150,230 11,348 10,070 

 70 歳以上 240,384 240,384 16,521 17,207 

北九州地域＇女（ 30 歳未満 5,192 4,684 10,687 9,343 

 30～39 16,285 14,074 4,790 4,222 

 40～49 33,385 24,716 6,446 4,771 

 50～59 24,359 24,839 8,715 9,093 

 60～69 20,126 17,846 15,778 13,750 

 70 歳以上 55,390 55,390 56,111 58,412 

福岡地域＇男（ 30 歳未満 62,741 57,282 60,541 55,148 

 30～39 279,141 248,370 33,290 29,819 

 40～49 456,690 358,949 39,134 30,759 

 50～59 378,040 442,056 31,106 36,408 

 60～69 322,332 323,929 22,659 22,958 

 70 歳以上 386,744 386,744 25,890 30,326 

福岡地域＇女（ 30 歳未満 12,374 11,187 50,142 45,381 

 30～39 34,048 28,288 27,962 23,556 

 40～49 79,611 65,449 25,740 21,106 

 50～59 59,240 68,659 22,907 27,060 

 60～69 41,015 41,962 31,118 31,438 

 70 歳以上 77,663 77,663 76,357 90,139 

筑後地域＇男（ 30 歳未満 17,188 14,735 7,075 5,941 

 30～39 68,146 63,211 4,060 3,797 

 40～49 114,387 90,242 5,179 4,085 

 50～59 119,430 123,141 5,440 5,624 

 60～69 135,583 113,688 5,402 4,558 

 70 歳以上 184,115 184,115 7,177 7,710 

筑後地域＇女（ 30 歳未満 2,590 2,219 5,226 4,390 

 30～39 8,452 7,520 2,323 2,093 

 40～49 16,951 13,096 2,658 2,054 

 50～59 14,340 13,967 3,885 3,819 

 60～69 15,229 13,060 7,631 6,492 

 70 歳以上 36,019 36,019 23,070 24,065 
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２人以上 

 
単独世帯 

 

  
2020 2030 2020 2030 

筑豊地域＇男（ 30 歳未満 10,772 9,533 3,875 3,358 

 30～39 38,085 32,659 2,018 1,734 

 40～49 58,338 47,337 2,814 2,286 

 50～59 48,630 57,155 2,833 3,335 

 60～69 61,945 43,312 3,954 2,782 

 70 歳以上 80,285 80,285 5,116 5,254 

筑豊地域＇女（ 30 歳未満 2,387 2,099 1,847 1,598 

 30～39 7,740 6,468 972 820 

 40～49 11,510 9,162 1,468 1,173 

 50～59 7,741 8,245 2,382 2,557 

 60～69 8,902 6,157 6,320 4,303 

 70 歳以上 21,017 21,017 18,109 18,381 

資料）国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」、総務省「国勢調査」より九経調作成 
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3.2.2 （民生－業務他）水道廃棄物 

 水道廃棄物については、実績推計と同様、「水道」、「工業用水」、「下水道」、「廃棄物処理

（公営）」、「廃棄物処理（産業）」の５つのアクティビティごとに予測を行う。 

 

3.2.2.1 水道 

 水道については、前掲図表 29 に示した通り、予測のケースは「条件付き一定」としてい

る。なお、「条件付き一定」とは、“人口増で浄水場の浄水能力を超え、設備を増やさざる

得ない自治体は、浄水能力を超えた時点から計画人口のピッチで推移、人口の推移が計画

人口の範囲内なら現状の浄水能力で一定”と想定するため、予測方法は下の図表 44 に示し

た流れとなる。 

 ただ、このフローに従い、浄水能力と将来の必要給水量を比較した結果、2020 年度、2030

年度においても、必要給水量が浄水能力を上回る市町村はなかったため、水道の最終エネ

ルギー消費は、2010 年度水準で一定とした。 

 

図表 44 「水道」の最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）市町村別の浄水能力および給水人口には、「上水道」の他、「簡易水道」「専用水道」も含む 

市町村別浄水能力（㎥/日） 

（2010）（福岡県） 

市町村別年齢別将来人口 

（2020、2030）（人口問題研究所） 

市町村別必要給水量（㎥/日） 

（2020、2030）（2010） 

市町村別上水道給水人口 

（2020、2030）（福岡県） 

年間１人当り給

水量（2010） 

）） 

比較 

浄水能力＞必要給水量 浄水能力＜必要給水量 

2010 年水準で一定 
最終エネルギー消費量は 
計画人口の増勢で推移 
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3.2.2.2 工業用水 

 工業用水の最終エネルギー消費量は、基本的に工業用水送水量（≒製造業の工業用水使

用量）と同様に増減し、工業用水使用量は、製造品出荷額の動向と相関すると考え、図表

45に示したフローに沿って、工業用水による最終エネルギー消費量の予測を行った。 

 

図表 45 「工業用水」の最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別製造品出荷額 

（2000～2011）（工業統計） 

地域別製造業工業用水使用量 

（2000～2011）（工業統計） 

地域別製造業工業用水使用原単位 

（2000～2011） 

地域別製造業工業用水使用原単位想定値 

（2020、2030） 

２ケース別地域別製造品出荷額予測値 

（2020、2030）（工業統計） 

全国 GDP、成長率予測 

（2000～2012、 

2020、2030 内閣府） 

地域別製造品出荷額弾性値 

（2000～2011） 

２ケース別地域別工業用水使用量予測値 

（2020、2030） 

２ケース別地域別工業用水最終エネルギー消費量 

（2020、2030） 
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●地域別製造業工業用水使用原単位、原単位想定値 

 製造品出荷額から工業用水使用量の想定に用いた工業用水使用原単位、およびその想定

値は図表 46の通りである。 

 

図表 46 地域別工業用水原単位の実績値と想定値 

 工業用水使用量原単位＇千㎥/百万円（ 

CY 福岡地区 筑後地区 北九州地区 筑豊地区 

2002 9.9 65.6 57.9 12.0 

2003 8.5 57.8 50.7 11.6 

2004 7.1 56.1 50.9 9.3 

2005 7.3 52.4 48.2 9.0 

2006 7.0 45.3 48.9 8.7 

2007 5.6 38.8 49.6 10.3 

2008 4.5 36.2 46.4 12.8 

2009 4.5 38.3 52.0 15.2 

2010 4.9 40.8 46.2 9.6 

2011 5.3 43.2 44.5 10.9 

予測 
    

2020 3.1 32.5 43.5 10.9 

2030 2.1 29.3 41.7 10.9 

想定方法 
2002～2011 実績か
ら対数近似曲線を推

計し、想定 

2002～2011 実績から
累乗近似曲線を推計

し、想定 

2002～2011 実績から
対数近似曲線を推計

し、想定 

タイムトレンドが確認
できないため、2002
～10 の平均で一定 

資料）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「工業統計表（用地・用水編）」より九経調作成 
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3.2.2.3 下水道 

 下水道は上水道と異なり、市町村によっては普及がまだ途上にあり、今後、処理区域の

拡大が見込まれるところが多い。基本的に下水道の最終エネルギー使用量は、処理量に比

例し、処理量は処理人口に比例すると考えられるが、処理人口の今後の動向は、各市町村

の下水道整備計画に依拠するところである。また、処理区域内の人口は今後減尐するもの

と考えられるが、処理区域の拡大がそれを相殺することも考えられる。 

 このように、下水道の最終エネルギー消費量は、人口要因に加え、各市町村の下水道整

備に対するビヘイビア（具体的には下水道整備計画の進捗）の要因も重なり、将来を予測

するには、下水道整備計画を無視することはできない。 

よって、下水道の最終エネルギー消費量は、下水道整備計画に示されている計画汚水量

に沿って変動すると考え、図表 47に示した方法で予測を行った1。 

 

図表 47 「下水道」の最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 なお、実際には認可計画および全体計画が完了する時点が定められているわけではないが、認可計画完了をおよそ 10

年後、全体計画完了をおよそ 20 年後と前提を置いた点に留意が必要である。 

市町村別下水道最終エネルギー消費量 

（2010） 

市町村別下水道認可計画汚水処理量/現状汚水処理量 

（2020/2010）（福岡県） 

市町村別下水道最終エネルギー消費量予測値 

（2020） 

市町村別下水道全体計画汚水処理量/認可計画汚水処理量 

（2030/2020）（福岡県） 

市町村別下水道最終エネルギー消費量予測値 

（2030） 
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●市町村別下水道認可計画汚水処理量、認可計画汚水処理量 

 市町村別下水道認可計画汚水処理量、認可計画汚水処理量は図表 48の通りである。 

 

図表 48 市町村別下水道現状、及び認可計画、全体計画汚水処理量（2011 年３月末日） 

公共下水道 

種別 
市町村 処理区 

計画汚水量＇㎥/日（ 

現状 認可計画 全体計画 

単独公共 

北九州市 新町処理区 44,168 102,000 106,100 

北九州市 曽根処理区 54,027 77,880 92,480 

北九州市 日明処理区 162,879 271,000 284,000 

北九州市 皇后崎処理区 121,496 243,700 257,400 

北九州市 北湊処理区 35,952 80,400 91,800 

福岡市 中部処理区 201,864 234,000 234,000 

福岡市 東部処理区 106,435 168,000 168,000 

福岡市 和白処理区 30,109 51,000 51,000 

福岡市 西部処理区 142,481 244,000 244,000 

福岡市 西戸崎処理区 4,512 10,000 10,000 

福岡市 新西部処理区 - 12,800 64,000 

大牟田市 北部処理区 5,977 6,800 17,600 

大牟田市 南部処理区 11,609 26,800 33,000 

久留米市 津福処理区 39,760 51,900 58,400 

久留米市 南部処理区 25,756 71,970 94,310 

飯塚市 
 

15,027 30,500 58,800 

柳川市 
 

2,199 5,500 12,100 

大川市 
 

765 4,700 10,700 

行橋市 
 

2,826 6,300 25,200 

豊前市 
 

1,959 3,800 4,900 

宗像市 
 

25,891 13,100 17,800 

古賀市 
 

17,700 21,960 28,300 

福津市 東部処理区 1,347 1,800 1,800 

福津市 福間処理区 2,028 10,900 16,500 

福津市 津屋崎処理区 2,117 3,779 5,163 

みやま市 上長田処理区 201 470 470 

糸島市 前原処理区 15,988 21,410 26,140 

糸島市 可也引津処理区  900 5,200 

新宮町 新宮処理区 3,359 5,130 5,380 

新宮町 中央処理区 885 4,430 7,390 

芦屋町 
 

4,805 7,750 7,750 

岡垣町 
 

7,750 14,600 17,000 

筑前町 
 

3,679 5,200 5,200 

苅田町 
 

2,473 4,400 9,500 

みやこ町 豊津処理区 480 480 630 

みやこ町 本町祓郷処理区  700 1,530 

吉富町 
 

269 1,200 1,800 

築上町 
  

1,160 920 

流関公共 福岡市 
 

107,398 107,398 112,788 

 
筑紫野市 

 
12,545 14,033 16,598 

流関公共 春日市 
 

25,334 45,350 38,770 
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公共下水道 

種別 
市町村 処理区 

計画汚水量＇㎥/日（ 

現状 認可計画 全体計画 

 
大野城市 

 
28,902 28,012 30,860 

 
太宰府市 

 
20,170 19,582 21,075 

 
那珂川町 

 
11,839 14,872 16,348 

流関特環 那珂川町 
 

172 624 725 

 
宇美町 

 
7,387 10,675 14,554 

 
篠栗町 

 
8,547 9,059 11,226 

 
志免町 

 
9,684 12,016 15,267 

 
須恵町 

 
2,660 5,732 9,016 

 
久山町 

 
2,015 2,661 3,813 

 
粕屋町 

 
9,101 12,718 17,441 

流関公共 筑紫野市 宝満川処理区 5,007 8,683 10,870 

流関特環 筑紫野市 
 

249 556 779 

流関公共 小郡市 
 

6,422 8,934 10,627 

流関公共 筑紫野市 宝満川上流処理区 3,712 5,648 7,750 

流関特環 筑紫野市 
 

217 1,012 998 

流関公共 筑前町 
 

2,400 5,146 5,168 

流関公共 太宰府市 
 

0 92 204 

流関公共 小郡市 筑後川中流右岸処理区 6,740 8,400 11,300 

流関公共 朝倉市 
 

2,507 8,000 9,600 

流関公共 大刀洗町 
 

4,903 5,004 5,109 

流関公共 中間市 遠賀川下流処理区 8,260 14,520 28,090 

流関公共 水巻町 
  

10,368 15,200 

流関公共 遠賀町   3,050 5,200 9,900 

流関公共 鞍手町   1,924 3,844 6,600 

流関公共 八女市 矢部川処理区 3,126 4,721 12,771 

流関公共 筑後市 
 

5,913 5,913 13,786 

流関公共 みやま市 
 

106 946 3,074 

流関公共 広川町 
 

593 2,515 5,753 

流関公共 直方市 遠賀川中流処理区 5,342 5,590 27,050 

流関特環 直方市 
 

1,039 1,943 6,336 

流関公共 宮若市 
 

703 703 1,715 

流関公共 小竹町 
 

470 470 3,900 

単独特環 久留米市 
 

642 2,480 5,960 

単独特環 宗像市 
 

986 3,000 3,700 

単独特環 福津市 
  

621 737 

単独特環 うきは市 屋部処理区 108 210 210 

単独特環 うきは市 吉井処理区 2,875 5,824 6,188 

単独特環 うきは市 浮羽処理区 2,299 4,464 4,176 

単独特環 朝倉市 朝倉処理区 2,210 1,780 2,220 

単独特環 朝倉市 秋月処理区 337 740 775 

単独特環 糸島市 芥屋処理区 293 550 550 

単独特環 久山町 東部処理区 41 79 79 

単独特環 築上町 築城処理区 283 1,350 1,520 

注）流関公共は流域関連公共下水道、流関特環は流域関連特定環境保全公共下水道、単独特環は単独特定環境保全公共

下水道の略 
資料）福岡県「福岡の下水道」 
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3.2.2.4 廃棄物処理（公営） 

 廃棄物処理（公営）による最終エネルギー消費は、そのほとんどが一般廃棄物処理場で

の焼却によると考え、2010 年度実績の４地域への按分は、ごみ焼却場の処理能力により行

った。予測にあたっても、この考え方を踏襲し、処理場の設備関連の指標で予測を行う。 

なお、2.2 で述べた通り、廃棄物処理（公営）は２ケースの予測を行う。２ケースのうち

１つは、「趨勢延長」である。「趨勢延長」の考え方は、現在のごみ処理場がそのまま利用

されることを想定したケースで、ごみの直接焼却量により最終エネルギー消費量が変動す

ると想定する。 

２つめは、2.2 で説明している「条件付き最大導入ケース」である。繰り返しになるが、

「条件付き最大導入ケース」とは、施設の耐用年数を超えた時点で更新がなされ、その場

合、よりエネルギー効率（原単位）の高い施設に置き換えられると想定したケースである。 

以下では、「趨勢延長ケース」と「条件付き最大導入ケース」に分けて、予測方法を解説

する。 

 

①趨勢延長ケース 

 趨勢延長ケースは下の図表 49のフローに沿って予測を行った。 

 

図表 49 「廃棄物処理（公営）」（趨勢延長ケース）の最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県直接焼却量 

（2001～2010）（福岡県） 

処理区域人口当り直接焼却量 

（2001～2010） 

地域別直接焼却量想定値 

（2020、2030） 

廃棄物処理（公営）最終エネルギー消費量（趨勢延長） 

（2020、2030） 

地域別処理区域人口 

（2001～2010）（福岡県） 

処理区域人口当り直接焼却量想定値 

（2020、2030） 

地域別将来推計人口 

（2020、2030） 

人口問題研究所 

地域別将来処理区域人口 

（2020、2030） 

トレンドで補外 
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●処理区域人口当り直接焼却量の想定 

 処理区域人口当り直接焼却量の想定値は図表 50の通りである。想定値は実績のデータか

ら対数近似曲線を推計し、外挿した値である。 

 

図表 50 処理区域人口当り直接焼却量と想定値 

 2020年度 2030年度 

処理区域人口当り直接焼却量想定値 260.9 243.7 

 

資料）福岡県「福岡県における一般廃棄物処理の現況」より九経調作成 
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②条件付き最大導入ケース 

条件付き最大導入ケースの予測は、趨勢延長ケースで算定した直接焼却量を、ごみ処理

場別に分割し、炉の改修によってより尐ない最終エネルギー消費で焼却できると想定した。 

以上の考え方に沿った条件付き最大導入ケースの予測は、図表 51のフローに沿って行っ

ている。 

 

図表 51 「廃棄物処理（公営）」（条件付き最大導入ケース）の最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ焼却場別直接焼却量/最終エネルギー消費

量 

（2010 年度時点） 

地域別ごみ焼却場処理能力（t/日） 

（2010）（福岡県） 

地域別直接焼却量想定値 

（2020、2030） 

ごみ焼却場別直接焼却量推計値 

（2010 年度時点） 

炉改修による燃料別最

終エネルギー消費削減

率 

2010～30 の間にごみ焼却場改修必要年数

（想定 25 年）を経過した施設の場合 

ごみ焼却場別燃料別最終エネルギー消費量推

計値 

2010～30 の間にごみ焼却場改修必要年数

（想定 25 年）を経過しない施設の場合 

ごみ処理場別改修後必要最終エネルギー消費

量 

（2020、2030） 

ごみ処理場別趨勢延長ケースでの 

最終エネルギー消費量（2020、2030） 

廃棄物処理（公営）最終エネルギー消費量（条件付き最大導入） 

（2020、2030） 
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●ごみ処理場処理能力、経過年数（想定必要更新年）、直接焼却量推計値 

 条件付き最大導入ケースの予測は、施設更新の想定を含むため、ごみ処理場別のデータ

が必要となるが、処理場ごとの直接焼却量は把握できない。そのため、趨勢延長ケースで

推計した地域別直接焼却量を、ごみ処理場の処理能力により按分し、それぞれの処理場が、

今後処理しなければならない直接焼却量（趨勢延長ベース）を推計する。 

 さらに、供用開始から 25 年2を経過した施設については、リプレイスされるものと想定す

るため、ごみ処理場が供用を開始した年次および現時点での経過年数に関するデータが必

要となる。これらを示したのが図表 52である。 

 
図表 52 ごみ処理場処理能力、経過年数（想定必要更新年）、直接焼却量推計値 

  処理能力 

＇ｔ/日（ 

直接焼却量＇推計値（ 
竣工年 

経過 

年数 

必要 

更新年 
型式 

  2010 2020 2030 

福岡市 西部工場 750 111,779 107,133 98,479 1992 18 2017 ス 

 
南部工場 1,100 163,943 157,129 144,436 1981 29 2006 ス 

 
臨海工場 900 134,135 128,560 118,175 2001 9 2026 ス 

 
玄海島焼却場 2 298 286 263 1996 14 2021 固 

 
東部工場 900 134,135 128,560 118,175 2005 5 2030 ス 

篠栗町 
クリーンパークわかす

ぎ 
177 26,380 25,283 23,241 2002 8 2027 R 

糸島市 
 

200 29,808 28,569 26,261 2000 10 2025 ガ溶 

古賀市 
 

260 38,750 37,140 34,139 2003 7 2028 ガ溶 

宗像市 
 

160 23,846 22,855 21,009 2003 7 2028 ガ溶 

大野城市 
 

180 26,827 25,712 23,635 1980 30 2005 ス 

  
90 13,414 12,856 11,817 1994 16 2019 ス 

筑紫野市 
 

250 37,260 35,711 32,826 2008 2 2033 ガ溶 

筑前町 
 

120 17,885 17,141 15,757 2002 8 2027 ガ溶 

久留米市 
 

300 57,178 50,074 42,625 1993 17 2018 ス 

大川市 
 

90 17,153 15,022 12,787 1992 18 2017 流 

うきは市 
 

61 11,626 10,182 8,667 2004 6 2029 R 

八女市 
 

20 3,812 3,338 2,842 1994 16 2019 ス 

筑後市 
 

220 41,931 36,721 31,258 2000 10 2025 ガ溶 

柳川市 
 

100 19,059 16,691 14,208 1991 19 2016 ス 

みやま市 
 

50 9,530 8,346 7,104 1994 16 2019 ス 

大牟田市 RDF センター 225 42,884 37,556 31,968 2002 8 2027 R 

                                                   
2 環境省「廃棄物処理施設長寿命化計画作成の手引き（ごみ焼却施設編）」（2010.3）による、平均的な供用年数（20～

25 年）との記述から想定した 
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  処理能力 

＇ｔ/日（ 

直接焼却量＇推計値（ 
竣工年 

経過 

年数 

必要 

更新年 
型式 

  2010 2020 2030 

 
リサイクル発電所 315 60,037 52,578 44,756 2002 8 2027 流 

飯塚市 
 

180 8,370 7,188 6,028 1998 12 2023 ガ溶 

嘉麻市 クリーンセンター 40 1,860 1,597 1,340 1987 23 2012 ス 

 
ごみ燃料化センター 54 2,511 2,156 1,808 2002 8 2027 R 

桂川町 
 

74 3,441 2,955 2,478 1994 16 2019 流 

川崎町 
 

130 6,045 5,191 4,353 1987 23 2012 ス 

福智町 
 

40 1,860 1,597 1,340 1975 35 2000 ス 

添田町 
 

44 2,046 1,757 1,473 1995 15 2020 ス 

直方市 
 

113 5,255 4,512 3,784 2001 9 2026 圧縮 

宮若市 
 

66 3,069 2,635 2,210 2002 8 2027 R 

北九州市 日明 600 83,264 74,466 64,041 1991 19 2016 ス 

 
新門司 720 99,917 89,359 76,849 2007 3 2032 ガ溶 

 
皇后崎 810 112,406 100,529 86,455 1998 12 2023 ス 

岡垣町 
 

199 27,616 24,698 21,240 2007 3 2032 圧縮 

苅田町 
 

42 5,828 5,213 4,483 1998 12 2023 R 

築上町 
 

25 3,469 3,103 2,668 2000 10 2025 R 

豊前市 
 

70 9,714 8,688 7,471 2002 8 2027 ス 

行橋市 
 

143 19,845 17,748 15,263 2005 5 2030 圧縮 

注）スはストーカ炉（炉床をストーカ（火格子）とし、機械的に動かすことにより、ごみを移動させながら燃焼させる

もの）、固は固定床炉（炉床が固定されているもの）、ガ溶はガス化溶融炉（ごみを高温・還元雰囲気下でガス化す

るとともに、灰を溶融するもの）、Rは RDF（ごみ固形化燃料）の製造施設（燃料化施設）、流は流動床炉（高温の珪

砂等から成る流動床上で、下部から供給される空気によりごみを燃焼させるもの）、圧縮はごみ圧縮施設（中継施設） 

資料）福岡県「福岡県における一般廃棄物処理の現況」より九経調作成、環境省「廃棄物処理施設長寿命化計画作成の

手引き（ごみ焼却施設編）」より九経調作成 
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●炉改修による燃料別最終エネルギー消費原単位削減率 

 炉の改修は、原則、ストーカ炉は同じストーカ炉へ。その他の型式の炉はガス化溶融炉

へ更新されるものと仮定する。また、最新式の炉への更新によるエネルギー消費削減率は、

環境省「廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マニュアル」（2012.3）に示

されている[既設]と[新設]の灯油１回使用量や燃料使用量、購入電力量の格差により、図表

53に示したように想定した。 

 

図表 53 炉改修による燃料別最終エネルギー消費原単位変化（対既設比） 

 
石  炭+ 石油製品+ 都市ｶﾞｽ+ 電 力+ 熱+ 

ストーカ炉 0.7778 0.7500 0.7500 0.0000 0.0000 

ガス化溶融炉 0.7778 0.7778 0.7778 0.0000 0.0000 

環境省「廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マニュアル」により九経調作成 
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3.2.2.5 廃棄物処理（産業） 

 廃棄物処理（産業）による最終エネルギー消費は、経済的要因に規定されると考え、全

国GDPに対する産業廃棄物排出量原単位の予測値から産業廃棄物総排出量の予測値を算定

し、その増減率で福岡県の廃棄物処理（産業）の最終エネルギー消費が推移するとした。

具体的な予測フローは、図表 54の通りである。 

 

図表 54 廃棄物処理（産業）最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国産業廃棄総物排出量 

（2000～2010）（環境省） 

産業廃棄物排出量原単位 

（2000～2010） 

産業廃棄物排出量原単位想定値 

（2020、2030） 

全国 GDP、２ケース別成長率予測 

（2000～2012、2020、2030 内閣府） 

２ケース別産業廃棄物排出量予測値 

（2020、2030） 

２ケース別福岡県地域別廃棄物処理（産業）最終エネルギー消費量（燃料別 CT） 

（2020、2030） 

増減率で外挿 

廃棄物処理（産業）の燃料関連５部門からの 

投入割合（1995、2000、2005） 

（経済産業省） 

廃棄物処理（産業）の燃料関連５部門からの 

投入割合変化率（1995、2000、2005） 

地域別廃棄物処理（産業）最終エネルギー 

消費量燃料別構成比（2010） 

地域別廃棄物処理（産業）最終エネルギー 

消費量燃料別構成比想定値（2020、2030） 

２ケース別福岡県地域別廃棄物処理（産業）燃料別最終エネルギー消費量 

（2020、2030） 
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●全国産業廃棄物総排出量、原単位の実績、想定（予測）値 

 全国の産業廃棄物総排出量は環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」による。

原単位は総排出量を全国実質 GDP で除した値で、予測値は 2000～2010 年度のデータを線

形近似し、外挿し算定している。 

 

図表 55 全国産業廃棄物総排出量、原単位の実績・想定（予測）値 

 
資料）環境省「廃産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」、内閣府「国民経済計算年報」により九経調作成 

 

●廃棄物処理（産業）の燃料関連５部門からの投入割合（1995、2000、2005）、変化率 

 図表 56 は、廃棄物処理（産業）の最終エネルギー消費の燃料構成の変化を反映させるた

めに作成したデータで、経済産業省「平成 7-12-17 年接続産業連関表」による。なお、2005

年のデータは名目値であるため、日本銀行による各燃料の製造業投入価格物価指数でデフ

レートした数値で投入割合を算定している。 

 

図表 56 廃棄物処理（産業）による燃料関連５部門からの投入割合、変化率 

 
投入額＇実質（ 投入割合 投入割合変化率 

 

 
1995 2000 2005 1995 2000 2005 2000/1995 2005/2000 平均 

石炭製品 389 470 464 0.0075 0.0089 0.0044 1.18503 0.49771 0.84137 

石油製品 21,953 18,508 18,295 0.4216 0.3489 0.1737 0.82760 0.49782 0.66271 

都市ガス 4,937 6,234 7,031 0.0948 0.1175 0.0668 1.23973 0.56799 0.90386 

事業用電力 24,762 27,789 79,490 0.4756 0.5239 0.7548 1.10168 1.44057 1.27113 

熱供給業 26 38 36 0.0005 0.0007 0.0003 1.43483 0.48230 0.95857 

資料）経済産業省「平成 7-12-17 年接続産業連関表」、日本銀行製造業投入価格物価指数より九経調作成 

406 
422 

386 393  394  

414  

463  

0.0000

0.0001

0.0002

0.0003

0.0004

0.0005

0.0006

0.0007

0.0008

0.0009

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
2
0

2
0
3
0

原単位（右目盛） 

総排出量（左目盛） 

排出量参考ケース 
（左目盛） 

排出量 
経済再生ケース 
（左目盛） 

（百万ｔ） （万ｔ/万円） 



  
 67 

 

  

3.2.3 （民生－業務他）商業･金融･不動産、対事業所サービス 

対個人サービス 

 商業･金融･不動産、対事業所/対個人サービスは、いわゆる業務系の施設（入居）で、事

業を営む産業であり、最終エネルギー消費の特性については、共通の特徴を有していると

捉えられる。よって、これらの産業の予測は、図表 57 に示す共通のフローで行った。 

具体的には、想定した将来の従業者数に従業員当りの建物床面積を乗じて当該産業の建

物床面積を推定する。得られた建物床面積に比例して最終エネルギー消費が変動するとし、

予測を行った。 

 

図表 57 商業･金融･不動産、対事業所/対個人サービス最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県民経済計算では当該産業分類が捕捉できないため、総務省「経済セ
ンサス」「事業所・企業統計」の従業者数産業別割合で分割するなどし、
産業分類を合わせる加工を施している 

当該産業による用途の建物床面積 

（2001～2010 福岡県） 

福岡県当該産業従業者当り 

建物床面積（2001～2010） 

２ケース別建物床面積当り燃料別最終

エネルギー消費原単位想定値（2020、

2030） 

全国 GDP、２ケース別成長率予測 

（2000～2012、2020、2030  

内閣府） 

２ケース別福岡県当該産業従業者数想定値 

（2020、2030） 

福岡県当該産業従業者数 

GDP 弾性値 

燃料別最終エネルギー消費量

（2001～2010）（資源エネ庁） 

県） 

福岡県当該産業従業者

当り建物床面積想定値 

（2020、2030） 

２ケース別福岡県当該産業建物床面積想定値 

（2020、2030） 

建物床面積当り燃料別エネルギー 

消費原単位（2001～2010） 

タイムトレンドで外挿 

２ケース別福岡県燃料別最終エネルギー 

暫定消費予測値（2020、2030） 

当該産業従業者数地域別構成比 

変化率（2010/2005） 
２ケース別地域別最終エネルギー 

暫定消費予測値（2020、2030） 

福岡県当該産業従業者数 

（2001～2010）（県民経済計算ベース） 

４ケース別地域別燃料別最終エネルギー消費予測値 

（2020、2030） 

行列和一致調整 
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●福岡県当該産業従業者当り建物床面積 

 図表 58 は、福岡県より提供を受けた事務所、店舗、百貨店、銀行の建物床面積を当該産

業（卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、対事業所／対個人サービス（宿泊除く））の

従業者数で除した値である。なお、想定値は実績データを対数近似して外挿している。 

 

図表 58 福岡県当該産業従業者当り建物床面積 

 

 

 2020年度 2030年度 

当該産業従業者当り建物床面積（㎡/人） 28.5 29.1 

資料）福岡県、総務省「経済センサス」「事業所・企業統計」、経済産業省「商業統計」等より九経調作成 
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●２ケース別福岡県当該産業建物床面積想定値 

 ２ケース別福岡県当該産業建物床面積想定値は、従業者当り建物床面積に別途、GDP に

対する当該産業従業者数の弾性値により算定した当該産業従業者数の想定値（2020、2030）

を乗じて算定している。 

 

図表 59 当該産業建物床面積実績＆想定値（福岡県） 

 

資料）福岡県、内閣府「県民経済計算」、総務省「経済センサス」「事業所・企業統計」より九経調作成 
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●２ケース別建物床面積当り燃料別最終エネルギー消費原単位 

 建物床面積当り燃料別最終エネルギー消費原単位は、資源エネルギー庁「都道府県別エ

ネルギー消費統計」による当該産業の燃料別最終エネルギー消費を図表 59 に示した建物床

面積で除して算定している（図表 60）。 

なお、当原単位は、「趨勢延長」と「最大導入」の２ケースそれぞれについて設定する。

趨勢延長は実績からタイムトレンドで外挿した。最大導入は 2005 年原単位と比較して、

2020 年、2030 年にそれぞれ 10％減、15％減の水準になると想定し、将来原単位を設定し

ている。この原単位により、地域別燃料別最終エネルギー消費量の暫定予測値を作成する。 

 

図表 60 ２ケース別建物床面積当り燃料別最終エネルギー消費原単位 

  
原単位＇TJ/㎡（ 

  
石炭製品 石油製品 都市ガス 電力 熱 

実績 2000 0.0000026 0.0008885 0.0003476 0.0007113 0.0000211 

 
2001 0.0000022 0.0008449 0.0003752 0.0007306 0.0000201 

 
2002 0.0000023 0.0008055 0.0004060 0.0007411 0.0000193 

 
2003 0.0000023 0.0007769 0.0004386 0.0007671 0.0000188 

 
2004 0.0000023 0.0007568 0.0004713 0.0008027 0.0000196 

 
2005 0.0000023 
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別計）の暫定予測値を作成する。 

 

図表 61 当該産業従業者数地域別構成比変化率（2010/2005） 

 
北九州 福岡 筑後 筑豊 

2005 0.2361 0.5648 0.1358 0.0633 

2010 0.2341 0.5761 0.1290 0.0608 

2010/2005 0.991821794 1.020041335 0.949595759 0.959832105 

資料）総務省「経済センサス」「事業所・企業統計」より九経調作成 

 

 

※列（地域別最終エネルギー消費）行（燃料別最終エネルギー消費）和の一致方法 

 以上のステップから算定される数字のイメージは、図表 62の通りである。つまり、赤で

示した列（地域別最終エネルギー消費）と、紫で示した行（燃料別最終エネルギー消費）

を確定した段階で、この列和と行和が一致するように、地域別燃料別の最終エネルギー消

費量を調整しなければならない。そこで、2010 年度の実績推計値を初期値として、列和と

行和の調整値により、繰り返し計算を行い、2020年度、2030年度の地域別燃料別最終エネ

ルギー消費予測値を算定した。 

 

図表 62 行列和一致調整計算のイメージ 

2020 行列和調整前 

 

石炭 

製品 

石油 

製品 

天然 

ガス 

都市 

ガス 

再生可能

＋未活用

エネ 

電力 熱 
計 

＇暫定 CT（ 

北九州地域        1 

福岡地域        2 

筑後地域        3 

筑豊地域        4 

計＇暫定 CT（ 0.5 1 0 2 0 3 0.5 7 

2020 行列和調整後 

 

石炭 

製品 

石油 

製品 

天然 

ガス 

都市 

ガス 

再生可能

＋未活用

エネ 

電力 熱 
計 

＇確定（ 

北九州地域        0.7 

福岡地域        1.7 

筑後地域        2.6 

筑豊地域        3.5 

計＇確定（ 0.65 1.2 0 2.6 0 3.5 0.65 8.5 

 

2010 年度の値を初期値 

2020 年度の値を予測値 

列和 

10 

列和 

8.5 
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3.2.4 （民生－業務他）公共サービス 

 公共サービスの将来予測は、地域別の実績推計に用いた最終エネルギー消費を被説明変

数、公務員数と後期高齢者数を説明変数とする重回帰式に、地域別公務員数と後期高齢者

数の予測値を代入して算定する。 

 なお、推計式は下の通りである。 

 

PSe＝α＊Pem + β＊POP75～＋γ 

 

PSe：公共サービス最終エネルギー消費量（TJ） 

Pem：公務員数（人） 

POP75～：75 歳以上人口（千人） 

α、β、γ：係数 

（FY1990～2011） 

 

趨勢延長については、この推計式を使用するが、最大導入ケースは、公務員数、75 歳以

上人口それぞれの係数を、2020 年度推計分は 10％減、2030 年度推計分は 15％減として推

計する。 

 

市町村別のデータ（説明変数）により、市町村別の最終エネルギー消費を算定したのち、

４地域に集約するステップとする。 

説明変数の１つである、75 歳以上人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域

別将来推計人口（都道府県・市区町村）」により、福岡県市町村別の 75 歳以上人口を代入

する。 

公務員数は以下のルールに従い、2020年度、2030年度の市町村別市町村職員数を推計し、

2010 年度の市町村別国・県公務員数/市町村公務員数の比で市町村職員数を補正した値を

「公務員数」として上式に代入する。 

 

【市町村公務員数予測ルール】 

・2010年度（a年度）時点の市町村年齢別職員数3により、a年度における b歳の職員が、

（a+10）年度には（b＋10）歳にそのまま移行。 

・（ｂ＋10）が 56歳を超える場合、56～59歳は a年度の｛１-（51～55歳職員数/56～59

歳職員数）｝の割合で退職。 

・60歳以上は a年度の｛１-（56～59歳職員数/60歳以上職員数）｝の割合で退職。 

・a～a+10年度の間に定年退職した職員数の 75％を補充すると仮定して、a～a+10年度間

                                                   
3 年齢別職員数が公表されていない市町村は、年齢計の職員数（総務省「地方公共団体定員管理調査」を該当地域の公

表市町村の職員数年齢別構成比で配分した九経調推計値 
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の新規採用数を加算。 

 

以上の方法で整備した推計式代入データは図表 63に示した通りである。 

 

図表 63 市町村別 75 歳以上人口、公務員数 

 2010 年度 2020 年度 2030 年度 

 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

北九州市 10,730 121 8,757 162 7,333 194 

福岡市 18,467 120 14,280 183 10,741 253 

大牟田市 1,547 21 1,158 22 816 24 

久留米市 4,215 33 3,233 43 2,269 54 

直方市 875 8 815 10 673 11 

飯塚市 2,099 17 1,600 20 1,858 25 

田川市 981 8 786 8 617 9 

柳川市 731 10 591 12 463 13 

八女市 521 12 370 12 248 14 

筑後市 594 6 379 7 319 9 

大川市 360 5 276 7 194 7 

行橋市 1,003 8 915 11 806 13 

豊前市 391 4 324 5 270 5 

中間市 459 6 370 8 313 9 

小郡市 845 7 721 9 507 11 

筑紫野市 1,114 9 903 13 683 18 

春日市 2,243 7 1,843 11 1,643 16 

大野城市 694 7 524 11 396 15 

宗像市 726 10 562 14 425 18 

太宰府市 504 7 390 10 295 14 

古賀市 472 5 361 8 273 11 

福津市 446 7 358 10 266 12 

うきは市 380 5 295 5 207 6 

宮若市 337 5 250 5 209 6 

嘉麻市 605 7 474 7 392 9 

朝倉市 765 9 578 9 437 11 

みやま市 394 7 302 7 212 8 

糸島市 791 10 594 14 449 20 

那珂川町 399 4 303 5 245 8 

宇美町 440 3 354 4 268 6 

篠栗町 390 3 287 4 254 5 

志免町 249 4 190 5 143 7 

須恵町 199 3 156 4 118 5 

新宮町 322 2 271 2 205 4 

久山町 87 1 74 1 82 2 

粕屋町 481 3 381 4 320 6 

芦屋町 818 2 699 2 729 3 

水巻町 243 4 226 5 197 6 
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 2010 年度 2020 年度 2030 年度 

 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

公務員数 

＇人（ 

後期高齢者

数＇千人（ 

岡垣町 188 4 152 5 127 6 

遠賀町 138 2 120 3 101 4 

小竹町 129 1 107 2 88 2 

鞍手町 257 2 196 3 160 4 

桂川町 175 2 162 2 126 3 

筑前町 196 4 147 4 122 6 

東峰村 53 1 47 1 35 1 

大刀洗町 101 2 74 2 66 3 

大木町 114 2 100 2 70 2 

広川町 111 3 82 3 57 4 

香春町 157 2 124 2 100 2 

添田町 182 2 159 2 139 2 

糸田町 139 2 101 2 74 2 

川崎町 235 3 207 3 170 3 

大任町 66 1 59 1 46 1 

赤村 52 1 41 1 31 1 

福智町 249 4 169 4 161 5 

苅田町 347 4 275 5 441 6 

みやこ町 286 4 226 4 181 5 

吉富町 52 1 44 1 34 1 

上毛町 118 1 97 1 82 1 

築上町 876 3 653 3 643 4 

 

 

3.2.5 （民生－業務他）他業務・誤差 

 本予測業務での同部門は、都道府県エネルギー消費統計と整合性をとる“調整項”とし

て位置付け、「3.1.4 （産業－製造業）重複補正」と同様、他の業務３産業の予測値を設

定したのち、事後的に算定した。 

 具体的には、下記の式により、算定している。 

 

＝a地域業務３産業最終エネルギー消費量 

×（福岡県『他業務・誤差』部門最終エネルギー消費量/福岡県業務３産業最終エネルギ

ー消費量） 
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3.3 地域別最終エネルギー消費量予測方法（運輸） 

3.3.1 （旅客）乗用車 

 乗用車についての最終エネルギー消費予測は、現状（2010 年度）において“０（ゼロ）”

である燃料（電力）消費を予測する点が重要となるが、PHV や EV の普及で削減されるガ

ソリン消費量を算定し、熱量で換算する方法で電力消費増加分を捉えることとする。 

 具体的な予測フローは、図表 64の通りである。 

 

図表 64 （旅客）乗用車最終エネルギー消費予測フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別２人以上、単独世帯別世帯主年齢別世帯員当り乗用車保有数量（千人当り） 

（2010）（総務省より作成） 

地域別２人以上、単独世帯別世帯主年齢別乗用車保有台数予測値 

（2020、2030） 

地域別２人以上、単独世帯別世帯主年齢別世帯人員 

（2020、2030） 

２ケース別４地域別乗用車ガソリン（石油製品）消費量 

（2020、2030） 

２ケース別 PHV、EV 普及によるガソリン消費削減量 

（2020、2030） 

２ケース別 PHV、EV 普及による電力消費量 

（2020、2030） 

２ケース別乗用車燃費向上率 

（2020/2010、2030/2020）（国土交通省） 

2010 年福岡県２人以上、単独世帯別世帯主年齢別所有乗用車１台当り

ガソリン消費量×同 2020・30 年所有台数 

２ケース別 PHV、EV 普及率 

（2020、2030）（次世代自動車戦略研究会） 

次世代自動車の普及が現状と同程度の場合の 

４地域別２人以上、単独世帯別乗用車ガソリン消費量（2020、2030） 

２ケース別福岡県所有乗用車１台当りガソリン消費量 

（2020、2030） 

TJ 換算 
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●地域別単独、２人以上世帯主年齢別乗用車保有台数予測値 

 地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯員当りの所有数量に、3.2.1（民生）家庭で用い

た地域別単独、２人以上世帯主年齢別世帯人員を乗じて、2020年度、2030年度の地域別単

独、２人以上世帯主年齢別乗用車保有台数予測値を算定する（図表 65）。 

 

図表 65 地域別単独、２人以上世帯主年齢別乗用車保有台数予測値 

   
2020 2030 

   

北九州 福岡 筑後 筑豊 北九州 福岡 筑後 筑豊 

２
人
以
上 

男
女
計 

計 351,469 666,357 228,448 123,516 324,940 653,806 213,476 108,825 

30 歳未満 10,483 19,776 5,248 3,919 9,437 18,027 4,499 3,464 

30～39 38,903 79,990 19,718 13,238 34,617 70,660 18,208 11,303 

40～49 63,653 139,513 34,436 20,552 49,553 110,402 27,095 16,624 

50～59 74,202 157,780 48,649 23,006 74,803 164,681 49,514 23,695 

60～69 77,071 139,081 58,184 30,674 67,613 140,055 48,900 21,418 

70 歳以上 87,158 130,216 62,212 32,127 88,917 149,982 65,260 32,320 

単
独 

男 計 33,243 85,737 13,242 8,680 30,674 81,609 12,131 7,926 

30 歳未満 8,547 26,318 3,100 1,905 7,452 23,973 2,603 1,651 

30～39 4,755 14,698 1,807 1,008 4,282 13,166 1,690 866 

40～49 6,320 17,972 2,397 1,462 4,958 14,126 1,891 1,187 

50～59 4,988 12,547 2,212 1,293 5,491 14,686 2,287 1,521 

60～69 3,251 6,176 1,484 1,219 2,884 6,257 1,252 857 

70 歳以上 5,383 8,026 2,243 1,794 5,606 9,402 2,409 1,842 

女 計 21,207 57,630 9,161 6,601 19,738 55,956 8,373 5,790 

30 歳未満 3,298 14,725 1,547 614 2,883 13,327 1,299 531 

30～39 1,722 9,564 801 376 1,518 8,057 722 317 

40～49 2,400 9,120 949 588 1,777 7,478 734 470 

50～59 3,008 7,523 1,286 885 3,138 8,887 1,264 950 

60～69 4,711 8,842 2,185 2,031 4,106 8,933 1,859 1,383 

70 歳以上 6,067 7,856 2,392 2,107 6,316 9,274 2,496 2,139 

資料）九州運輸局、総務省「全国消費実態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（都道府
県・市区町村）」より九経調作成 
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●２ケース別燃費向上率 

 PHV、EVの普及率が異なる２つのケースについて
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4.福岡県４地域別最終エネルギー消費量予測結果 

 以下では、3.で示した方法で予測した結果について解説する。なお、本章 4.1 の前半では、

主に直接利用分の最終エネルギー消費量を解説の対象とし、電力・熱配分後の帰属最終エ

ネルギー消費については、後半部で詳述する。 

  

4.1 福岡県計 

4.1.1 最終エネルギー消費（直接利用分） 

 最初に、福岡県トータルの結果から解説する。図表 67は最終エネルギー消費量（直接利

用分）の予測結果をグラフにしたものである（2010年度まで実績、2011年度は推計、2012

年度以降が予測）。 

 繰り返しになるが、本予測は、外部環境（経済成長率）に関する前提条件が２通り、将

来における最終エネルギー消費原単位の推移に関する想定パターンが２通りであるため、

予測結果は以下の４通りとなる。 

 

 

 ①経済成長率：参考ケース 最終エネルギー消費原単位：趨勢延長 

  表記：参考＆趨勢延長 

 

 ②経済成長率：参考ケース 最終エネルギー消費原単位：最大導入 

  表記：参考＆最大導入 

 

 ③経済成長率：経済再生ケース 最終エネルギー消費原単位：趨勢延長 

  表記：経済再生＆趨勢延長 

 

 ④経済成長率：経済再生ケース 最終エネルギー消費原単位：最大導入 

  表記：経済再生＆最大導入 

 

 

 図表 67は、これら４通りのシナリオに沿って、福岡県の最終エネルギー消費量（直接利

用分）を推計した結果である。 

①～④のケースで、最終エネルギー消費量（直接利用分）が最も大きくなるのが、『経済

再生＆趨勢延長』である。2010年度比（FY2010＝100.0）で 2020年度 108.3（481PJ）、2030

年度 126.5（562PJ）との予測結果となった。以降、最終エネルギー消費量（直接利用分）

予測結果が大きい順に、『参考＆趨勢延長』が 2020年度 103.7（461PJ）、2030年度 112.3

（499PJ）、『経済再生＆最大導入』が 2020年度 95.5（424PJ）、2030年度 100.2（445PJ）と
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なっており、最も予測結果が小さいのは、『参考＆最大導入』で 2020年度 91.6（407PJ）、

2030年度 89.6（398PJ）となった。最も予測値が大きな『経済再生＆趨勢延長』と最も小

さな『参考＆最大導入』を比較すると、2020年度で約 18％、2030年度で約４割の差がある

ことになる。 

 また、４通りのシナリオによる予測結果の差から、経済環境よりも消費原単位向上の影

響が大きい結果となった5。 

 

 

図表 67 福岡県最終エネルギー消費量（直接利用分）予測 

 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成

                                                   
5 ただし、特に製造業においては最終エネルギー消費原単位と稼働率に相関関係（稼働率が高まれば消費原単位が下が

る）があるため、経済要因と原単位要因を明確に峻別することはできない点に留意が必要である。 
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参考）図表 67 の元表 

 実数＇TJ（ 指数＇FY2010＝100（ 

 
経済：参考ケース 経済：経済再生ケース 経済：参考ケース 経済：経済再生ケース 

 
趨勢延長 最大導入 趨勢延長 最大導入 趨勢延長 最大導入 趨勢延長 最大導入 

1990 443,414 99.8 

1991 434,577 97.8 

1992 446,317 100.4 

1993 449,026 101.0 

1994 460,856 103.7 

1995 470,218 105.8 

1996 475,739 107.0 

1997 474,797 106.8 

1998 459,168 103.3 

1999 464,816 104.6 

2000 473,580 106.6 

2001 462,650 104.1 

2002 469,896 105.7 

2003 454,179 102.2 

2004 439,802 99.0 

2005 448,463 100.9 

2006 449,303 101.1 

2007 463,865 104.4 

2008 442,712 99.6 

2009 431,199 97.0 

2010 444,446 100.0 

予測         

2020 461,028 407,266 481,302 424,351 103.7 91.6 108.3 95.5 

2030 498,930 398,345 562,314 445,466 112.3 89.6 126.5 100.2 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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4.1.2 用途別最終エネルギー消費量（直接利用分） 

 次に、産業、家庭、業務他、運輸（乗用車）の用途別最終エネルギー消費量予測結果に

ついて解説する。なお、解説の対象は、図表 68に示している４ケースのうち、消費量が最

大となる『経済再生＆趨勢延長』と、政策目標の目安となる『経済再生＆最大導入』の２

つのケースとする。 

 

図表 68 用途別最終エネルギー消費量予測（指数 FY2010＝100） 
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資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 

 

 最初に『経済再生＆趨勢延長』をみてみると、2020、2030年度の最終エネルギー消費量

は、産業、業務用途で、2010年の水準を上回る結果となった。特に、「業務」は高い伸びを

示し、2020年度は 2010年度比 138.3、2030年度 174.2と、今後 10～20年間で４～７割の

需要増が見込まれる結果となっている。「産業」についても、経済活動が活発化するシナリ
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オを反映し、比較的高い伸びとなるものと予想される。一方、運輸は、趨勢延長ケースに

おいても、次世代自動車等の普及等により、2010年度の水準を大幅に下回る結果となった。

また、家庭についても世帯数の減尐等により 2010年度水準を下回るものと予想される。 

 次に『経済再生＆最大導入』をみると、全体的に『経済再生＆趨勢延長』ケースの最終

エネルギー消費量を大幅に下回る結果となっている。特に、業務用途の最終エネルギー消

費量の伸びは、かなり緩やかになっている。 

 

参考）図表 68 （指数）の原データ 

【経済再生ケース】 

  経済再生＆趨勢延長＇TJ（ 経済再生＆最大導入＇TJ（ 

FY 産業 家庭 業務 
運輸 

＇乗用車（ 
産業 家庭 業務 

運輸 

＇乗用車（ 

1990 281,936 53,638 76,496 31,343 281,936 53,638 76,496 31,343 

1991 265,710 55,513 83,012 30,343 265,710 55,513 83,012 30,343 

1992 268,914 59,328 85,652 32,422 268,914 59,328 85,652 32,422 

1993 264,646 61,590 89,369 33,421 264,646 61,590 89,369 33,421 

1994 268,410 62,178 93,461 36,807 268,410 62,178 93,461 36,807 

1995 269,918 66,603 93,966 39,731 269,918 66,603 93,966 39,731 

1996 273,289 69,017 89,559 43,875 273,289 69,017 89,559 43,875 

1997 269,518 67,525 95,184 42,569 269,518 67,525 95,184 42,569 

1998 253,443 67,970 96,329 41,426 253,443 67,970 96,329 41,426 

1999 254,607 70,133 97,872 42,205 254,607 70,133 97,872 42,205 

2000 256,160 70,654 103,436 43,331 256,160 70,654 103,436 43,331 

2001 244,837 68,667 103,910 45,236 244,837 68,667 103,910 45,236 

2002 235,860 73,387 104,553 56,095 235,860 73,387 104,553 56,095 

2003 223,735 70,534 105,352 54,559 223,735 70,534 105,352 54,559 

2004 202,376 73,094 108,743 55,589 202,376 73,094 108,743 55,589 

2005 212,873 75,462 112,667 47,461 212,873 75,462 112,667 47,461 

2006 218,754 72,169 111,610 46,770 218,754 72,169 111,610 46,770 

2007 227,859 73,852 114,808 47,347 227,859 73,852 114,808 47,347 

2008 208,486 71,505 114,166 48,554 208,486 71,505 114,166 48,554 

2009 195,347 69,346 111,696 54,810 195,347 69,346 111,696 54,810 

2010 207,783 74,169 114,420 48,074 207,783 74,169 114,420 48,074 

予測                 

2020 219,215 73,713 158,233 30,141 202,709 65,536 128,530 27,576 

2030 266,606 68,960 199,273 27,475 222,674 56,360 142,086 24,346 
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4.1.3 燃料別最終エネルギー消費 

 次に、比較的消費量が多い燃料３種（石油製品、電力、都市ガス・天然ガス）及びその

他の最終エネルギー消費量予測結果について解説する。なお、解説の対象は 4.1.2と同様、

消費量が最大となる『経済再生＆趨勢延長』と、政策目標の目安となる『経済再生＆最大

導入』の２つのケースとする。 

 

図表 69 燃料別最終エネルギー消費量予測（指数 FY2010＝100） 
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資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 

 

 最初に『経済再生＆趨勢延長』からみると、「石油製品」を除いて、2020年度、2030年

度最終エネルギー消費量が、2010年度の水準を上回る結果となった。 

特に、「都市ガス・天然ガス」は高い伸びを示し、2020年度は 2010年度比 130.8、2030

年度 166.9と、過去 20年間（1990～2010年度）の趨勢が今後も続く結果となった。 
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「電力」についても、都市ガス・天然ガス同様、過去 20年間の趨勢が続き、2010年度比

で 2020年度が 118.3、2030年度 137.9と高い伸びが見込まれる。結果として、「石油製品」

の代替エネルギーとして「都市ガス・天然ガス」と「電力」が増加する構図が明確に示さ

れている。また、経済活動が活発化する想定のため、産業用途を中心とする「その他」の

伸びも高い。 

 次に『経済再生＆最大導入』における 2030年度時点の「都市ガス・天然ガス」、「電力」

の伸びは、2010年度比で５％増未満に抑えられている。特に、「都市ガス・天然ガス」の伸

びは『経済再生＆趨勢延長』に比べて大幅に低下しており、“最大導入”によって消費原単

位の伸びが最も抑制されている。 

 

参考）図表 69（指数）の原データ 

【経済再生ケース】 

  経済再生＆趨勢延長＇TJ（   経済再生＆最大導入＇TJ（   

FY 石油製品 
都市ガス・

天然ガス 
電力 その他 石油製品 

都市ガス・

天然ガス 
電力 その他 

1990 128,524 28,750 104,961 168,961 128,524 28,750 104,961 168,961 

1991 137,828 31,399 107,374 145,879 137,828 31,399 107,374 145,879 

1992 146,930 33,506 108,936 145,837 146,930 33,506 108,936 145,837 

1993 155,979 34,686 109,557 137,859 155,979 34,686 109,557 137,859 

1994 160,008 35,429 115,343 137,722 160,008 35,429 115,343 137,722 

1995 166,565 38,325 118,203 133,685 166,565 38,325 118,203 133,685 

1996 170,647 38,930 121,960 131,771 170,647 38,930 121,960 131,771 

1997 166,804 42,843 123,722 130,373 166,804 42,843 123,722 130,373 

1998 161,344 42,562 126,860 119,775 161,344 42,562 126,860 119,775 

1999 163,792 44,379 130,350 117,318 163,792 44,379 130,350 117,318 

2000 164,405 46,069 133,242 121,192 164,405 46,069 133,242 121,192 

2001 162,893 44,188 131,682 116,972 162,893 44,188 131,682 116,972 

2002 176,066 45,277 131,026 112,618 176,066 45,277 131,026 112,618 

2003 168,670 45,659 127,210 110,919 168,670 45,659 127,210 110,919 

2004 153,558 47,842 130,843 105,637 153,558 47,842 130,843 105,637 

2005 156,078 49,752 134,619 106,447 156,078 49,752 134,619 106,447 

2006 151,206 50,955 133,177 112,450 151,206 50,955 133,177 112,450 

2007 149,665 54,278 142,339 116,104 149,665 54,278 142,339 116,104 

2008 144,362 53,026 138,906 105,111 144,362 53,026 138,906 105,111 

2009 146,357 51,044 134,576 98,272 146,357 51,044 134,576 98,272 

2010 144,006 52,615 134,917 112,908 144,006 52,615 134,917 112,908 

予測                 

2020 132,767 68,810 159,550 120,175 127,039 51,686 136,615 109,011 

2030 131,648 87,807 186,114 156,745 125,692 54,460 141,439 123,875 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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【参考ケース】 

  参考＆趨勢延長＇TJ（   参考＆最大導入＇TJ（   

FY 石油製品 
都市ガス・

天然ガス 
電力 その他 石油製品 

都市ガス・

天然ガス 
電力 その他 

1990 128,524 28,750 104,961 168,961 128,524 28,750 104,961 168,961 

1991 137,828 31,399 107,374 145,879 137,828 31,399 107,374 145,879 

1992 146,930 33,506 108,936 145,837 146,930 33,506 108,936 145,837 

1993 155,979 34,686 109,557 137,859 155,979 34,686 109,557 137,859 

1994 160,008 35,429 115,343 137,722 160,008 35,429 115,343 137,722 

1995 166,565 38,325 118,203 133,685 166,565 38,325 118,203 133,685 

1996 170,647 38,930 121,960 131,771 170,647 38,930 121,960 131,771 

1997 166,804 42,843 123,722 130,373 166,804 42,843 123,722 130,373 

1998 161,344 42,562 126,860 119,775 161,344 42,562 126,860 119,775 

1999 163,792 44,379 130,350 117,318 163,792 44,379 130,350 117,318 

2000 164,405 46,069 133,242 121,192 164,405 46,069 133,242 121,192 

2001 162,893 44,188 131,682 116,972 162,893 44,188 131,682 116,972 

2002 176,066 45,277 131,026 112,618 176,066 45,277 131,026 112,618 

2003 168,670 45,659 127,210 110,919 168,670 45,659 127,210 110,919 

2004 153,558 47,842 130,843 105,637 153,558 47,842 130,843 105,637 

2005 156,078 49,752 134,619 106,447 156,078 49,752 134,619 106,447 

2006 151,206 50,955 133,177 112,450 151,206 50,955 133,177 112,450 

2007 149,665 54,278 142,339 116,104 149,665 54,278 142,339 116,104 

2008 144,362 53,026 138,906 105,111 144,362 53,026 138,906 105,111 

2009 146,357 51,044 134,576 98,272 146,357 51,044 134,576 98,272 

2010 144,006 52,615 134,917 112,908 144,006 52,615 134,917 112,908 

予測 
        

2020 128,882 64,724 153,201 114,221 123,207 49,018 131,429 103,612 

2030 121,650 75,559 167,583 134,138 115,872 48,004 128,468 106,001 
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 図表 69で、2010年度を基準とした推移を示したが、参考表で示した通り、燃料ごとの使

用量は大きく異なる。そこで、燃料別の構成比を図表 70に示す。 

『経済再生＆趨勢延長』については、「電力」の燃料構成比が高まり、2030年度には３分

の１程度を占める結果となった。また、「都市ガス・天然ガス」は現在１割程度であるが、

15％強まで上昇する。 

 一方、『経済再生＆最大導入』では、「都市ガス・天然ガス」の構成比は大きく変わらず、

「電力」がわずかに上昇する結果となった。 

 

図表 70 最終エネルギー消費量（直接利用分）燃料別構成比の予測 
（上段：『経済再生＆趨勢延長』、下段：『経済再生＆最大導入』） 

 

注）四捨五入の関係で合計が 100にならないことがある 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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4.1.4 電力･熱の間接消費（排出）割合 

 ここまで、直接利用分の最終エネルギー消費量を示してきたが、電力･熱の間接消費･間

接排出量が含まれていない。電力・熱の間接消費（排出）とは、『他人から供給された電力･

熱について、直接の最終エネルギー消費に加えて、発電･発熱に伴う損失相当分の最終エネ

ルギー消費(間接消費)や発電･発熱時に放出されたエネルギー』（戒能一成「都道府県別エ

ネルギー消費統計の解説 2010年度版」）のことであり、電力・熱の生成・配送時のロスと

して捉えられるため、電力や熱の消費量に併せて増加する。この間接消費（排出）は、エ

ネルギーの消費量を考えるうえで無視できないほどの量となっている。 

 そこで、間接消費を加えた帰属最終エネルギー消費量ベースで、今後の直接消費と間接

消費の比率（直間比率）を図表 71に示す。既に 2007年度には間接消費量が直接消費量の

半分（50％）を超えており、電力・熱の生成・配送時のロス比率が変わらないと想定した

場合、今後 20年間においても同様の傾向が続く結果となった。これは、『経済再生＆趨勢

延長』、『経済再生＆最大導入』いずれのケースでも同様である。ただし、直間比率自体は、

前述の通り、「都市ガス」の需要の伸びが相対的に高いため、現状の水準近傍で抑えられる

こととなる。 

 

図表 71 エネルギー直接消費と間接消費 

 
資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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 直接消費と間接消費の伸びを比較すると、電力・熱の生成・配送時のロス比率が変わら

ないと想定した場合、『経済再生＆趨勢延長』における 2030年度の指数（2010年度基準）

は、間接消費が直接消費を 10ポイント以上上回っている。 

また、『経済再生＆最大導入』では、2030年度の直接消費は 2010年水準と同程度となる

が、間接消費は 2030年度 104.9と、2010年度水準を５％程度上回る結果となっている。 

 このように、エネルギー消費をマクロ的に考える場合、間接消費量は無視することがで

きない。電力・熱の生成・配送時のロスをいかに抑制していくかも重要な課題である。 

 

図表 72 直接消費指数と間接消費指数（FY2010＝100） 

 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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 図表 70では、最終エネルギー消費（直接利用分）ベースで、燃料別構成比の推移を示し

たが、間接消費分を加えた帰属最終エネルギー消費ベースの構成比を図表 73に示す。 

帰属最終エネルギー消費は、電力に電力寄与損失･排出量配分が加算されるため、現状に

おいても、電力の構成比は５割超に達する。2030年度における帰属最終エネルギー消費に

占める割合は、『経済再生＆趨勢延長』、『経済再生＆最大導入』いずれの場合でも上昇基調

となる。特に『経済再生＆趨勢延長』の場合に上昇幅が大きく、2030年度時点で 57.4％に

まで達する結果となった。 

一方、都市ガス・天然ガスは『経済再生＆趨勢延長』の場合は構成比が高まるが、『経済

再生＆最大導入』の場合には、ほとんど変化はない。 

 

図表 73 帰属最終エネルギー消費燃料別構成比の予測 
（上段：『経済再生＆趨勢延長』、下段：『経済再生＆最大導入』） 

 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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4.2 福岡県４地域別 

4.2.1 最終エネルギー消費（直接利用分） 

 福岡県４地域別の最終エネルギー消費量の予測結果を図表 74に示す。 

 現状において、最終エネルギー消費（直接利用分）が最も大きいのは北九州地域の 229PJ

で、福岡県全体の 51.5％を占めている。次いで福岡地域の 139PJ（同 31.3％）、筑後地域

53PJ（11.9％）、筑豊地域 24PJ（5.4％）と続く。 

今後の予測について、まず『経済再生＆趨勢延長』の場合は、いずれの地域も 2010年度

比で増加する結果となったが、増勢が最も強いのは福岡地域で、2010～2030年度にかけ、

３割超増となった。福岡県全体の伸びと比べると、福岡県全体の伸びを上回るのは、福岡

地域、北九州地域の２地域である。 

 

図表 74 福岡県４地域別最終エネルギー消費（直接利用分） 

【参考ケース】 

   
福岡県計 

    

    
北九州 福岡 筑後 筑豊 

参考＆ 

趨勢延長 

消費量 2010 444,446 228,693 139,233 52,730 23,790 

＇TJ（ 2020 461,028 231,403 152,351 54,266 23,008 

 
2030 498,930 252,587 165,993 56,574 23,776 

構成比 2010 100.0 51.5 31.3 11.9 5.4 

＇％（ 2020 100.0 50.2 33.0 11.8 5.0 

 
2030 100.0 50.6 33.3 11.3 4.8 

指数 2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

FY2010＝100 2020 103.7 101.2 109.4 102.9 96.7 

 
2030 112.3 110.4 119.2 107.3 99.9 

参考＆ 

最大導入 

消費量 2010 444,446 228,693 139,233 52,730 23,790 

＇TJ（ 2020 407,266 207,670 131,240 48,177 20,179 

 
2030 398,345 203,808 129,630 46,032 18,875 

構成比 2010 100.0 51.5 31.3 11.9 5.4 

＇％（ 2020 100.0 51.0 32.2 11.8 5.0 

 
2030 100.0 51.2 32.5 11.6 4.7 

指数 2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

FY2010＝100 2020 91.6 90.8 94.3 91.4 84.8 

 
2030 89.6 89.1 93.1 87.3 79.3 
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【経済再生ケース】 

   
福岡県計 

    

    
北九州 福岡 筑後 筑豊 

経済再生＆ 

趨勢延長 

消費量 2010 444,446 228,693 139,233 52,730 23,790 

＇TJ（ 2020 481,302 242,548 158,602 56,292 23,860 

 
2030 562,314 290,823 183,151 62,408 25,932 

構成比 2010 100.0 51.5 31.3 11.9 5.4 

＇％（ 2020 100.0 50.4 33.0 11.7 5.0 

 
2030 100.0 51.7 32.6 11.1 4.6 

指数 2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

FY2010＝100 2020 108.3 106.1 113.9 106.8 100.3 

 
2030 126.5 127.2 131.5 118.4 109.0 

経済再生＆ 

最大導入 

消費量 2010 444,446 228,693 139,233 52,730 23,790 

＇TJ（ 2020 424,351 217,632 135,768 49,935 21,016 

 
2030 445,466 233,839 140,419 50,409 20,799 

構成比 2010 100.0 51.5 31.3 11.9 5.4 

＇％（ 2020 100.0 51.3 32.0 11.8 5.0 

 
2030 100.0 52.5 31.5 11.3 4.7 

指数 2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

FY2010＝100 2020 95.5 95.2 97.5 94.7 88.3 

 
2030 100.2 102.3 100.9 95.6 87.4 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 

 

 北九州地域の特徴として、2020年度以降の伸びが大きい特徴がある。これは、内閣府に

よる経済再生ケースにおいて、2020年度以降の経済成長率が高く想定されており、産業部

門の割合が高い北九州地域の最終エネルギー消費（直接利用分）の伸びが高くなるためで

ある。 

このため、2020年度にいったん低下した北九州地域の構成比は、2030年度では上昇に転

じている。 

 『経済再生＆最大導入』の場合、2030年度の最終エネルギー消費量は、北九州地域、福

岡地域で 2010年度の水準を上回り、筑後地域と筑豊地域は下回るという対照的な結果とな

る。  

特に減尐幅が大きいのは筑豊地域で、2030年度の最終エネルギー消費量は、2010年度の

水準を 13％程度下回る結果となる。 
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 さらに、経済環境が異なる『参考』ケースと『経済再生』ケースの構成比を比較し、４

地域の増・減勢についての大まかな特徴についてまとめると、 

 

・北九州地域の最終エネルギー消費量構成比 

『経済再生』＞『参考』 

・福岡地域の最終エネルギー消費量構成比 

『経済再生』≒『参考』 

・筑後地域・筑豊地域の最終エネルギー消費量構成比 

『経済再生』＜『参考』 

 

という関係が見いだせる。つまり、北九州地域は外部の経済環境（経済要因）によって

エネルギー量が変動する傾向が強いのに対し、福岡地域は経済環境と社会・人口要因によ

る影響に大きな差はないと言える。そして、筑後地域と筑豊地域は経済環境より、社会・

人口要因が最終エネルギー消費量を規定するところが大きいと言える。 
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4.2.2 用途別最終エネルギー消費（直接利用分） 

 ここでは、４地域別の用途別最終エネルギー消費（直接利用分）の趨勢に関し、今後の

特徴について解説していきたい。 

 分析のフレームワークは、以下の通りである。 

 

① ４地域別用途別（11部門/産業）について、2010～2030年度の最終エネルギー増減量

（直接利用分）を算定する 

② ①を４種類のシナリオ全てについて行う 

③ シナリオごとの増減量の差から、地域別に 

  ・最終エネルギー消費量（直接利用分）が大きい用途（産業/部門） 

  ・最大導入によって削減が期待される用途（産業/部門） 

  を指摘していくこととする。 

 

 図表 75は、上記①～②のステップを経て、③の結果についてグラフ化したものである。 

 

図表 75 用途別（産業/部門）最終エネルギー消費量増減量（４シナリオ） 
 

 
資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 
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（続き） 
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（続き） 

 

資料）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、九経調作成 

 

 

 用途別の最終エネルギー消費増減量（直接利用分）から、以下の地域的な特性や共通し

た特徴を指摘することができる6。 

 

① 「商業・金融・不動産、対事業所サービス/個人サービス」、つまり業務系の最終エ

ネルギー消費量は４地域共通して増加量が大きい。つまり、最大導入による削減の

余地が大きい（ローソク足が長い） 

② 「家庭」の最終エネルギー消費量は、福岡地域を除き、最終エネルギー消費量が最

大となるケースにおいても、世帯数の減尐により今後減尐する結果となっているが、

最大導入による削減の余地が大きい（ローソク足が長い） 

③「商業・金融・不動産、対事業所サービス/個人サービス」の増加量が大きいためグ

                                                   
6北九州地域は「鉄鋼・非鉄・窯業土石」の増加量が大きいが、これは、当該産業/部門のエネルギー消費量が大き

いため、大きな増加量に見えている。 
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ラフ上は目立たないが、４地域共通して「水道廃棄物」の増加量が大きく、業務系以

外の民生部門では、突出している。 

④福岡地域と筑後地域では、産業部門の中で、「他業種・中小製造業」の増加量が大き

い。 

⑤筑後地域においては、産業部門の中で「農林水産業」の増加量が最も大きく、「商業・

金融・不動産、対事業所サービス/個人サービス」に次いで高い。 
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Ⅲ 省エネ・創エネへの施策ニーズアンケート結果 

1.調査結果の概要 

 アンケート発送日：2013 年 12 月 13 日（金） 

 配布方法：郵送により発送、郵送/E-mail/FAX にて回収 

配布事業所数：2,016 事業所 

回収数：483 

回収率：24.0％ 

 

1.1回答事業所の属性 

アンケート回答事業所の従業員規模別でみると、構成比が最も高いのは従業者 30 人未満

の事業所で全体の３割を上回り、中小事業所の回答結果もある程度カバーできうるものと

なっている。次いで 100～299 人規模が多く、全体の４分の１を占める。 

300 人以上の事業所も、300～999 人、1,000 人以上の事業所を合わせ４分の１を占めてい

る。これの多くは温対法の特定排出者、特定事業所排出者である。 

 

図表 76 回答事業所の従業者規模別構成比 

 

 

30.8 

19.2 
24.9 

18.5 

6.6 

～29人 

30～99人 

100～299人 

300～999人 
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N＝454 

無回答除く 
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産業別にみると、最も多いのは「商業金融不動産、対事業所／対個人サービス」の 34.5％、

次いで食料品製造業などが含まれる「製造業その他」が 19.4％で続く。 

製造業と非製造業の別でみると、製造業が 41.4％、非製造業が 58.6％となっている。製

造業と非製造業の最終エネルギー消費量（直接利用分）の比はおおよそ６：４であり、こ

れと比較すると非製造業が若干多いサンプル構成となっている。 

 

図表 77 回答事業所の産業別構成比 

 

 

 

2.省エネ・創エネへの取組み状況 

■何らかの省エネ・創エネに取組んでいる事業所は約４割、検討中も含めると過半数（53.4％）

の事業所が、省エネ・創エネに積極的な姿勢を採っている。 

■しかしながら、現在のようにエネルギーに対する関心が高い状況にありながら、無回答

も含め、対策を採らない（採っていない）事業所も半分を占めているということでもあり、

今後の課題と言えよう。 
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図表 78 問５ 貴事業所における、省エネ（設備導入〃ソフト面の対策）、創エネ対策（太陽光
発電〃風力発電〃コージェネレーションシステム〃自家発電等の導入）の実施状況（実
施予定）についてお答えください。 
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省エネ・創エネの取り組み状況の中身をみると、その進み方は省エネ＞創エネ、ソフト

＞ハード面という傾向がみてとれる。 

導入（実施）済み、導入中を併せた割合が最も高いのは「照明点灯数の調整、点灯時間

の制限」で、次いで「冷暖房温度の徹底管理」、「照明の LED 化」、「デマンド監視システム

（EMS）の導入」など大きな投資を伴わない取組が続く。また、省エネの「エネルギー効

率の高い生産設備の導入」など生産設備に体化されるかたちでの導入が多い。 

特徴的なのは、デマンド監視システム（EMS）の導入が相当に程度進んでいる点である

が、まずは「見える化」からという省エネに対する企業のビヘイビアが伺える結果と言え

よう。 

 

図表 79 問６ 貴事業所における省エネ、創エネ対策の具体的な実施状況（実施予定）につい
てお答えください（無回答除く）。 
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3.自家発電設備・コージェネシステム導入状況 

次に、事業用の自家発電設備及びコージェネレーションの導入状況について見ていきた

い。回答企業・事業所のうち、事業用に使用する自家発電設備・コージェネレーションシ

ステムを導入している事業者は全体の２割強にとどまる結果となった。 

 なお、図表には示していないが、導入している事業所の半数以上が従業者 300 人以上で

あり、29 名以下の事業所は５％にも満たない。大規模企業・事業所の導入率は相対的に

高いが、産業別規模別（２区分×２区分）に分類して最も高い製造業（大規模）でも、そ

の導入率は 24.0％にとどまっており、普及拡大の余地は大きいものと考えられる。 

 非製造業と製造業の普及率に大きな差はみられないが、非製造業では、病院や大学など

「公共サービス」における導入率の高さが全体の導入率を引き上げており、オフィスビル

等の賃貸物件に入居していることの多い対事業所サービスや対個人サービスの導入率は

低い。 

 

図表 80 問３ 貴事業所の事業用に使用するための自家発電設備・コージェネレーションシス
テムは導入されていますか？ 

 

 

 

ある 21.1% 

ない 69.8% 

無回答 
9.1% 

N=483 



  
 106 

 

  

図表 81 産業別規模別導入状況 
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また、回答事業所の自家発電設備・コージェネレーションシステムの年間発電量は 2.81

億 kWh で、うち常用が 2.79 億 kWh（1,003TJ）となっている。これは、福岡県における

産業、および業務用途の電力消費量（2010 年度 91,159TJ）の約１％強にあたる。 
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図表 82 問４ 所有または管理している自家発電設備・コージェネレーションシステムについ
て、その年間発電量と貴事業所以外への販売・払出量をお答えください 

 

注）1.常用は非常用でない設備。非常用は非常電源（消防法）用の発電設備、予備電源（建築基準法）用の発電設備、

その他停電時等の電源用の発電設備（バックアップ用等）等。 

2. ①と②の別は定期点検以外の稼働の有無で、②は自家発電設備を保有していても、買電の経済性が高い場合に

おいても稼働がない設備などを想定 
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4.省エネ・創エネ対策の課題 

省エネ・創エネに取り組む上での課題（実施していない理由）についてみると、最も多

い回答は「省エネ、創エネにつながる設備投資の費用対効果が小さい」（44.7％）、次いで「省

エネ、創エネ対策を実施するための設備投資資金の確保が難しい」と、経済的な理由が上

位を占めている。 

従業者規模別にみると、従業者規模が「大きい事業所」と「小さい事業所」で費用対効

果が小さいとする回答率が高い。 

大規模な事業所は、これまで投資を含め省エネ・創エネ対策を実施し、すでにレバレッ

ジの効くエネルギー投資案件が残っていないためだと考えられる。小さな事業所の回答率

が高いのは、費用に対して効果のある案件を見つけられない事情があるように思われる。 

また、29 人以下の事業所については、「具体的に何をするのかわからない」、「特に理由は

ない」の回答率が高くなっている。 

 

図表 83 問 10  省エネ、創エネに取組む上での課題（実施していない理由）を下の選択肢か
ら３つまでお選びください 
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この点について、小規模事業所では省エネ、創エネ対策の実績がないためだと考えられる

が、エネルギーコストが支出全体に占めるウエイトが小さいという事情によることも考え

られる。 

総じて、大規模事業所は「省エネ投資の余地」がなく、小規模事業所は「省エネ投資を考

える余裕がない」という傾向がみてとれる。 

 

図表 84 問 10 従業員規模別回答結果 
複数回答 

 

注）従業者規模が不明の事業所による回答を除く 
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省エネ、創エネ対策を実施するための設備投資資金の確保が難し

い
31 35 59 38 12

省エネ、創エネにつながる設備投資の費用対効果が小さい 40 46 54 47 17

省エネ、創エネ対策に関する情報が少なく、判断ができない 12 5 9 10 3

省エネ、創エネ対策を実施する人材が不足している 13 21 21 19 10

省エネ、創エネ対策として、具体的に何をするのか分からない 16 3 2 3 0

その他 15 3 9 5 4

特に理由はない 11 5 4 3 3

他の経営課題の優先度が大きく、省エネ、創エネ対策を考えている余裕

がない
21.4 29.9 27.4 17.9 16.7

当事業所のエネルギーコストは、支出全体に占めるウエイトが少なく優

先順位が低い
27.1 13.8 10.6 9.5 3.3

省エネ、創エネ対策を実施するための設備投資資金の確保が難しい 22.1 40.2 52.2 45.2 40.0

省エネ、創エネにつながる設備投資の費用対効果が小さい 28.6 52.9 47.8 56.0 56.7

省エネ、創エネ対策に関する情報が少なく、判断ができない 8.6 5.7 8.0 11.9 10.0

省エネ、創エネ対策を実施する人材が不足している 9.3 24.1 18.6 22.6 33.3

省エネ、創エネ対策として、具体的に何をするのか分からない 11.4 3.4 1.8 3.6 0.0

その他 10.7 3.4 8.0 6.0 13.3

特に理由はない 7.9 5.7 3.5 3.6 10.0

140 87 113 84 30

従業者規模（人）

回

答

数

回

答

率

（

％

）

回答事業所数（N）
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5.支援制度の活用状況 

省エネ・創エネ設備の導入にあたっては、国、県、市町村の支援制度はほとんど活用さ

れておらず、実施している事業所はほぼ自己資金で導入している。比較的支援制度の活用

率が高い取組み（「エネルギー効率の高い生産設備の導入」、「太陽光発電設備の導入」）で

も、１割を下回っている。 

なお、活用されている支援制度のほとんどは国（関係機関・団体含む）の支援制度であ

り、県の支援制度は、市町村の支援制度と比べても決して高いとは言えない状況にある。 

 

図表 85 問６ 国等の支援制度の活用状況 
複数回答 N＝258 

  支援制度活用有無 

  

 

国
（関
係
機
関
・団
体
含
む
）

の
支
援
制
度
を
活
用 

県
の
支
援
制
度
を
活
用 

市
町
村
の
支
援
制
度
を
活
用 

未
活
用 

無
回
答
及
び
省
・創
エ
ネ
設
備

導
入
予
定
の
な
い
事
業
所 

省
エ
ネ
設
備
の
導
入 

エネルギー効率の高い生産設備の導入 8.1 0.0 0.0 36.0 55.8 

デマンド監視システム＇EMS（の導入 5.0 0.0 0.4 48.1 46.5 

蓄電設備の導入 1.2 0.8 1.2 22.5 76.0 

照明の LED 化 3.1 1.2 1.2 58.5 37.6 

その他 1.2 0.0 0.0 4.3 94.6 

創
エ
ネ
設
備
の
導
入 

太陽光発電設備の導入 6.2 0.8 1.9 18.6 72.5 

風力発電設備の導入 0.4 0.0 0.0 17.1 82.6 

コージェネレーションシステムの導入 4.3 0.4 0.0 20.2 75.2 

自家発電設備＇ボイラ/ディーゼル/ガスタービン発電等（導入 1.9 0.0 0.0 23.3 74.8 

その他 0.4 0.0 0.4 1.9 97.3 

車
両 

社用車を電気自動車にする 2.7 0.8 0.8 17.1 80.2 

社用車をハイブリッド車にする 2.7 0.8 0.8 32.2 65.1 

社用車を燃費の良い車にする＇電気、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ以外（ 1.2 0.0 0.0 21.7 77.1 

注）一案件に複数機関の支援制度を活用している回答があること、および四捨五入の関係で合計が 100 にならない項目
がある 
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6.支援制度の情報入手先と支援制度の効果 

支援制度の情報入手先で割合が高いのは、32.6％の「設備機器メーカー」となっており、

次いで、実際に支援制度活用先として多い、政府（国、政府系機関）からの 26.4％となっ

ている。 

先に見た通り、県の支援制度の活用は尐なかったものの、情報入手先としては、設備機器

メーカー、政府（国、政府系機関）に次いで多く、２割近くの回答率となっており、省エ

ネ・創エネに関する情報発信・流通主体としてのプレゼンスは決して低くない。 

 
図表 86 問７ 省エネ、創エネ対策に関する支援制度の情報をどこから入手されましたか？ 
 

 

 

また、支援制度がなかった場合に、省エネ、創エネ対策をしたかという問いに対して、前

述の通り、支援制度を活用している事業所が尐ないため、「支援制度がなかった場合でも、

省エネ、創エネ対策を実施・導入していた」とする回答が 84.1％を占めている。 

しかしながら、「支援制度がなかった場合には、省エネ、創エネ対策を実施しなかった」

という事業所も１割ほどに達し、支援制度がある程度の呼び水的効果を発揮しているとい

う見方もできる。 

 

32.6  

26.4  

19.4  

18.2  

15.5  

15.1  

12.0  

10.1  

2.3  

0.8  

8.5  

17.4  

0 5 10 15 20 25 30 35

設備機器メーカー 

政府（国、政府系機関） 

福岡県  

社内  

エネルギー供給事業者 

市町村 

業界他社 

ESCO事業者 

民間金融機関 

政府系金融機関 

その他 

無回答 
＇％（ 

N=258 

複数回答 
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図表 87 問８ 支援制度がなかった場合でも、省エネ、創エネ対策を実施しましたか（します
か）？ 

 

  

 

支援制度を活用しやすくするために必要な点については、「書類作成等の簡素化」、「補助

額（補助率）の増額・引き上げ」が回答率４割を超えている。 

申請にかかる労力に対する補助金の効果が低いと解釈することもでき、省エネ・創エネ投

資と同様、補助金に対しても費用対効果が気にされている状況を伺い知ることができる。 

 

図表 88 問 11  支援制度をより活用しやすくするために必要だと思う点を下の選択肢から３
つまでお選びください 

 

84.1  

10.5  

6.6  

＇％（ 

N=258 

複数回答 

制度がなくても実施 

制度無なら実施無 無回答 

44.7  

41.2  

33.5  

30.2  

25.3  

18.2  

18.2  

14.9  

2.1  

11.4  

0 10 20 30 40 50

書類作成等の簡素化 

補助額（補助率）の増額・引き上げ 

支援対象設備の拡充・多様化 

情報入手の容易さ 

支援対象事業者の規模要件の緩和 

支援対象事業者の業種範囲の拡充  

支援対象（補助対象等）期間の長期化 

募集期間の長期化 

その他 

無回答 

＇％（ 

N=483 
複数回答 
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ヒアリング結果 

 

一般社団法人省エネルギーセンター 

 

・ 民生業務部門の原単位の推移を予測することは重要なことであるが、分母をどう取るか

であり、省エネ法には規定がなく、事業者任せである。 

・ 今から 30 年前の昭和 54 年に省エネ法が施行されたが、熱管理法の側面が強い。エネル

ギーの使用効率を上昇させることが、原単位管理に繋がるという発想の基である。 

・ 1 事業所あたり 1,500kl 以上の指定事業所ごとに以前は把握しており、工場は 85～90％

以上をカバーしているため、国として原単位が把握でき、工場部門は注視しやすかった。

しかし、業務部門は 14～15％が報告義務を負うのみで、残りの 85％は把握できていな

かった。 

・ 対応策の一つとして全社単位で報告する報告義務の下限値を下げる方法が考えられる

が、行政コスト上昇というトレードオフ関係をどう判断するかという問題がある。例え

ば、コンビニエンスストアチェーンは以前であれば、1 事業所あたりで報告義務は負わ

ないので、対象に含まれていなかった。しかし、平成 22 年以降は、こうしたチェーン

ストアの加盟事業所も特定連鎖化事業者として認定されたため、業務部門のカバー率も

大幅に上昇し、50％にまでなっている。 

・ 原単位に床面積や従業者数、就業時間など何を設定するかは、各事業者が決めることで

あり、現状はバラバラである。 

・ 省エネ法も対前年比と比較することが目的である。 

・ トレンドとしては、ビル・商業施設の９割は延床面積を利用しているものが多い。原単

位の利用割合については、「エネルギー使用合理化促進基盤整備事業」に詳しい。 

・ 病院部門はこれから省エネが一番進む分野である。 

・ 予測で重要なのは業種構造が今後どう変化するかを予測することが肝である。医療設備

の省エネも進んでいるが、病院の原単位について、医療機器設備は上昇気流で LED や

ヒートポンプは下落傾向である。トータルでみて変化がどうなるかは不透明なところが

多い。 

・ 商業部門は今後郊外型のショッピングモールの広がりで大きく変わってくる。 

・ ビル内の熱は、「人間の熱」「外部からの日射」「壁からの反射」などによって構成され

るが、今後は空調でどう熱を下げるかが省エネの鍵となってくる。いろいろとコストカ

ットの手段はあるが、単純にエネルギー量を下げるだけでは、コストカットの創造性を

阻害してしまう。タスク・アンビエント照明などは最近の好例である。 

・ CANON の STOWER や PANASONIC 品川（共に品川区）やさくらデータセンター（北
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海道）が省エネ大賞を受賞している。東京都内企業は排出権取引も相まって、一生懸命

取り組みを行っている。 

・ 最新の機器を導入するだけでは、変化はない。ガラス張りの見かけのきれいなビルは省

エネビルではない。 

・ サーバー関係でデータセンターの大幅な普及が今後は予想される。事業所にも１台のデ

ータセンターを抱える。 

・ データセンターの省エネ対策は空冷を水冷に変更したりなどであるが、今後は熱をどう

放出するかについて技術的な側面から対策が講じられるだろう。 

・ データセンターの増加と省エネルギー技術の向上、どちらが早いスピードかによって、

データセンター分野のエネルギー需要は変わってくる。 

・ データセンターは落雷対策のため、電圧を一定にする CVCF という装置を導入している。

また、バックアップのため、２台導入することになる。24 時間 365 日稼働させる必要が

あり、エネルギー需要の面ではかなり消費する部分である。 

・ 尐子高齢化によって、エネルギー需要は増えるだろう。それは、高齢者の方が他世代よ

りもエネルギー利用が多いことは明らかである。また、核家族化が相まって、人口は減

尐しているものの、世帯数は増加している。世帯が増えれば、最低利用するエネルギー

の下限は積み増されていくので、仮に人口が変化しなくても、世帯数の増加はエネルギ

ー需要の増大につながる。 

・ 製造業の中小企業部門はエネルギー利用がジャブジャブの状態なので、省エネルギー技

術導入の余地・エネルギー需要削減の余地は大いにある。しかし、不景気時にコストカ

ットによって不採算部門として一番に検討されるのが製造部門の間接部門にあたる省

エネ部門である。そのため、技術者がおらず、省エネに目が行き届かなくなっている。 

・ また、製造業の場合には、景気が良くなると省エネをする動機が薄まり、景気が悪くな

るとコストカットに付随して省エネが進むという二律背反的な特徴がある。 

・ 今後はコンビナート事故が増えるかもしれない。多くのコンビナートは 1950～1960 年

に建設された。１基 400 億円のコークス炉は寿命が 30 年であり、現在、延命のために

更新投資を行っているが、補修費はどんどん削られている。そのため、1980 年代後半か

らコンビナート建設ラッシュが続いた韓国の方が素晴らしいコンビナートを有してい

るが、原単位については日本の方が韓国より良い。そこに日本の省エネ技術の素晴らし

さがある。 
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一般社団法人 日本鉄鋼連盟 

 

省エネ、エネルギー原単位の目標値について 

・（１年前、政府審議会で提出した資料をもとに説明）2012 年度は 1990 年度比で最終エネ

ルギー消費量 10％削減を目標とした。 

・基本、エネルギー原単位は稼働率（その代用系列である粗鋼生産量）によって変動する。

なので、リーマンショックで稼働率が低下した 2008 年は原単位が急上昇した。また 2011

年度も東日本大震災の影響を受けた設備（副生ガスを貯めておくタンクの破損）があった

影響で安定的な操業が叶わなかったことや電力が足りなかったことから、自家発電設備の

エネルギー原単位が上昇している。 

 

これまでの省エネ対策と今後の（原単位の）見通しについて 

・原単位は設備の稼働率に連動すると言ったが、もちろん、長期的にみれば専ら稼働率に

連動するというわけではない。実際、1990 年（粗鋼生産量 105 百万 t）と 2003 年の粗鋼

生産量はほぼ同水準だが、この間、原単位は１割程度低下している。つまり、鉄鋼各社の

省エネ対策により原単位が低下してきた側面も大きいのである。 

・1971 年から 1990 年にかけての 20 年間、鉄鋼各社では環境・省エネ対策として、累計で

約３兆円もの設備投資を行って、省エネを 20％達成した。そして、続く 1991 年から 2010

年にかけての 20年間で 1.7兆円の設備投資を行ない、約 10％の省エネを目標としている（ほ

ぼ実現できる見込み）。 

・主要な省エネ投資は、CDQ（コークス炉乾式消火設備）への新設と TRT（高炉炉頂圧発

電）の増強が主。CDQ はコークスを水で冷やしていたものを窒素で冷やすことで生まれる

高い温度の熱エネルギーを回収し、電力用などに利用する設備。TRT は高炉で発生するガ

スの圧力でタービンを回し発電する装置で、すでに普及率は CDQ が 93％。TRT は 100％

であり、やれることはすでにやりつくしている状態にある。（なお、CDQ の残り７％は化

学工業に属する企業でコークスを生産している事業所による） 

・省エネ関連設備はすでに普及が進んでいるため、設備の更新に合わせて行われる投資で

ある。なので、省エネの進行は設備の進化・高度化に依存するため、今後は大幅な省エネ

は見込めない。設備投資を伴わない省エネ対策としてはコークスや石炭の代わりに廃プラ

スチックを使うなどが挙げられる。鉄鋼メーカーのリサイクルはいわゆる“ケミカルリサ

イクル”に属するものであるが、近年、とくに九州ではエコタウンがあるため、廃プラス

チックがマテリアルリサイクルに回る割合が高く、利用度は高くない。 
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低炭素社会実行計画（2013～2020）の推進と原単位の目標・見通し 

・鉄鋼製造プロセスで 2020 年 BAU 比（「特段の対策のない自然体ケース（Business as 

usual）」比）で 500 万トンの CO2削減を目標にしている。ただ、この 500 万トン削減には

１兆円の投資を必要とすると見込まれることから、かつての省エネ投資と比べ投資効率は

１/2～１/３程度に低下する。 

・原単位ベースでは、2020 年まではほとんど現在と一定とみてよいだろう。今、想定され

ている以上の革新的な技術は現れないと見込まれるため。2030 年については革新的な技術

が現れる可能性がある（水素による鉄鉱石の還元と高炉ガスからの CO2分離回収）。ただし、

ロードマップとしては 2030 年ごろまでに１号機の実機化（条件付き）であるため、2030

年も大きく変わることはないだろう。 

・もちろん、設備更新のたびに、設備は高効率なものに置き換えられる。しかし、一方で、

製品の高付加価値化を進めざるをえない。これは工程が増えることを意味し、その分だけ、

増エネ要因となる。この点も考慮すれば、設備の更新がなされたとしても原単位を一定に

維持することさえ困難で、いわゆる、すでに“乾いたぞうきん”状態である。 
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一般社団法人 日本化学工業協会 

 

エネルギー原単位の変動要因について 

・化学工業はバウンダリーが広い（＝サプライチェーンが複雑多岐）。上流は石油精製で、

その石油のナフサを、石油化学メーカーがオレフィン等の石油化学製品を生産し、ポリプ

ロピレンやポリエチレン、フェノールやカプロラクタムなどの基礎化学品が作られる。さ

らにその基礎化学品から化学繊維や車のバンパーなどに使う合成樹脂など「機能性化学品」

と呼ばれる一群がある。このほかにもゴムやプラスチックなども広義の化学に含まれる。 

・このような業種であるため、ことなる単位で活動量を把握していることから“化学”工

業のエネルギー原単位というものは算定不可能。ただし、自主行動計画参加企業・団体（会

員企業 196 社）が作成した原単位を合成し、原単位の推移のみを公表している。 

・ただし、原単位の分母を金額とした想定なら可能だし、比較的容易かもしれない。 

・原単位はほぼ設備の稼働率にリンクしているといってよい。昨今の推移をみると、2007

年まで一貫して低下しているが、リーマンショックにより稼働率が低下したために 08 年に

は一時的に上昇した。最終エネルギー消費量と生産量をグラフにプロットすると、生産量

に比例して増加する最終エネルギー消費量と生産量の多寡とは無関係な固定的な最終エネ

ルギー消費がある。稼働率が落ちれば当然ながら固定部分のウエイトが大きくなり、原単

位が上がることになる。 

・また、原単位の上昇要因としては高付加価値化（高機能化）による工程の増加や生産品

目の変化。ただし、これは量を原単位の分母として考えた場合。金額としてみれば、高機

能化によって数量１単位当たりの金額が上昇するため、原単位の低下要因となる。 

・もちろん、業界として省エネ投資を続けてきたため長期的には原単位は低下しているが、

ここ 10 数年はほぼ一定。つまり、省エネは飽和状態にあるので、もっぱら稼働率とリンク

する部分が高まっている。 

・ここでいう「その他」には広義の化学の分が入っている。 

 

今後のエネルギー原単位の見通し 

・このところの省エネ投資と最終エネルギー消費削減量の関係をみると、それまでほぼパ

ラレルに推移していた投資額と削減効果が、2008 年当たりからかい離しており、ここ数年

は投資の増加に対し、削減効果はほとんどゼロの状態。このような状況から、当業界とし

て、2020 年まで省エネ投資の投資効率はほとんどゼロになるとみている。 

・とにかく、生産工程での原単位低減はすでに限界である。というのも、化学は化石燃料

を燃料として使用する量より原料として使用する量のほうが大きいため。 

・省エネ、CO2 削減という観点からは、国内でできることは限られている。業界としては

“地球環境”という観点から、国外への技術移転による省エネを進めるほかない。 
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・また、当業界では、いわゆるセクター別の原単位ではなく、生産した製品の省エネ貢献

分を織り込んだ、バリューチェーンによる省エネを目標値としていきたいと、各方面へ働

きかけている。なぜなら、“化学”というセクター、つまり化学製品の生産過程でのさらな

る省エネは不可能だと判断しているため。一方で、セクターによってこれ以上の省エネを

進めなければ、批判の矢面にさらされる。しかし、省エネへの貢献を化学工業が行ってい

ないわけでは決してない。いわゆる省エネに資する代表的な環境配慮型製品である断熱材

や LED などの生産は化学業界が作り出す部材に拠って立つもの。リチウムイオン電池だっ

てそうである。 

・当業界では、CO2 削減を進める手法として欧州で採用されているキャップを被せる方法

に断固として反対している。キャップというのは排出枠を各業界、企業に割り当て、それ

を超える CO2排出（＝最終エネルギー消費、生産活動）を認めないというものだが、もし、

その業界や企業が省エネに資する製品を生産していたとしたらどうだろう？さらに、その

キャップによって削減される CO2 より、省エネ製品の生産が減尐することによって増加す

る CO2 が多かったらどうだろう？ここに反対する理由があるし、当業界が、セクターでな

くバリューチェーン全体で CO2削減量を見るべきと主張する理由がここにある。 

 

革新的な技術開発による省エネの可能性 

・よく尋ねられるのだが、当業界では 2020 年まで、このような要因による原単位低下効果

はゼロと回答している。2030 年まで延長すればわからないが。ただし、省エネに資する技

術開発はすでにリスト化され、ロードマップまで出来上がってはいる。そして、各社とも

現実に研究しているのだが、①経済性の問題、②技術的な問題、③需要の長期見通しが不

透明といった理由から、具体化しない（ものになっていない）。 

・とくに③についは、装置産業特有の問題だろう。投資の判断は 20～30 年の需要見通しが

立たなければできない。そのような見通しを今の日本で立てられるだろうか？技術的に可

能になったとしても、実際に企業がそのような生産工程をがらりと変える投資を行うかは

別問題である。 

 

今後の国内における生産状況 

・活動量については、当団体が算定している「低炭素社会実行計画」BAU 削減量目標設定

のベースとしている活動量の系列を参考にするとよい。 

・活動量という点でいえば、ここまで国内市場が停滞し、電気料金が高くなれば、海外へ

の生産拠点の移転ということを考慮せざるをえない。2020 年までは、もう間がないので、

大きな変化はないだろうが、上流部分（エチレン）は「空洞化やむを得ず」という議論も

ある。一方、機能性化学品については比較的残るだろうが、あくまで“比較的”というレ

ベル。上流が海外にいけば、早晩、下流部分も海外移転が進む。わざわざ原材料を輸入し

て…ということは考えにくいであろう。 
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・その他、生産動向はエネルギーの状況の変化（シェールガス革命と国内の原発停止）や

外需の動向（外需のほどんどは中国）にも影響を受ける。なお、中国は、昨今、明白に成

長率が屈折している。10％程度あった成長率は８％を下回る水準になっている。中国の成

長率が７％台だと、日本にとっては厳しい。 
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一般社団法人 日本自動車工業会 

 

原単位の推移とその変動要因について 

・原単位の分母は生産額（出荷額ベース）を採っている。これは、自動車の種類が商用車

から乗用車（軽自動車）まで多岐にわたり、それにより車両の重量が大きく異なることや、

部品を製造する企業等があるため、物量ベースで単位を統一することに無理があるため。 

・自動車工業のエネルギー供給源の５割は電力。ほか都市ガスによるコージェネで動力・

熱源を得ている。重油などはほとんど使用していないはずである。 

・原単位は 1996 年（図示された最初の年度）から 2007 年まで、一貫して低下している。

これは生産量が増えた（分母が増加した）ことによるものである。その後は、2012 年度ま

でほぼ一定。2008～10 年度はリーマンショックによる生産台数の大減尐で、分母となる活

動量が停滞したため CO2排出原単位の低下傾向がストップ。また、2011 年度以降は活動量

こそ回復したが、電力部門の実排出係数（エネルギーの場合は、発電に要する燃料構成）

が大きく変化したため（原子力発電の停止）、CO2排出原単位が上昇した。 

 

低炭素実行社会計画目標について 

・前述のように、電力がエネルギー需要の大半を占めるが、この目標値設定に際して使用

した排出係数は震災前に電力事業連合会から公表された数値（2005）であるため、二酸化

炭素の排出量については、暫定値という扱いとなっている。経団連では、電力供給体制が

ある程度、確立すると考えられる 2016 年度に大幅に見直すという方針を採っている。 

・数値を作るにあたって、不透明な部分が多い。次世代自動車の普及は目標に織り込んで

おり、2020 年時点での普及率は 18％としている。これは資源エネルギー庁が出した将来の

燃費基準の想定時に使用したハイブリットカーの普及率 18％を用いている。ただ、ハイブ

リットカーの普及が自動車の生産工程におけるエネルギー負荷にどの程度影響があるかが

わからない。 

・ハイブリットカーの生産はガソリン車の生産工程と比べ、エネルギー負荷が高いことは

明白。というのも、ハイブリットカーの場合、エンジンだけでなくモーターやバッテリー

も生産する必要があるため。単純に部品点数が多いので、それだけ工程も多くなる。トヨ

タがＨＰ上で公表している数値としては、生産工程で CO2排出量が 20％増加するが、ハイ

ブリッドカーの普及により川下のところで 60％低減するため、差し引き 40％の CO2 削減

効果があると言っている。 

・なお、次世代自動車の普及に関し、その他にオーソライズされている予測値は次世代自

動車戦略で示されている２通りの値。ケース１は民間努力（トレンド）による予測。ケー

ス２は次世代自動車の普及を政府が後押しする場合の予測値。前者が 2020 年度時点で 10

～20％、後者が 20～30％となっている。 
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燃料電池自動車について 

・燃料電池自動車は、この実行計画の数値には織り込んでいない。というのも、2020 年度

までの本格的普及は難しいとみているため。ちなみに、次世代自動車戦略では 2020 年度時

点で１％程度となっている。 

・2020 年度までに技術的には確立していてメーカーとしては本格投入したいと考えている

だろう。制約となるのは、水素の供給体制。水素ステーションでは水素を非常に高い圧力

で圧縮することが必要となるが、そのような圧縮機能を備えたステーションを整備するに

は約２億円を要する。このような莫大な初期投資が必要なため、ガソリンスタンドのよう

に民間事業者の参入は困難であり、今のところ、公共が関与せざるを得ない状況。このハ

ードルは高い。 

 

運輸部門への貢献について 

・鉄鋼業界や化学業界など素材系から、サプライチェーン全体で、業界の削減目標を立て

る（ライフ・サイクル・アセスメント（LCA）：セクター別の原単位ではなく、生産した製

品の省エネ貢献分を織り込んだバリューチェーン全体の省エネ）べきという議論もある。

実際、化学業界ではそのような計算方法で試算しているが、素材のユーザーから言えば、「素

材を軽量化したから何％削減できる」という試算は尐し乱暴。一方で、安全基準があるた

め、「軽い素材ができました、はい、採用」というわけにはいかない。 

・また、例えば、運輸部門の CO2 削減についても車両の燃費効率の向上によって貢献して

いる分もあれば、社会インフラ等の情報化や乗用車の普及率など社会環境の変化による貢

献もあり、何がどの産業の貢献によるものかを切り分けるのも極めて難しい。 

 

その他 

・縦軸に平均燃費、横軸に販売車両の平均重量をとったグラフは自動車工業会の環境レポ

ートが出所。このところ、折れ線グラフは垂直方向へ上向きにある。次世代自動車の普及

はもちろん、ガソリン車自体の重量当たりの燃費も急速に向上していることが、この要因。 
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【御社・ご記入者について】 

企業／事業所名 
                         従業員数 

 
          名 

所在地 
〒 

調査票記入担当者 

（所属）              （氏名） 

（連絡先）℡                  Fax 

     E-mail  

本調査では、貴事業所の状況についてお答えください。（企業単位の調査ではありません） 

Ⅰ 貴事業所におけるエネルギーの消費動向について                                 

 

問１ 貴事業所の年間購入電力量をお答えください。 

 なお、購入した電力のうち、共同受電等による『貴事業所』以外への販売・払出量

は除いてください。 
 単位 （〇で囲む） 年間消費量計 （または金額計） 

（記入例） 年間購入電力（買電）量 ｋWh    円 ８,０００ 
 

記入欄 
  

年間購入電力（買電）量 ｋWh    円  

 

問２ 貴事業所の事業活動での年間燃料消費量（または金額）をご記入ください。 

 単位 （〇で囲む） 年間消費量計 （または金額計） 

（記入例）    ガソリン ㍑    円 ３５,０００ 
 
記入欄   

事
業
所
内
利
用 

都市ガス（天然ガス） m3    円  

LPガス（LPG、プロパンガス） ㌧   m3   円  

灯油 ㍑    円  

A重油 ㍑    円  

軽油 ㍑    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
 

発
電
設
備
・ 

コ
ジ
ェ
ネ
設
備
用 

A重油 ㍑    円  

都市ガス（天然ガス） m3    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
 

一
般
道
路
を
走
行

す
る
車
両
用 

（
自
動
車
・
ト
ラ
ッ
ク
等
） 

ガソリン ㍑    円  

軽油 ㍑    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
 

アンケート記入票 

Ⅰ 貴事業所におけるエネルギーの消費動向について                                 

 

問１ 貴事業所の年間購入電力量をお答えください。 

 なお、購入した電力のうち、共同受電等による『貴事業所』以外への販売・払出量

は除いてください。 
 単位 （〇で囲む） 年間消費量計 （または金額計） 

（記入例） 年間購入電力（買電）量 ｋWh    円 ８,０００ 
 

記入欄 
  

年間購入電力（買電）量 ｋWh    円  

 

問２ 貴事業所の事業活動での年間燃料消費量（または金額）をご記入ください。 

 単位 （〇で囲む） 年間消費量計 （または金額計） 

（記入例）    ガソリン ㍑    円 ３５,０００ 
 
記入欄   

事
業
所
内
利
用 

都市ガス（天然ガス） m3    円  

LPガス（LPG、プロパンガス） ㌧   m3   円  

灯油 ㍑    円  

A重油 ㍑    円  

軽油 ㍑    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
 

発
電
設
備
・ 

コ
ジ
ェ
ネ
設
備
用 

A重油 ㍑    円  

都市ガス（天然ガス） m3    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
 

一
般
道
路
を
走
行

す
る
車
両
用 

（自
動
車
・ト
ラ
ッ
ク
等
） 

ガソリン ㍑    円  

軽油 ㍑    円  

その他 

→燃料名記入 （           ） 

（単位記入） 
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問３貴事業所の事業用に使用するための自家発電設備・コージェネレーションシステム 

は導入されていますか？ 

 

問４ 所有または管理している自家発電設備・コージェネレーションシステムについて、

その年間発電量と貴事業所以外への販売・払出量をお答えください。 

 

 

Ⅱ 貴事業所における省エネ・創エネの取組み状況について  

問５ 貴事業所における、省エネ（設備導入，ソフト面の対策）、創エネ対策（太陽光発電，風

力発電，コージェネレーションシステム，自家発電等の導入）の実施状況（実施予定）につ

いてお答えください。 

 

  

1.ある   2.ない 

 問４へ             問５へ（問４の回答は不要です）  

 

稼働状況 
（下記の

選択肢番号
を記入） 

単位 年間発電量計 

 

うち貴事業所以外へ
の販売・払出量 

（記入例）太陽光発電 ① ｋWh 500 400 
 
記入欄 

 
   

太陽光発電設備の導入  ｋWh   

風力発電設備の導入  ｋWh   

ボイラ発電 

（汽力発電） 

液体燃料  ｋWh   

天然ガス  ｋWh   

その他（      ）  ｋWh   

ディーゼル・ 

ガスタービン 

等発電 

液体燃料  ｋWh   

天然ガス  ｋWh   

その他（      ）  ｋWh   

コージェネ 

レーション 

システム 

液体燃料  ｋWh   

天然ガス  ｋWh   

その他（      ）  ｋWh   

その他の発電 

→具体的に（            ） 

 
ｋWh 

  

 
稼働状況の選択肢 

①常用（稼働あり） 

②常用（定期点検のみ、または１年に一度も稼働なし） 

③非常用 

 

1. 対策実施（設備導入）済み 

2. 対策実施（設備導入）を検討中 

3. 対策実施（設備導入）の予定なし 

4. 未検討 



  
 125 

 

  

 
 
 
 

設備導入･ 

実施状況 

※1 

国等の支援

制度の活用

状況 ※2  

支援制度の内容 ※3

（注）選択肢８を選ばれ

た場合は、その内容を

ご記入ください 

省
エ
ネ
設
備
の
導
入 

エネルギー効率の高い生産設備の導入    

デマンド監視システム（エネルギーマネジメントシステ

ム）の導入 
   

蓄電設備の導入    

照明の LED 化    

その他（                    ）    

創
エ
ネ
設
備
の
導
入 

太陽光発電設備の導入    

風力発電設備の導入    

コージェネレーションシステムの導入    

自家発電設備（ボイラ発電・ディーゼル発電・ガスター

ビン発電等）の導入 
   

その他（                   ）    

車
両 

社用車を電気自動車にする    

社用車をハイブリッド車にする    

社用車を燃費の良い車にする（電気、ハイブリッド以外）    

ソ
フ
ト
面
の
対
策 

冷暖房温度の徹底管理    

廃熱の有効利用    

エレベーターの使用制限    

照明点灯数の調整、点灯時間の制限    

操業時間、勤務時間の変更    

 

 

  

※１「省エネ、創エネ」に関わる導入・実施状況の選択肢番号 

1. 導入（実施）済み    2. 導入中（一部実施済み）  

3. 導入（実施）を検討中    4. 導入（実施）の予定なし     5. 未検討（不明） 

※２「支援制度活用の有無」に関する選択肢番号 

1. 国（関係機関・団体含む）の支援制度を活用     2. 県の支援制度を活用    

3. 市町村の支援制度を活用 4. 未活用 

※３「支援制度の内容」に関する選択肢番号 

1. 再生エネルギー固定価格買取制度 2. 買取制度以外の補助・助成  

3. 低利融資・利子補給 4. 債務保証 5. リース・割賦・貸与 

6. 税制優遇 7. 情報提供（省エネ診断など） 8. その他（      ） 

問７ 省エネ、創エネ対策に関する支援制度の情報をどこから入手されましたか？ 

（○はいくつでも可） 

1. 政府（国、政府系機関） 2. 福岡県 3. 市町村 

4. 業界他社 5. 設備機器メーカー 6. 政府系金融機関 

7. 民間金融機関 8. エネルギー供給事業者 9. ESCO 事業者 

10. 社内 11. その他（                    ） 

問８支援制度がなかった場合でも、省エネ、創エネ対策を実施しましたか（しますか）？ 

1. 支援制度がなかった場合でも、省エネ、創エネ対策を実施・導入していた（実施する） 

2. 支援制度がなかった場合には、省エネ、創エネ対策を実施しなかった（実施しない） 

問６ 貴事業所における省エネ、創エネ対策の具体的な実施状況（実施予定）について 
お答えください。（下記の選択肢番号から回答をお願いします。） 
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Ⅲ 貴事業所における省エネ・創エネの今後の取組み予定について  

問９ 貴事業所における、10年後・20年後の省エネ、創エネの可能性・実現性 

（下記Ⅰ，Ⅱ）について、あてはまるものに〇をつけてください。 

なお、省エネの可能性については、エネルギー原単位 

（＝エネルギー使用量／生産額・売上高、従業者数、建物床面積等）を想定し、 

お答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ.おおよそ 10 年後 Ⅱ.おおよそ 20 年後 

1. 業界平均を上回る取組みが可能 1. 業界平均を上回る取組みが可能 

2. 業界平均並み程度の取組みが可能 2. 業界平均並み程度の取組みが可能 

3. 業界平均並みの取組みは難しい 3. 業界平均並みの取組みは難しい 

問 10  省エネ、創エネに取組む上での課題（実施していない理由）を下の選択肢から   

３つまでお選びください 

1. 他の経営課題の優先度が大きく、省エネ、創エネ対策を考えている余裕がない 

2. 当事業所のエネルギーコストは、支出全体に占めるウエイトが尐なく優先順位が低い 

3. 省エネ、創エネ対策を実施するための設備投資資金の確保が難しい 

4. 省エネ、創エネにつながる設備投資の費用対効果が小さい 

5. 省エネ、創エネ対策に関する情報が尐なく、判断ができない 

6. 省エネ、創エネ対策を実施する人材が不足している 

7. 省エネ、創エネ対策として、具体的に何をするのか分からない 

8. その他（                                ） 

9. 特に理由はない 

問 11  支援制度をより活用しやすくするために必要だと思う点を下の選択肢から３つ  
までお選びください 

1. 支援対象事業者の業種範囲の拡充    2. 支援対象事業者の規模要件の緩和 

3. 支援対象設備の拡充・多様化     4. 書類作成等の簡素化 

5. 情報入手の容易さ 6. 募集期間の長期化 

7. 支援対象（補助対象等）期間の長期化 8. 補助額（補助率）の増額・引き上げ  

9. その他（                                  ） 

 

 ご協力ありがとうございました 
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Ⅰ 貴事業所におけるエネルギーの消費動向について 
 
問３ 貴事業所の事業用に使用するための自家発電設備・コージェネレーションシステム 
は導入されていますか？ 

 

Ⅱ 貴事業所における省エネ・創エネの取組み状況について        

問５ 貴事業所における、省エネ（設備導入〃ソフト面の対策）、創エネ対策（太陽光発電〃
風力発電〃コージェネレーションシステム〃自家発電等の導入）の実施状況（実施予定）
についてお答えください。 

 

問７ 省エネ、創エネ対策に関する支援制度の情報をどこから入手されましたか？ 
（○はいくつでも可） 

 

複数回答のため構成比は 100％にならない  

実数 構成比＇％（
無回答除・

構成比＇％（

1 ある 102 21.1 23.2

2 ない 337 69.8 76.8

無回答 44 9.1 -

計 483 100.0 -

無回答除く計 439 - 100.0

実数 構成比＇％（
無回答除・
構成比＇％（

1 対策実施＇設備導入（済み 185 38.3 42.8

2 対策実施＇設備導入（を検討

中
73 15.1 16.9

3 対策実施＇設備導入（の予定

なし
103 21.3 23.8

4 未検討 71 14.7 16.4
無回答 51 10.6 -

計 483 100.0 -

無回答除く計 432 - 100.0

実数 構成比＇％（
無回答除・

構成比＇％（

1 政府＇国、政府系機関（ 68 26.4 31.9

2 福岡県 50 19.4 23.5

3 市町村 39 15.1 18.3

4 業界他社 31 12.0 14.6

5 設備機器メーカー 84 32.6 39.4

6 政府系金融機関 2 0.8 0.9

7 民間金融機関 6 2.3 2.8

8 エネルギー供給事業者 40 15.5 18.8

9 ESCO事業者 26 10.1 12.2

10 社内 47 18.2 22.1

11 その他 22 8.5 10.3

無回答 45 17.4 -
計 258 178.3 -

無回答除く計 213 - 194.8
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問８ 支援制度がなかった場合でも、省エネ、創エネ対策を実施しましたか（しますか）？ 

 
一部の事業所で複数回答があったため、回答数の合計と表中の計は一致しない 

Ⅲ 貴事業所における省エネ・創エネの今後の取組み予定について 

問９ 貴事業所における、10 年後・20 年後の省エネ、創エネの可能性・実現性 
（下記Ⅰ〃Ⅱ）について、あてはまるものに〇をつけてください。 
なお、省エネの可能性については、エネルギー原単位（＝エネルギー使用量／生産額・ 
売上高、従業者数、建物床面積等）を想定し、お答えください。 
 
実数 

 

 

構成比（無回答含む） 

  

実数 構成比＇％（
無回答除・
構成比＇％（

1 支援制度がなかった場合で

も、省エネ、創エネ対策を実

施・導入していた＇実施する（

217 84.1 90.0

2 支援制度がなかった場合に

は、省エネ、創エネ対策を実

施しなかった＇実施しない（

27 10.5 11.2

無回答 17 6.6 -

計 258 101.2 -

無回答除く計 241 - 101.2

Ⅰ.おおよそ

10年後

Ⅱ.おおよそ

20年後

1
業界平均を上回る取組みが

可能
45 42

2
業界平均並み程度の取組み

が可能
285 279

3
業界平均並みの取組みは難
しい

86 79

無回答 67 83

計 483 483
無回答除く計 416 400

Ⅰ.おおよそ

10年後

Ⅱ.おおよそ

20年後

1
業界平均を上回る取組みが
可能

9.3 8.7

2
業界平均並み程度の取組み

が可能
59.0 57.8

3
業界平均並みの取組みは難
しい

17.8 16.4

無回答 13.9 17.2
計 100.0 100.0
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問 10 省エネ、創エネに取組む上での課題（実施していない理由）を下の選択肢から 
３つまでお選びください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
複数回答のため構成比は 100％にならない 

  



  
 130 

 

  

問 11  支援制度をより活用しやすくするために必要だと思う点を下の選択肢から３つ 
までお選びください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

複数回答のため構成比は 100％にならない 

 

実数 構成比＇％（
無回答除・
構成比＇％（

1 支援対象事業者の業種範囲
の拡充

88 18.2 20.6

2 支援対象事業者の規模要件
の緩和

122 25.3 28.5

3 支援対象設備の拡充・多様
化

162 33.5 37.9

4
書類作成等の簡素化 216 44.7 50.5

5
情報入手の容易さ 146 30.2 34.1

6
募集期間の長期化 72 14.9 16.8

7 支援対象＇補助対象等（期間
の長期化

88 18.2 20.6

8 補助額＇補助率（の増額・引
き上げ

199 41.2 46.5

9 その他 10 2.1 2.3
無回答 55 11.4 -
計 483 239.8 -
無回答除く計 428 - 257.7
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注）福岡県計、および産業・業種・部門計等は本業務で推計した４地域別産業・部門別のエネルギー消費量を合計した値であるため、四捨五入の関係で資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」による数値と異なる箇所がある。 

2010 実績推計（１/２）

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 98,553 144,006 8,869 43,746 1,327 134,917 13,028 228,592 4,528 677,566 444,446 100.0

北九州地域 92,393 54,785 8,370 12,482 1,232 52,725 6,706 87,465 2,407 318,565 228,693 47.0

福岡地域 1,672 58,005 114 22,363 14 54,163 2,902 93,059 1,083 233,375 139,233 34.4

筑後地域 3,757 20,928 330 6,281 74 19,021 2,339 32,581 682 85,993 52,730 12.7

筑豊地域 731 10,288 55 2,620 7 9,008 1,081 15,487 356 39,633 23,790 5.8

産業 福岡県計 97,727 38,646 8,869 4,618 1,327 44,235 12,361 70,883 4,166 282,832 207,783 100.0

北九州地域 92,155 26,510 8,370 2,050 1,232 28,485 6,531 45,309 2,312 212,954 165,333 75.3

福岡地域 1,297 6,091 114 1,416 14 9,061 2,558 14,621 897 36,069 20,551 12.8

筑後地域 3,622 4,713 330 784 74 5,021 2,242 8,234 629 25,649 16,786 9.1

筑豊地域 653 1,332 55 368 7 1,668 1,030 2,719 328 8,160 5,113 2.9

農林水産業 福岡県計 0 4,417 0 10 0 677 0 1,177 0 6,281 5,104 100.0

北九州地域 0 567 0 1 0 87 0 151 0 806 655 12.8

福岡地域 0 1,313 0 4 0 201 0 350 0 1,868 1,518 29.7

筑後地域 0 2,171 0 5 0 333 0 578 0 3,087 2,509 49.1

筑豊地域 0 366 0 0 0 56 0 98 0 520 422 8.3

建設業･鉱業 福岡県計 17 5,538 0 1,135 0 1,510 0 2,626 0 10,826 8,200 100.0

北九州地域 4 1,487 0 305 0 406 0 705 0 2,907 2,202 26.9

福岡地域 8 2,689 0 551 0 733 0 1,275 0 5,256 3,981 48.5

筑後地域 3 863 0 177 0 235 0 409 0 1,687 1,278 15.6

筑豊地域 2 499 0 102 0 136 0 237 0 976 739 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 7,639 2,006 590 0 0 3,279 4,794 6,608 956 25,872 18,308 100.0

北九州地域 6,911 1,814 534 0 0 2,100 2,449 4,233 488 18,529 13,808 71.6

福岡地域 269 71 21 0 0 190 542 382 108 1,583 1,093 6.1

筑後地域 170 45 13 0 0 820 1,339 1,653 267 4,307 2,387 16.6

筑豊地域 289 76 22 0 0 169 464 340 93 1,453 1,020 5.6

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 90,071 21,632 8,279 23 1,327 21,810 4,464 37,423 2,228 187,257 147,606 100.0

北九州地域 85,258 20,477 7,836 22 1,232 20,767 3,611 35,633 1,802 176,638 139,203 94.3

福岡地域 1,008 242 93 0 14 348 257 596 128 2,686 1,962 1.4

筑後地域 3,445 827 317 1 74 551 322 946 161 6,644 5,537 3.5

筑豊地域 360 86 33 0 7 144 274 248 137 1,289 904 0.7

機械 福岡県計 0 383 0 1,474 0 2,411 0 4,212 0 8,480 4,268 100.0

北九州地域 0 234 0 903 0 1,320 0 2,306 0 4,763 2,457 56.2

福岡地域 0 33 0 125 0 405 0 708 0 1,271 563 15.0

筑後地域 0 76 0 292 0 543 0 949 0 1,860 911 21.9

筑豊地域 0 40 0 154 0 143 0 249 0 586 337 6.9

重複補正 福岡県計 -33 -14 0 0 0 -81 -536 -7,133 -523 -8,320 -664 100.0

北九州地域 -32 -10 0 0 0 -52 -283 -4,566 -290 -5,233 -377 62.9

福岡地域 0 -2 0 0 0 -17 -111 -1,474 -113 -1,717 -130 20.6

筑後地域 -1 -2 0 0 0 -9 -97 -824 -79 -1,012 -109 12.2

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -45 -269 -41 -358 -48 4.3

他業種･中小製造業 福岡県計 33 4,684 0 1,976 0 14,629 3,639 25,970 1,505 52,436 24,961 100.0

北九州地域 14 1,941 0 819 0 3,857 754 6,847 312 14,544 7,385 27.7

福岡地域 12 1,745 0 736 0 7,201 1,870 12,784 774 25,122 11,564 47.9

筑後地域 5 733 0 309 0 2,548 678 4,523 280 9,076 4,273 17.3

筑豊地域 2 265 0 112 0 1,023 337 1,816 139 3,694 1,739 7.0

地域別

構成

（％）

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用

ｴﾈﾙｷﾞｰ（TJ）
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注）福岡県計、および産業・業種・部門計等は本業務で推計した４地域別産業・部門別のエネルギー消費量を合計した値であるため、四捨五入の関係で資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」による数値と異なる箇所がある。 

 

 

 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 826 57,286 0 39,128 0 90,682 667 157,709 362 346,660 188,589 100.0

北九州地域 238 15,751 0 10,432 0 24,240 175 42,156 95 93,087 50,836 26.9

福岡地域 375 28,262 0 20,947 0 45,102 344 78,438 186 173,654 95,030 50.1

筑後地域 135 8,703 0 5,497 0 14,000 97 24,347 53 52,832 28,432 15.2

筑豊地域 78 4,570 0 2,252 0 7,340 51 12,768 28 27,087 14,291 7.8

家庭 福岡県計 0 19,814 0 10,597 0 43,758 0 76,100 0 150,269 74,169 100.0

北九州地域 0 5,212 0 2,741 0 11,362 0 19,759 0 39,074 19,315 26.0

福岡地域 0 9,542 0 5,166 0 21,395 0 37,209 0 73,312 36,103 48.8

筑後地域 0 3,296 0 1,771 0 7,211 0 12,540 0 24,818 12,278 16.5

筑豊地域 0 1,764 0 919 0 3,790 0 6,592 0 13,065 6,473 8.7

業務他 福岡県計 826 37,472 0 28,531 0 46,924 667 81,609 362 196,391 114,420 100.0

北九州地域 238 10,539 0 7,691 0 12,878 175 22,397 95 54,013 31,521 27.5

福岡地域 375 18,720 0 15,781 0 23,707 344 41,229 186 100,342 58,927 51.1

筑後地域 135 5,407 0 3,726 0 6,789 97 11,807 53 28,014 16,154 14.3

筑豊地域 78 2,806 0 1,333 0 3,550 51 6,176 28 14,022 7,818 7.1

水道廃棄物 福岡県計 55 5,748 0 767 0 4,782 0 8,315 0 19,667 11,352 100.0

北九州地域 29 2,174 0 391 0 1,790 0 3,113 0 7,497 4,384 38.1

福岡地域 15 2,818 0 248 0 2,283 0 3,970 0 9,334 5,364 47.5

筑後地域 8 590 0 102 0 525 0 912 0 2,137 1,225 10.9

筑豊地域 3 166 0 26 0 184 0 320 0 699 379 3.6

福岡県計 216 20,469 0 20,988 0 28,380 447 49,356 243 120,099 70,500 100.0

北九州地域 56 5,284 0 5,458 0 7,327 116 12,742 63 31,046 18,241 25.9

福岡地域 115 10,889 0 12,076 0 15,097 238 26,255 129 64,799 38,415 54.0

筑後地域 30 2,856 0 2,527 0 3,960 62 6,887 34 16,356 9,435 13.6

筑豊地域 15 1,440 0 927 0 1,996 31 3,472 17 7,898 4,409 6.6

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 431 9,955 0 6,179 0 9,372 94 16,301 51 42,383 26,031 100.0

北九州地域 117 2,715 0 1,681 0 2,556 26 4,446 14 11,555 7,095 27.3

福岡地域 189 4,364 0 3,127 0 4,109 41 7,146 22 18,998 11,830 44.8

筑後地域 77 1,773 0 1,019 0 1,669 17 2,903 9 7,467 4,555 17.6

筑豊地域 48 1,103 0 352 0 1,038 10 1,806 6 4,363 2,551 10.3

他業務・誤差 福岡県計 124 1,300 0 597 0 4,390 126 7,637 68 14,242 6,537 100.0

北九州地域 36 366 0 161 0 1,205 33 2,096 18 3,915 1,801 27.5

福岡地域 56 649 0 330 0 2,218 65 3,858 35 7,211 3,318 50.6

筑後地域 20 188 0 78 0 635 18 1,105 10 2,054 939 14.4

筑豊地域 12 97 0 28 0 332 10 578 5 1,062 479 7.5

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 48,074 0 0 0 0 0 0 0 48,074 48,074 100.0

北九州地域 0 12,524 0 0 0 0 0 0 0 12,524 12,524 26.1

福岡地域 0 23,652 0 0 0 0 0 0 0 23,652 23,652 49.2

筑後地域 0 7,512 0 0 0 0 0 0 0 7,512 7,512 15.6

筑豊地域 0 4,386 0 0 0 0 0 0 0 4,386 4,386 9.1

地域別

構成

（％）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用

ｴﾈﾙｷﾞｰ（TJ）

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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参考＆趨勢延長ケース（１/２） 2020

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 92,918 128,882 7,989 56,735 8,962 153,201 12,341 261,060 4,295 726,383 461,028 100.0

北九州地域 87,364 49,604 7,555 15,954 8,365 56,165 6,396 93,874 2,308 327,585 231,403 45.1

福岡地域 1,658 51,155 114 30,144 101 66,114 3,065 113,961 1,102 267,414 152,351 36.8

筑後地域 3,227 19,817 270 7,579 458 21,104 1,811 36,274 565 91,105 54,266 12.5

筑豊地域 669 8,306 50 3,058 38 9,818 1,069 16,951 320 40,279 23,008 5.5

産業 福岡県計 92,224 41,105 7,989 5,538 8,962 42,137 11,694 67,907 3,945 281,501 209,649 100.0

北九州地域 87,159 25,817 7,555 2,445 8,365 26,453 6,226 42,201 2,216 208,437 164,020 74.0

福岡地域 1,345 6,651 114 1,707 101 9,347 2,726 15,237 919 38,147 21,991 13.6

筑後地域 3,116 7,046 270 974 458 4,828 1,721 7,966 516 26,895 18,413 9.6

筑豊地域 604 1,591 50 412 38 1,509 1,021 2,503 294 8,022 5,225 2.8

農林水産業 福岡県計 0 9,501 0 17 0 893 0 1,551 0 11,962 10,411 100.0

北九州地域 0 1,287 0 2 0 121 0 210 0 1,620 1,410 13.5

福岡地域 0 2,616 0 5 0 246 0 427 0 3,294 2,867 27.5

筑後地域 0 4,830 0 9 0 454 0 789 0 6,082 5,293 50.8

筑豊地域 0 768 0 1 0 72 0 125 0 966 841 8.1

建設業･鉱業 福岡県計 11 4,932 0 1,165 0 1,336 0 2,323 0 9,767 7,444 100.0

北九州地域 3 1,324 0 313 0 359 0 624 0 2,623 1,999 26.9

福岡地域 5 2,338 0 552 0 633 0 1,101 0 4,629 3,528 47.4

筑後地域 2 826 0 195 0 224 0 389 0 1,636 1,247 16.8

筑豊地域 1 444 0 105 0 120 0 209 0 879 670 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 6,755 2,104 537 0 0 3,160 4,534 6,369 903 24,362 17,090 100.0

北九州地域 5,966 1,859 474 0 0 2,088 2,305 4,208 459 17,359 12,692 71.3

福岡地域 348 108 28 0 0 283 765 570 152 2,254 1,532 9.3

筑後地域 101 31 8 0 0 561 868 1,131 173 2,873 1,569 11.8

筑豊地域 340 106 27 0 0 228 596 460 119 1,876 1,297 7.7

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 85,466 20,780 7,452 27 8,962 19,751 4,274 33,891 2,133 182,736 146,712 100.0

北九州地域 81,211 19,745 7,081 26 8,365 18,869 3,524 32,377 1,759 172,957 138,821 94.6

福岡地域 983 239 86 0 101 323 257 554 128 2,671 1,989 1.5

筑後地域 3,010 732 262 1 458 459 289 788 144 6,143 5,211 3.4

筑豊地域 262 64 23 0 38 100 204 172 102 965 691 0.5

機械 福岡県計 0 513 0 1,959 0 2,997 0 5,233 0 10,702 5,469 100.0

北九州地域 0 304 0 1,161 0 1,540 0 2,690 0 5,695 3,005 53.2

福岡地域 0 57 0 217 0 637 0 1,112 0 2,023 911 18.9

筑後地域 0 102 0 389 0 659 0 1,150 0 2,300 1,150 21.5

筑豊地域 0 50 0 192 0 161 0 281 0 684 403 6.4

重複補正 福岡県計 -31 -11 0 0 0 -72 -507 -6,443 -495 -7,559 -621 100.0

北九州地域 -30 -9 0 0 0 -47 -270 -4,162 -278 -4,796 -356 63.4

福岡地域 0 -1 0 0 0 -15 -118 -1,380 -115 -1,629 -134 21.6

筑後地域 -1 -1 0 0 0 -8 -75 -683 -65 -833 -85 11.0

筑豊地域 0 0 0 0 0 -2 -44 -218 -37 -301 -46 4.0

他業種･中小製造業 福岡県計 23 3,286 0 2,370 0 14,072 3,393 24,983 1,404 49,531 23,144 100.0

北九州地域 9 1,307 0 943 0 3,523 667 6,254 276 12,979 6,449 26.2

福岡地域 9 1,294 0 933 0 7,240 1,822 12,853 754 24,905 11,298 50.3

筑後地域 4 526 0 380 0 2,479 639 4,402 264 8,694 4,028 17.6

筑豊地域 1 159 0 114 0 830 265 1,474 110 2,953 1,369 6.0

地域別

構成

（％）

計（TJ）電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

石油製品+

（TJ）

石炭製品+

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

天然ガス

（TJ）
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うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 694 57,860 0 51,197 0 110,840 647 192,763 350 414,351 221,238 100.0

北九州地域 205 16,244 0 13,509 0 29,654 170 51,573 92 111,447 59,782 26.9

福岡地域 313 29,217 0 28,437 0 56,664 339 98,544 183 213,697 114,970 51.6

筑後地域 111 8,233 0 6,605 0 16,233 90 28,233 49 59,554 31,272 14.4

筑豊地域 65 4,166 0 2,646 0 8,289 48 14,413 26 29,653 15,214 7.2

家庭 福岡県計 0 14,807 0 10,451 0 48,455 0 84,270 0 157,983 73,713 100.0

北九州地域 0 3,776 0 2,623 0 12,211 0 21,237 0 39,847 18,610 25.2

福岡地域 0 7,467 0 5,320 0 24,629 0 42,833 0 80,249 37,416 50.8

筑後地域 0 2,355 0 1,669 0 7,705 0 13,401 0 25,130 11,729 15.9

筑豊地域 0 1,209 0 839 0 3,910 0 6,799 0 12,757 5,958 8.1

業務他 福岡県計 694 43,053 0 40,746 0 62,385 647 108,493 350 256,368 147,525 100.0

北九州地域 205 12,468 0 10,886 0 17,443 170 30,336 92 71,600 41,172 27.9

福岡地域 313 21,750 0 23,117 0 32,035 339 55,711 183 133,448 77,554 52.1

筑後地域 111 5,878 0 4,936 0 8,528 90 14,832 49 34,424 19,543 13.4

筑豊地域 65 2,957 0 1,807 0 4,379 48 7,614 26 16,896 9,256 6.6

水道廃棄物 福岡県計 49 7,722 0 733 0 6,500 0 11,304 0 26,308 15,004 100.0

北九州地域 25 3,070 0 369 0 2,679 0 4,659 0 10,802 6,143 41.1

福岡地域 14 3,644 0 244 0 2,871 0 4,993 0 11,766 6,773 44.7

筑後地域 7 810 0 96 0 729 0 1,268 0 2,910 1,642 11.1

筑豊地域 3 198 0 24 0 221 0 384 0 830 446 3.2

福岡県計 101 23,702 0 32,869 0 40,503 429 70,440 232 168,276 97,604 100.0

北九州地域 26 6,113 0 8,520 0 10,446 111 18,167 60 43,443 25,216 25.8

福岡地域 55 12,809 0 19,171 0 21,888 232 38,066 125 92,346 54,155 54.9

筑後地域 13 3,155 0 3,767 0 5,392 57 9,377 31 21,792 12,384 13.0

筑豊地域 7 1,625 0 1,411 0 2,777 29 4,830 16 10,695 5,849 6.4

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 439 10,136 0 6,291 0 9,544 96 16,597 52 43,155 26,506 100.0

北九州地域 123 2,853 0 1,769 0 2,686 27 4,671 15 12,144 7,458 28.1

福岡地域 197 4,543 0 3,218 0 4,278 43 7,439 23 19,741 12,279 45.7

筑後地域 74 1,709 0 970 0 1,609 16 2,799 9 7,186 4,378 16.7

筑豊地域 45 1,031 0 334 0 971 10 1,688 5 4,084 2,391 9.5

他業務・誤差 福岡県計 105 1,493 0 853 0 5,838 122 10,152 66 18,629 8,411 100.0

北九州地域 31 432 0 228 0 1,632 32 2,839 17 5,211 2,355 28.0

福岡地域 47 754 0 484 0 2,998 64 5,213 35 9,595 4,347 51.5

筑後地域 17 204 0 103 0 798 17 1,388 9 2,536 1,139 13.6

筑豊地域 10 103 0 38 0 410 9 712 5 1,287 570 6.9

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 29,917 0 0 0 224 0 390 0 30,531 30,141 100.0

北九州地域 0 7,543 0 0 0 58 0 100 0 7,701 7,601 25.2

福岡地域 0 15,287 0 0 0 103 0 180 0 15,570 15,390 51.0

筑後地域 0 4,538 0 0 0 43 0 75 0 4,656 4,581 15.3

筑豊地域 0 2,549 0 0 0 20 0 35 0 2,604 2,569 8.5

地域別

構成

（％）

計（TJ）石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

石炭製品+

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）
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参考＆最大導入ケース（１/２） 2020

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 83,180 123,207 7,989 41,029 8,962 131,429 11,470 223,533 3,932 634,731 407,266 100.0

北九州地域 78,162 46,947 7,555 11,424 8,365 49,224 5,993 82,124 2,129 291,923 207,670 46.0

福岡地域 1,511 49,252 114 21,693 101 55,795 2,774 96,023 989 228,252 131,240 36.0

筑後地域 2,875 19,109 270 5,624 458 18,150 1,691 31,142 517 79,836 48,177 12.6

筑豊地域 632 7,899 50 2,288 38 8,260 1,012 14,244 297 34,720 20,179 5.5

産業 福岡県計 82,560 39,438 7,989 3,932 8,962 40,236 10,832 64,935 3,586 262,470 193,949 100.0

北九州地域 77,977 24,233 7,555 1,612 8,365 24,635 5,827 39,362 2,039 191,605 150,204 73.0

福岡地域 1,234 6,632 114 1,357 101 9,316 2,437 15,189 807 37,187 21,191 14.2

筑後地域 2,775 6,987 270 678 458 4,785 1,603 7,897 469 25,922 17,556 9.9

筑豊地域 574 1,586 50 285 38 1,500 965 2,487 271 7,756 4,998 3.0

農林水産業 福岡県計 0 9,501 0 17 0 893 0 1,551 0 11,962 10,411 100.0

北九州地域 0 1,287 0 2 0 121 0 210 0 1,620 1,410 13.5

福岡地域 0 2,616 0 5 0 246 0 427 0 3,294 2,867 27.5

筑後地域 0 4,830 0 9 0 454 0 789 0 6,082 5,293 50.8

筑豊地域 0 768 0 1 0 72 0 125 0 966 841 8.1

建設業･鉱業 福岡県計 11 4,932 0 1,165 0 1,336 0 2,323 0 9,767 7,444 100.0

北九州地域 3 1,324 0 313 0 359 0 624 0 2,623 1,999 26.9

福岡地域 5 2,338 0 552 0 633 0 1,101 0 4,629 3,528 47.4

筑後地域 2 826 0 195 0 224 0 389 0 1,636 1,247 16.8

筑豊地域 1 444 0 105 0 120 0 209 0 879 670 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 6,755 2,104 537 0 0 3,160 4,534 6,369 903 24,362 17,090 100.0

北九州地域 5,966 1,859 474 0 0 2,088 2,305 4,208 459 17,359 12,692 71.3

福岡地域 348 108 28 0 0 283 765 570 152 2,254 1,532 9.3

筑後地域 101 31 8 0 0 561 868 1,131 173 2,873 1,569 11.8

筑豊地域 340 106 27 0 0 228 596 460 119 1,876 1,297 7.7

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 75,799 19,112 7,452 27 8,962 17,846 3,893 30,621 1,943 165,655 133,091 100.0

北九州地域 72,026 18,160 7,081 26 8,365 17,048 3,210 29,253 1,602 156,771 125,916 94.6

福岡地域 872 220 86 0 101 292 234 501 117 2,423 1,805 1.5

筑後地域 2,669 673 262 1 458 415 263 712 131 5,584 4,741 3.4

筑豊地域 232 59 23 0 38 91 186 155 93 877 629 0.5

機械 福岡県計 0 513 0 960 0 2,997 0 5,233 0 9,703 4,470 100.0

北九州地域 0 304 0 569 0 1,540 0 2,690 0 5,103 2,413 52.6

福岡地域 0 57 0 106 0 637 0 1,112 0 1,912 800 19.7

筑後地域 0 102 0 191 0 659 0 1,150 0 2,102 952 21.7

筑豊地域 0 50 0 94 0 161 0 281 0 586 305 6.0

重複補正 福岡県計 -28 -10 0 0 0 -68 -470 -6,145 -450 -7,171 -576 100.0

北九州地域 -27 -8 0 0 0 -44 -253 -3,877 -256 -4,465 -332 62.3

福岡地域 0 -1 0 0 0 -15 -106 -1,375 -101 -1,598 -122 22.3

筑後地域 -1 -1 0 0 0 -7 -69 -676 -59 -813 -78 11.3

筑豊地域 0 0 0 0 0 -2 -42 -217 -34 -295 -44 4.1

他業種･中小製造業 福岡県計 23 3,286 0 1,763 0 14,072 2,875 24,983 1,190 48,192 22,019 100.0

北九州地域 9 1,307 0 702 0 3,523 565 6,254 234 12,594 6,106 26.1

福岡地域 9 1,294 0 694 0 7,240 1,544 12,853 639 24,273 10,781 50.4

筑後地域 4 526 0 282 0 2,479 541 4,402 224 8,458 3,832 17.6

筑豊地域 1 159 0 85 0 830 225 1,474 93 2,867 1,300 5.9

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 620 56,717 0 37,097 0 90,669 638 157,687 346 343,774 185,741 100.0

北九州地域 185 15,893 0 9,812 0 24,454 166 42,528 90 93,128 50,510 27.1

福岡地域 277 28,797 0 20,336 0 46,238 337 80,414 182 176,581 95,985 51.4

筑後地域 100 8,019 0 4,946 0 13,265 88 23,071 48 49,537 26,418 14.4

筑豊地域 58 4,008 0 2,003 0 6,712 47 11,674 26 24,528 12,828 7.1

家庭 福岡県計 0 14,807 0 10,091 0 40,638 0 70,675 0 136,211 65,536 100.0

北九州地域 0 3,776 0 2,536 0 10,241 0 17,811 0 34,364 16,553 25.2

福岡地域 0 7,467 0 5,109 0 20,662 0 35,933 0 69,171 33,238 50.8

筑後地域 0 2,355 0 1,631 0 6,457 0 11,230 0 21,673 10,443 15.9

筑豊地域 0 1,209 0 815 0 3,278 0 5,701 0 11,003 5,302 8.1

業務他 福岡県計 620 41,910 0 27,006 0 50,031 638 87,012 346 207,563 120,205 100.0

北九州地域 185 12,117 0 7,276 0 14,213 166 24,717 90 58,764 33,957 28.3

福岡地域 277 21,330 0 15,227 0 25,576 337 44,481 182 107,410 62,747 51.7

筑後地域 100 5,664 0 3,315 0 6,808 88 11,841 48 27,864 15,975 13.4

筑豊地域 58 2,799 0 1,188 0 3,434 47 5,973 26 13,525 7,526 6.5

水道廃棄物 福岡県計 48 7,670 0 717 0 6,223 0 10,824 0 25,482 14,658 100.0

北九州地域 25 3,061 0 366 0 2,634 0 4,581 0 10,667 6,086 41.9

福岡地域 13 3,612 0 233 0 2,701 0 4,698 0 11,257 6,559 44.2

筑後地域 7 803 0 94 0 688 0 1,197 0 2,789 1,592 10.9

筑豊地域 3 194 0 24 0 200 0 348 0 769 421 3.0

福岡県計 83 23,666 0 20,061 0 30,537 432 53,107 234 128,120 74,779 100.0

北九州地域 21 6,069 0 5,165 0 7,831 111 13,619 60 32,876 19,197 25.7

福岡地域 45 12,890 0 11,779 0 16,632 235 28,925 127 70,633 41,581 55.1

筑後地域 11 3,127 0 2,279 0 4,035 57 7,017 31 16,557 9,509 12.9

筑豊地域 6 1,580 0 838 0 2,039 29 3,546 16 8,054 4,492 6.3

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 395 9,121 0 5,663 0 8,590 85 14,939 47 38,840 23,854 100.0

北九州地域 111 2,567 0 1,593 0 2,418 24 4,204 13 10,930 6,713 28.1

福岡地域 177 4,088 0 2,896 0 3,850 38 6,696 21 17,766 11,049 45.7

筑後地域 67 1,538 0 873 0 1,448 14 2,519 8 6,467 3,940 16.7

筑豊地域 40 928 0 301 0 874 9 1,520 5 3,677 2,152 9.5

他業務・誤差 福岡県計 94 1,453 0 565 0 4,681 121 8,142 65 15,121 6,914 100.0

北九州地域 28 420 0 152 0 1,330 31 2,313 17 4,291 1,961 28.4

福岡地域 42 740 0 319 0 2,393 64 4,162 34 7,754 3,558 51.3

筑後地域 15 196 0 69 0 637 17 1,108 9 2,051 934 13.6

筑豊地域 9 97 0 25 0 321 9 559 5 1,025 461 6.8

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 27,052 0 0 0 524 0 911 0 28,487 27,576 100.0

北九州地域 0 6,821 0 0 0 135 0 234 0 7,190 6,956 25.2

福岡地域 0 13,823 0 0 0 241 0 420 0 14,484 14,064 50.8

筑後地域 0 4,103 0 0 0 100 0 174 0 4,377 4,203 15.4

筑豊地域 0 2,305 0 0 0 48 0 83 0 2,436 2,353 8.6

地域別

構成

（％）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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経済再生＆趨勢延長ケース（１/２） 2020

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 97,815 132,767 8,411 60,399 9,436 159,550 12,924 271,867 4,501 757,670 481,302 100.0

北九州地域 91,985 51,460 7,956 16,920 8,808 58,680 6,739 98,045 2,433 343,026 242,548 45.3

福岡地域 1,736 52,565 119 32,223 106 68,705 3,148 118,465 1,133 278,200 158,602 36.7

筑後地域 3,393 20,239 284 8,029 482 21,955 1,910 37,730 598 94,620 56,292 12.5

筑豊地域 701 8,503 52 3,227 40 10,210 1,127 17,627 337 41,824 23,860 5.5

産業 福岡県計 97,105 42,450 8,411 5,724 9,436 43,872 12,217 70,689 4,118 294,022 219,215 100.0

北九州地域 91,775 27,046 7,956 2,561 8,808 27,831 6,555 44,396 2,333 219,261 172,532 74.6

福岡地域 1,415 6,673 119 1,719 106 9,412 2,777 15,347 932 38,500 22,221 13.1

筑後地域 3,280 7,121 284 1,016 482 5,050 1,811 8,328 544 27,916 19,044 9.5

筑豊地域 635 1,610 52 428 40 1,579 1,074 2,618 309 8,345 5,418 2.8

農林水産業 福岡県計 0 9,501 0 17 0 893 0 1,551 0 11,962 10,411 100.0

北九州地域 0 1,287 0 2 0 121 0 210 0 1,620 1,410 13.5

福岡地域 0 2,616 0 5 0 246 0 427 0 3,294 2,867 27.5

筑後地域 0 4,830 0 9 0 454 0 789 0 6,082 5,293 50.8

筑豊地域 0 768 0 1 0 72 0 125 0 966 841 8.1

建設業･鉱業 福岡県計 11 4,932 0 1,165 0 1,336 0 2,323 0 9,767 7,444 100.0

北九州地域 3 1,324 0 313 0 359 0 624 0 2,623 1,999 26.9

福岡地域 5 2,338 0 552 0 633 0 1,101 0 4,629 3,528 47.4

筑後地域 2 826 0 195 0 224 0 389 0 1,636 1,247 16.8

筑豊地域 1 444 0 105 0 120 0 209 0 879 670 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 7,107 2,214 564 0 0 3,325 4,771 6,701 950 25,632 17,981 100.0

北九州地域 6,278 1,956 499 0 0 2,197 2,426 4,428 483 18,267 13,356 71.3

福岡地域 366 114 29 0 0 297 805 599 160 2,370 1,611 9.2

筑後地域 106 33 8 0 0 591 913 1,190 182 3,023 1,651 11.8

筑豊地域 357 111 28 0 0 240 627 484 125 1,972 1,363 7.7

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 89,996 21,882 7,847 29 9,436 20,799 4,500 35,688 2,246 192,423 154,489 100.0

北九州地域 85,516 20,792 7,457 28 8,808 19,869 3,711 34,093 1,852 182,126 146,181 94.6

福岡地域 1,035 252 90 0 106 340 270 584 135 2,812 2,093 1.5

筑後地域 3,169 771 276 1 482 484 304 830 152 6,469 5,487 3.4

筑豊地域 276 67 24 0 40 106 215 181 107 1,016 728 0.5

機械 福岡県計 0 542 0 2,067 0 3,163 0 5,526 0 11,298 5,772 100.0

北九州地域 0 321 0 1,225 0 1,626 0 2,840 0 6,012 3,172 53.2

福岡地域 0 60 0 229 0 672 0 1,174 0 2,135 961 18.9

筑後地域 0 108 0 411 0 695 0 1,215 0 2,429 1,214 21.5

筑豊地域 0 53 0 202 0 170 0 297 0 722 425 6.4

重複補正 福岡県計 -33 -12 0 0 0 -77 -530 -6,723 -517 -7,892 -652 100.0

北九州地域 -32 -10 0 0 0 -50 -284 -4,383 -293 -5,052 -376 64.0

福岡地域 0 -1 0 0 0 -16 -120 -1,391 -117 -1,645 -137 20.8

筑後地域 -1 -1 0 0 0 -8 -79 -719 -68 -876 -89 11.1

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -47 -230 -39 -319 -50 4.0

他業種･中小製造業 福岡県計 24 3,391 0 2,446 0 14,433 3,476 25,623 1,439 50,832 23,770 100.0

北九州地域 10 1,376 0 993 0 3,709 702 6,584 291 13,665 6,790 26.9

福岡地域 9 1,294 0 933 0 7,240 1,822 12,853 754 24,905 11,298 49.0

筑後地域 4 554 0 400 0 2,610 673 4,634 278 9,153 4,241 18.0

筑豊地域 1 167 0 120 0 874 279 1,552 116 3,109 1,441 6.1

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 710 60,400 0 54,675 0 115,454 707 200,788 383 433,117 231,946 100.0

北九州地域 210 16,871 0 14,359 0 30,791 184 53,549 100 116,064 62,415 26.8

福岡地域 321 30,605 0 30,504 0 59,190 371 102,938 201 224,130 120,991 51.7

筑後地域 113 8,580 0 7,013 0 16,862 99 29,327 54 62,048 32,667 14.3

筑豊地域 66 4,344 0 2,799 0 8,611 53 14,974 28 30,875 15,873 7.1

家庭 福岡県計 0 14,807 0 10,451 0 48,455 0 84,270 0 157,983 73,713 100.0

北九州地域 0 3,776 0 2,623 0 12,211 0 21,237 0 39,847 18,610 25.2

福岡地域 0 7,467 0 5,320 0 24,629 0 42,833 0 80,249 37,416 50.8

筑後地域 0 2,355 0 1,669 0 7,705 0 13,401 0 25,130 11,729 15.9

筑豊地域 0 1,209 0 839 0 3,910 0 6,799 0 12,757 5,958 8.1

業務他 福岡県計 710 45,593 0 44,224 0 66,999 707 116,518 383 275,134 158,233 100.0

北九州地域 210 13,095 0 11,736 0 18,580 184 32,312 100 76,217 43,805 27.7

福岡地域 321 23,138 0 25,184 0 34,561 371 60,105 201 143,881 83,575 52.3

筑後地域 113 6,225 0 5,344 0 9,157 99 15,926 54 36,918 20,938 13.4

筑豊地域 66 3,135 0 1,960 0 4,701 53 8,175 28 18,118 9,915 6.6

水道廃棄物 福岡県計 51 7,759 0 751 0 6,554 0 11,399 0 26,514 15,115 100.0

北九州地域 26 3,095 0 382 0 2,717 0 4,725 0 10,945 6,220 41.3

福岡地域 15 3,648 0 246 0 2,877 0 5,004 0 11,790 6,786 44.5

筑後地域 7 816 0 98 0 737 0 1,282 0 2,940 1,658 11.1

筑豊地域 3 200 0 25 0 223 0 388 0 839 451 3.2

福岡県計 113 26,116 0 36,256 0 44,631 477 77,619 259 185,471 107,593 100.0

北九州地域 29 6,693 0 9,339 0 11,438 122 19,892 66 47,579 27,621 25.7

福岡地域 61 14,144 0 21,193 0 24,172 258 42,038 140 102,006 59,828 55.0

筑後地域 15 3,484 0 4,164 0 5,954 64 10,355 35 24,071 13,681 13.0

筑豊地域 8 1,795 0 1,560 0 3,067 33 5,334 18 11,815 6,463 6.4

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 439 10,136 0 6,291 0 9,544 96 16,597 52 43,155 26,506 100.0

北九州地域 123 2,853 0 1,769 0 2,686 27 4,671 15 12,144 7,458 28.1

福岡地域 197 4,543 0 3,218 0 4,278 43 7,439 23 19,741 12,279 45.7

筑後地域 74 1,709 0 970 0 1,609 16 2,799 9 7,186 4,378 16.7

筑豊地域 45 1,031 0 334 0 971 10 1,688 5 4,084 2,391 9.5

他業務・誤差 福岡県計 107 1,582 0 926 0 6,270 134 10,903 72 19,994 9,019 100.0

北九州地域 32 454 0 246 0 1,739 35 3,024 19 5,549 2,506 27.8

福岡地域 48 803 0 527 0 3,234 70 5,624 38 10,344 4,682 51.7

筑後地域 17 216 0 112 0 857 19 1,490 10 2,721 1,221 13.6

筑豊地域 10 109 0 41 0 440 10 765 5 1,380 610 6.9

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 29,917 0 0 0 224 0 390 0 30,531 30,141 100.0

北九州地域 0 7,543 0 0 0 58 0 100 0 7,701 7,601 25.2

福岡地域 0 15,287 0 0 0 103 0 180 0 15,570 15,390 51.0

筑後地域 0 4,538 0 0 0 43 0 75 0 4,656 4,581 15.3

筑豊地域 0 2,549 0 0 0 20 0 35 0 2,604 2,569 8.5

地域別

構成

（％）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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経済再生＆最大導入ケース（１/２） 2020

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 87,557 127,039 8,411 43,275 9,436 136,615 12,018 232,335 4,120 660,806 424,351 100.0

北九州地域 82,294 48,765 7,956 12,056 8,808 51,438 6,315 85,787 2,243 305,662 217,632 46.3

福岡地域 1,579 50,575 119 22,883 106 57,654 2,852 99,252 1,017 236,037 135,768 35.7

筑後地域 3,023 19,556 284 5,921 482 18,886 1,783 32,400 547 82,882 49,935 12.5

筑豊地域 661 8,143 52 2,415 40 8,637 1,068 14,896 313 36,225 21,016 5.5

産業 福岡県計 86,929 40,694 8,411 4,045 9,436 41,869 11,325 67,560 3,744 274,013 202,709 100.0

北九州地域 82,106 25,378 7,956 1,683 8,808 25,918 6,135 41,406 2,146 201,536 157,984 73.5

福岡地域 1,298 6,652 119 1,363 106 9,380 2,487 15,296 819 37,520 21,405 13.7

筑後地域 2,922 7,059 284 704 482 5,003 1,687 8,255 494 26,890 18,141 9.8

筑豊地域 603 1,605 52 295 40 1,568 1,016 2,603 285 8,067 5,179 2.9

農林水産業 福岡県計 0 9,501 0 17 0 893 0 1,551 0 11,962 10,411 100.0

北九州地域 0 1,287 0 2 0 121 0 210 0 1,620 1,410 13.5

福岡地域 0 2,616 0 5 0 246 0 427 0 3,294 2,867 27.5

筑後地域 0 4,830 0 9 0 454 0 789 0 6,082 5,293 50.8

筑豊地域 0 768 0 1 0 72 0 125 0 966 841 8.1

建設業･鉱業 福岡県計 11 4,932 0 1,165 0 1,336 0 2,323 0 9,767 7,444 100.0

北九州地域 3 1,324 0 313 0 359 0 624 0 2,623 1,999 26.9

福岡地域 5 2,338 0 552 0 633 0 1,101 0 4,629 3,528 47.4

筑後地域 2 826 0 195 0 224 0 389 0 1,636 1,247 16.8

筑豊地域 1 444 0 105 0 120 0 209 0 879 670 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 7,107 2,214 564 0 0 3,325 4,771 6,701 950 25,632 17,981 100.0

北九州地域 6,278 1,956 499 0 0 2,197 2,426 4,428 483 18,267 13,356 71.3

福岡地域 366 114 29 0 0 297 805 599 160 2,370 1,611 9.2

筑後地域 106 33 8 0 0 591 913 1,190 182 3,023 1,651 11.8

筑豊地域 357 111 28 0 0 240 627 484 125 1,972 1,363 7.7

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 79,817 20,125 7,847 29 9,436 18,791 4,099 32,244 2,046 174,434 140,144 100.0

北九州地域 75,844 19,123 7,457 28 8,808 17,952 3,380 30,803 1,687 165,082 132,592 94.6

福岡地域 918 231 90 0 106 307 246 527 123 2,548 1,898 1.5

筑後地域 2,811 709 276 1 482 437 277 750 138 5,881 4,993 3.4

筑豊地域 244 62 24 0 40 95 196 164 98 923 661 0.5

機械 福岡県計 0 542 0 1,014 0 3,163 0 5,526 0 10,245 4,719 100.0

北九州地域 0 321 0 601 0 1,626 0 2,840 0 5,388 2,548 52.6

福岡地域 0 60 0 112 0 672 0 1,174 0 2,018 844 19.7

筑後地域 0 108 0 202 0 695 0 1,215 0 2,220 1,005 21.7

筑豊地域 0 53 0 99 0 170 0 297 0 619 322 6.0

重複補正 福岡県計 -30 -11 0 0 0 -72 -491 -6,408 -471 -7,483 -604 100.0

北九州地域 -29 -9 0 0 0 -46 -266 -4,083 -270 -4,703 -350 62.8

福岡地域 0 -1 0 0 0 -15 -108 -1,385 -103 -1,612 -124 21.5

筑後地域 -1 -1 0 0 0 -8 -73 -712 -62 -857 -83 11.5

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -44 -228 -36 -311 -47 4.2

他業種･中小製造業 福岡県計 24 3,391 0 1,820 0 14,433 2,946 25,623 1,219 49,456 22,614 100.0

北九州地域 10 1,376 0 739 0 3,709 595 6,584 246 13,259 6,429 26.8

福岡地域 9 1,294 0 694 0 7,240 1,544 12,853 639 24,273 10,781 49.1

筑後地域 4 554 0 297 0 2,610 570 4,634 236 8,905 4,035 18.0

筑豊地域 1 167 0 90 0 874 237 1,552 98 3,019 1,369 6.1

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 628 59,293 0 39,230 0 94,222 693 163,864 376 358,306 194,066 100.0

北九州地域 188 16,566 0 10,373 0 25,385 180 44,147 97 96,936 52,692 27.1

福岡地域 281 30,100 0 21,520 0 48,033 365 83,536 198 184,033 100,299 51.4

筑後地域 101 8,394 0 5,217 0 13,783 96 23,971 53 51,615 27,591 14.4

筑豊地域 58 4,233 0 2,120 0 7,021 52 12,210 28 25,722 13,484 7.2

家庭 福岡県計 0 14,807 0 10,091 0 40,638 0 70,675 0 136,211 65,536 100.0

北九州地域 0 3,776 0 2,536 0 10,241 0 17,811 0 34,364 16,553 25.2

福岡地域 0 7,467 0 5,109 0 20,662 0 35,933 0 69,171 33,238 50.8

筑後地域 0 2,355 0 1,631 0 6,457 0 11,230 0 21,673 10,443 15.9

筑豊地域 0 1,209 0 815 0 3,278 0 5,701 0 11,003 5,302 8.1

業務他 福岡県計 628 44,486 0 29,139 0 53,584 693 93,189 376 222,095 128,530 100.0

北九州地域 188 12,790 0 7,837 0 15,144 180 26,336 97 62,572 36,139 28.2

福岡地域 281 22,633 0 16,411 0 27,371 365 47,603 198 114,862 67,061 51.7

筑後地域 101 6,039 0 3,586 0 7,326 96 12,741 53 29,942 17,148 13.5

筑豊地域 58 3,024 0 1,305 0 3,743 52 6,509 28 14,719 8,182 6.6

水道廃棄物 福岡県計 49 7,706 0 734 0 6,278 0 10,919 0 25,686 14,767 100.0

北九州地域 26 3,086 0 379 0 2,672 0 4,647 0 10,810 6,163 42.1

福岡地域 13 3,616 0 234 0 2,707 0 4,709 0 11,279 6,570 43.9

筑後地域 7 808 0 96 0 696 0 1,211 0 2,818 1,607 11.0

筑豊地域 3 196 0 25 0 203 0 352 0 779 427 3.0

福岡県計 90 26,116 0 22,132 0 33,702 477 58,612 259 141,388 82,517 100.0

北九州地域 23 6,693 0 5,701 0 8,637 122 15,021 66 36,263 21,176 25.6

福岡地域 49 14,144 0 12,937 0 18,253 258 31,744 140 77,525 45,641 54.8

筑後地域 12 3,484 0 2,542 0 4,496 64 7,819 35 18,452 10,598 13.1

筑豊地域 6 1,795 0 952 0 2,316 33 4,028 18 9,148 5,102 6.5

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 395 9,121 0 5,663 0 8,590 85 14,939 47 38,840 23,854 100.0

北九州地域 111 2,567 0 1,593 0 2,418 24 4,204 13 10,930 6,713 28.1

福岡地域 177 4,088 0 2,896 0 3,850 38 6,696 21 17,766 11,049 45.7

筑後地域 67 1,538 0 873 0 1,448 14 2,519 8 6,467 3,940 16.7

筑豊地域 40 928 0 301 0 874 9 1,520 5 3,677 2,152 9.5

他業務・誤差 福岡県計 94 1,543 0 610 0 5,014 131 8,719 70 16,181 7,392 100.0

北九州地域 28 444 0 164 0 1,417 34 2,464 18 4,569 2,087 28.2

福岡地域 42 785 0 344 0 2,561 69 4,454 37 8,292 3,801 51.2

筑後地域 15 209 0 75 0 686 18 1,192 10 2,205 1,003 13.6

筑豊地域 9 105 0 27 0 350 10 609 5 1,115 501 6.9

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 27,052 0 0 0 524 0 911 0 28,487 27,576 100.0

北九州地域 0 6,821 0 0 0 135 0 234 0 7,190 6,956 25.2

福岡地域 0 13,823 0 0 0 241 0 420 0 14,484 14,064 50.8

筑後地域 0 4,103 0 0 0 100 0 174 0 4,377 4,203 15.4

筑豊地域 0 2,305 0 0 0 48 0 83 0 2,436 2,353 8.6

地域別

構成

（％）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）
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参考＆趨勢延長ケース（１/２） 2030

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 102,116 121,650 9,188 66,371 18,082 167,583 13,940 285,776 4,867 789,573 498,930 100.0

北九州地域 96,075 45,534 8,682 18,344 16,880 59,787 7,285 100,086 2,645 355,318 252,587 45.0

福岡地域 1,793 49,508 134 36,274 202 74,652 3,430 128,668 1,231 295,892 165,993 37.5

筑後地域 3,538 18,811 309 8,320 924 22,647 2,025 38,903 632 96,109 56,574 12.2

筑豊地域 710 7,797 63 3,433 76 10,497 1,200 18,119 359 42,254 23,776 5.4

産業 福岡県計 101,399 38,167 9,188 6,608 18,082 45,383 13,273 73,256 4,507 309,863 232,100 100.0

北九州地域 95,861 23,001 8,682 2,904 16,880 27,574 7,112 44,063 2,551 228,628 182,014 73.8

福岡地域 1,459 6,649 134 2,065 202 10,645 3,074 17,352 1,039 42,619 24,228 13.8

筑後地域 3,430 6,999 309 1,157 924 5,468 1,936 9,027 585 29,835 20,223 9.6

筑豊地域 649 1,518 63 482 76 1,696 1,151 2,814 332 8,781 5,635 2.8

農林水産業 福岡県計 0 10,294 0 25 0 1,140 0 1,982 0 13,441 11,459 100.0

北九州地域 0 1,371 0 3 0 152 0 264 0 1,790 1,526 13.3

福岡地域 0 3,113 0 8 0 345 0 599 0 4,065 3,466 30.2

筑後地域 0 5,043 0 12 0 558 0 971 0 6,584 5,613 49.0

筑豊地域 0 767 0 2 0 85 0 148 0 1,002 854 7.5

建設業･鉱業 福岡県計 8 4,939 0 1,278 0 1,268 0 2,206 0 9,699 7,493 100.0

北九州地域 2 1,326 0 343 0 341 0 592 0 2,604 2,012 26.8

福岡地域 4 2,341 0 606 0 601 0 1,046 0 4,598 3,552 47.4

筑後地域 1 827 0 214 0 212 0 369 0 1,623 1,254 16.7

筑豊地域 1 445 0 115 0 114 0 199 0 874 675 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 7,114 1,797 724 0 0 3,569 5,043 7,195 1,004 26,446 18,247 100.0

北九州地域 6,281 1,586 639 0 0 2,357 2,561 4,751 510 18,685 13,424 70.7

福岡地域 368 93 37 0 0 320 853 646 170 2,487 1,671 9.4

筑後地域 106 27 11 0 0 633 964 1,276 192 3,209 1,741 12.1

筑豊地域 359 91 37 0 0 259 665 522 132 2,065 1,411 7.8

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 94,296 18,462 8,464 27 18,082 19,822 4,978 34,013 2,485 200,629 164,131 100.0

北九州地域 89,605 17,544 8,043 26 16,880 18,938 4,107 32,495 2,050 189,688 155,143 94.5

福岡地域 1,082 212 97 0 202 323 298 555 149 2,918 2,214 1.5

筑後地域 3,321 650 298 1 924 461 336 791 168 6,950 5,991 3.5

筑豊地域 288 56 26 0 76 100 237 172 118 1,073 783 0.5

機械 福岡県計 0 589 0 2,221 0 3,474 0 6,069 0 12,353 6,284 100.0

北九州地域 0 349 0 1,316 0 1,785 0 3,118 0 6,568 3,450 53.2

福岡地域 0 65 0 246 0 739 0 1,291 0 2,341 1,050 19.0

筑後地域 0 117 0 441 0 763 0 1,333 0 2,654 1,321 21.5

筑豊地域 0 58 0 218 0 187 0 327 0 790 463 6.4

重複補正 福岡県計 -35 -8 0 0 0 -79 -575 -6,950 -565 -8,212 -697 100.0

北九州地域 -33 -8 0 0 0 -49 -308 -4,348 -320 -5,066 -398 61.7

福岡地域 -1 0 0 0 0 -18 -133 -1,581 -130 -1,863 -152 22.7

筑後地域 -1 0 0 0 0 -9 -84 -773 -73 -940 -94 11.4

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -50 -248 -42 -343 -53 4.2

他業種･中小製造業 福岡県計 16 2,094 0 3,057 0 16,189 3,827 28,741 1,583 55,507 25,183 100.0

北九州地域 6 833 0 1,216 0 4,050 752 7,191 311 14,359 6,857 25.9

福岡地域 6 825 0 1,205 0 8,335 2,056 14,796 850 28,073 12,427 50.6

筑後地域 3 335 0 489 0 2,850 720 5,060 298 9,755 4,397 17.6

筑豊地域 1 101 0 147 0 954 299 1,694 124 3,320 1,502 6.0

計（TJ）

地域別

構成

（％）

石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ（TJ）

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 717 56,431 0 59,763 0 121,777 667 211,784 360 451,499 239,355 100.0

北九州地域 214 15,712 0 15,440 0 32,107 173 55,838 94 119,578 63,646 26.5

福岡地域 334 29,036 0 34,209 0 63,806 356 110,967 192 238,900 127,741 52.9

筑後地域 108 7,709 0 7,163 0 17,099 89 29,737 47 61,952 32,168 13.7

筑豊地域 61 3,974 0 2,951 0 8,765 49 15,242 27 31,069 15,800 6.9

家庭 福岡県計 0 10,265 0 9,531 0 49,164 0 85,500 0 154,460 68,960 100.0

北九州地域 0 2,520 0 2,317 0 11,995 0 20,860 0 37,692 16,832 24.4

福岡地域 0 5,405 0 5,044 0 25,917 0 45,072 0 81,438 36,366 52.7

筑後地域 0 1,566 0 1,457 0 7,552 0 13,134 0 23,709 10,575 15.3

筑豊地域 0 774 0 713 0 3,700 0 6,434 0 11,621 5,187 7.5

業務他 福岡県計 717 46,166 0 50,232 0 72,613 667 126,284 360 297,039 170,395 100.0

北九州地域 214 13,192 0 13,123 0 20,112 173 34,978 94 81,886 46,814 27.6

福岡地域 334 23,631 0 29,165 0 37,889 356 65,895 192 157,462 91,375 53.0

筑後地域 108 6,143 0 5,706 0 9,547 89 16,603 47 38,243 21,593 12.9

筑豊地域 61 3,200 0 2,238 0 5,065 49 8,808 27 19,448 10,613 6.5

水道廃棄物 福岡県計 42 8,504 0 687 0 7,400 0 12,870 0 29,503 16,633 100.0

北九州地域 21 3,205 0 341 0 3,049 0 5,303 0 11,919 6,616 40.4

福岡地域 13 3,923 0 234 0 3,087 0 5,369 0 12,626 7,257 42.8

筑後地域 6 1,018 0 89 0 923 0 1,605 0 3,641 2,036 12.3

筑豊地域 2 358 0 23 0 341 0 593 0 1,317 724 4.5

福岡県計 120 25,696 0 42,060 0 48,660 443 84,625 240 201,844 116,979 100.0

北九州地域 31 6,521 0 10,710 0 12,349 112 21,476 61 51,260 29,723 25.4

福岡地域 66 14,150 0 24,956 0 26,796 244 46,601 132 112,945 66,212 56.0

筑後地域 15 3,261 0 4,588 0 6,176 56 10,741 30 24,867 14,096 12.3

筑豊地域 8 1,764 0 1,806 0 3,339 31 5,807 17 12,772 6,948 6.3

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 448 10,364 0 6,433 0 9,759 98 16,972 52 44,126 27,102 100.0

北九州地域 130 3,008 0 1,797 0 2,832 28 4,926 15 12,736 7,795 28.9

福岡地域 205 4,738 0 3,364 0 4,461 45 7,759 24 20,596 12,813 46.7

筑後地域 71 1,651 0 910 0 1,555 16 2,703 8 6,914 4,203 15.7

筑豊地域 42 967 0 362 0 911 9 1,584 5 3,880 2,291 8.8

他業務・誤差 福岡県計 107 1,602 0 1,052 0 6,794 126 11,817 68 21,566 9,681 100.0

北九州地域 32 458 0 275 0 1,882 33 3,273 18 5,971 2,680 27.7

福岡地域 50 820 0 611 0 3,545 67 6,166 36 11,295 5,093 52.4

筑後地域 16 213 0 119 0 893 17 1,554 9 2,821 1,258 13.1

筑豊地域 9 111 0 47 0 474 9 824 5 1,479 650 6.9

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 27,052 0 0 0 423 0 736 0 28,211 27,475 100.0

北九州地域 0 6,821 0 0 0 106 0 185 0 7,112 6,927 25.2

福岡地域 0 13,823 0 0 0 201 0 349 0 14,373 14,024 50.9

筑後地域 0 4,103 0 0 0 80 0 139 0 4,322 4,183 15.3

筑豊地域 0 2,305 0 0 0 36 0 63 0 2,404 2,341 8.5

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

地域別

構成

（％）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ
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参考＆最大導入ケース（１/２） 2030

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 76,925 115,872 8,540 39,464 18,082 128,468 10,994 218,440 3,741 620,526 398,345 100.0

北九州地域 72,238 43,160 8,082 10,795 16,880 46,965 5,688 78,403 2,000 284,211 203,808 45.8

福岡地域 1,433 47,603 117 21,431 202 56,148 2,696 96,522 962 227,114 129,630 36.6

筑後地域 2,649 17,915 291 5,134 924 17,489 1,630 29,967 494 76,493 46,032 12.3

筑豊地域 605 7,194 50 2,104 76 7,866 980 13,548 285 32,708 18,875 5.3

産業 福岡県計 76,317 37,167 8,540 3,761 18,082 40,266 10,335 65,047 3,384 262,899 194,468 100.0

北九州地域 72,058 22,089 8,082 1,485 16,880 23,338 5,518 37,312 1,908 188,670 149,450 71.8

福岡地域 1,152 6,627 117 1,359 202 10,310 2,340 16,805 769 39,681 22,107 15.1

筑後地域 2,557 6,946 291 645 924 5,043 1,544 8,322 448 26,720 17,950 10.2

筑豊地域 550 1,505 50 272 76 1,575 933 2,608 259 7,828 4,961 3.0

農林水産業 福岡県計 0 10,294 0 25 0 1,140 0 1,982 0 13,441 11,459 100.0

北九州地域 0 1,371 0 3 0 152 0 264 0 1,790 1,526 13.3

福岡地域 0 3,113 0 8 0 345 0 599 0 4,065 3,466 30.2

筑後地域 0 5,043 0 12 0 558 0 971 0 6,584 5,613 49.0

筑豊地域 0 767 0 2 0 85 0 148 0 1,002 854 7.5

建設業･鉱業 福岡県計 8 4,939 0 1,278 0 1,268 0 2,206 0 9,699 7,493 100.0

北九州地域 2 1,326 0 343 0 341 0 592 0 2,604 2,012 26.8

福岡地域 4 2,341 0 606 0 601 0 1,046 0 4,598 3,552 47.4

筑後地域 1 827 0 214 0 212 0 369 0 1,623 1,254 16.7

筑豊地域 1 445 0 115 0 114 0 199 0 874 675 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 6,632 1,797 486 0 0 2,890 4,465 5,824 889 22,983 16,270 100.0

北九州地域 5,855 1,586 429 0 0 1,908 2,268 3,846 452 16,344 12,046 71.1

福岡地域 343 93 25 0 0 259 755 523 150 2,148 1,475 9.3

筑後地域 99 27 7 0 0 513 853 1,033 170 2,702 1,499 11.8

筑豊地域 335 91 25 0 0 210 589 422 117 1,789 1,250 7.8

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 69,687 17,572 8,054 27 18,082 16,407 3,577 28,151 1,786 163,343 133,406 100.0

北九州地域 66,220 16,697 7,653 26 16,880 15,674 2,951 26,895 1,473 154,469 126,101 94.6

福岡地域 799 202 92 0 202 268 214 459 107 2,343 1,777 1.4

筑後地域 2,455 619 284 1 924 382 242 655 121 5,683 4,907 3.5

筑豊地域 213 54 25 0 76 83 170 142 85 848 621 0.5

機械 福岡県計 0 479 0 751 0 2,442 0 4,266 0 7,938 3,672 100.0

北九州地域 0 284 0 445 0 1,255 0 2,192 0 4,176 1,984 52.6

福岡地域 0 53 0 83 0 519 0 907 0 1,562 655 19.7

筑後地域 0 95 0 149 0 536 0 937 0 1,717 780 21.6

筑豊地域 0 47 0 74 0 132 0 230 0 483 253 6.1

重複補正 福岡県計 -26 -8 0 0 0 -70 -448 -6,123 -425 -7,100 -552 100.0

北九州地域 -25 -8 0 0 0 -42 -239 -3,668 -240 -4,222 -314 59.5

福岡地域 0 0 0 0 0 -17 -102 -1,525 -97 -1,741 -119 24.5

筑後地域 -1 0 0 0 0 -8 -67 -703 -56 -835 -76 11.8

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -40 -227 -32 -302 -43 4.3

他業種･中小製造業 福岡県計 16 2,094 0 1,680 0 16,189 2,741 28,741 1,134 52,595 22,720 100.0

北九州地域 6 833 0 668 0 4,050 538 7,191 223 13,509 6,095 25.7

福岡地域 6 825 0 662 0 8,335 1,473 14,796 609 26,706 11,301 50.8

筑後地域 3 335 0 269 0 2,850 516 5,060 213 9,246 3,973 17.6

筑豊地域 1 101 0 81 0 954 214 1,694 89 3,134 1,351 6.0

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

熱+

（TJ）

地域別

構成

（％）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 608 55,063 0 35,703 0 87,498 659 152,169 357 332,057 179,531 100.0

北九州地域 180 15,247 0 9,310 0 23,450 170 40,783 92 89,232 48,357 26.9

福岡地域 281 28,577 0 20,072 0 45,504 356 79,136 193 174,119 94,790 52.4

筑後地域 92 7,436 0 4,489 0 12,313 86 21,414 46 45,876 24,416 13.8

筑豊地域 55 3,803 0 1,832 0 6,231 47 10,836 26 22,830 11,968 6.9

家庭 福岡県計 0 10,265 0 8,933 0 37,162 0 64,627 0 120,987 56,360 100.0

北九州地域 0 2,520 0 2,176 0 9,067 0 15,768 0 29,531 13,763 24.4

福岡地域 0 5,405 0 4,686 0 19,595 0 34,077 0 63,763 29,686 52.7

筑後地域 0 1,566 0 1,397 0 5,704 0 9,920 0 18,587 8,667 15.4

筑豊地域 0 774 0 674 0 2,796 0 4,862 0 9,106 4,244 7.5

業務他 福岡県計 608 44,798 0 26,770 0 50,336 659 87,542 357 211,070 123,171 100.0

北九州地域 180 12,727 0 7,134 0 14,383 170 25,015 92 59,701 34,594 28.3

福岡地域 281 23,172 0 15,386 0 25,909 356 45,059 193 110,356 65,104 52.3

筑後地域 92 5,870 0 3,092 0 6,609 86 11,494 46 27,289 15,749 12.9

筑豊地域 55 3,029 0 1,158 0 3,435 47 5,974 26 13,724 7,724 6.5

水道廃棄物 福岡県計 40 8,402 0 654 0 6,864 0 11,936 0 27,896 15,960 100.0

北九州地域 21 3,187 0 335 0 2,954 0 5,138 0 11,635 6,497 41.7

福岡地域 11 3,858 0 211 0 2,744 0 4,772 0 11,596 6,824 41.6

筑後地域 6 1,005 0 86 0 855 0 1,486 0 3,438 1,952 12.3

筑豊地域 2 352 0 22 0 311 0 540 0 1,227 687 4.4

福岡県計 81 25,666 0 19,860 0 30,122 448 52,386 243 128,806 76,177 100.0

北九州地域 21 6,532 0 5,059 0 7,666 114 13,332 62 32,786 19,392 25.5

福岡地域 45 14,276 0 11,874 0 16,754 249 29,137 135 72,470 43,198 56.3

筑後地域 10 3,218 0 2,135 0 3,777 56 6,569 30 15,795 9,196 12.3

筑豊地域 5 1,640 0 792 0 1,925 29 3,348 16 7,755 4,391 6.0

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 396 9,176 0 5,696 0 8,641 87 15,028 47 39,071 23,996 100.0

北九州地域 111 2,567 0 1,591 0 2,417 24 4,204 13 10,927 6,710 28.0

福岡地域 183 4,234 0 2,979 0 3,987 40 6,934 22 18,379 11,423 47.0

筑後地域 62 1,443 0 806 0 1,359 14 2,363 7 6,054 3,684 15.5

筑豊地域 40 932 0 320 0 878 9 1,527 5 3,711 2,179 9.5

他業務・誤差 福岡県計 91 1,554 0 560 0 4,709 124 8,192 67 15,297 7,038 100.0

北九州地域 27 441 0 149 0 1,346 32 2,341 17 4,353 1,995 28.5

福岡地域 42 804 0 322 0 2,424 67 4,216 36 7,911 3,659 51.7

筑後地域 14 204 0 65 0 618 16 1,076 9 2,002 917 13.1

筑豊地域 8 105 0 24 0 321 9 559 5 1,031 467 6.7

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 23,642 0 0 0 704 0 1,224 0 25,570 24,346 100.0

北九州地域 0 5,824 0 0 0 177 0 308 0 6,309 6,001 24.7

福岡地域 0 12,399 0 0 0 334 0 581 0 13,314 12,733 52.1

筑後地域 0 3,533 0 0 0 133 0 231 0 3,897 3,666 15.2

筑豊地域 0 1,886 0 0 0 60 0 104 0 2,050 1,946 8.0

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス
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経済再生＆趨勢延長ケース（１/２） 2030

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 119,554 131,648 10,764 77,043 21,190 186,114 16,001 317,186 5,583 885,083 562,314 100.0

北九州地域 112,538 50,650 10,171 21,372 19,780 67,779 8,533 113,312 3,100 407,235 290,823 46.0

福岡地域 2,059 52,990 158 42,236 237 81,778 3,693 141,032 1,320 325,503 183,151 36.8

筑後地域 4,133 19,802 362 9,579 1,083 25,077 2,372 43,039 742 106,189 62,408 12.0

筑豊地域 824 8,206 73 3,856 90 11,480 1,403 19,803 421 46,156 25,932 5.2

産業 福岡県計 118,796 41,963 10,764 7,334 21,190 51,358 15,201 82,833 5,151 354,590 266,606 100.0

北九州地域 112,312 26,488 10,171 3,355 19,780 32,234 8,326 51,496 2,988 267,150 212,666 75.3

福岡地域 1,706 6,713 158 2,110 237 10,890 3,263 17,749 1,088 43,914 25,077 12.4

筑後地域 4,019 7,192 362 1,321 1,083 6,280 2,266 10,351 685 33,559 22,523 9.5

筑豊地域 759 1,570 73 548 90 1,954 1,346 3,237 390 9,967 6,340 2.8

農林水産業 福岡県計 0 10,294 0 25 0 1,140 0 1,982 0 13,441 11,459 100.0

北九州地域 0 1,371 0 3 0 152 0 264 0 1,790 1,526 13.3

福岡地域 0 3,113 0 8 0 345 0 599 0 4,065 3,466 30.2

筑後地域 0 5,043 0 12 0 558 0 971 0 6,584 5,613 49.0

筑豊地域 0 767 0 2 0 85 0 148 0 1,002 854 7.5

建設業･鉱業 福岡県計 8 4,939 0 1,278 0 1,268 0 2,206 0 9,699 7,493 100.0

北九州地域 2 1,326 0 343 0 341 0 592 0 2,604 2,012 26.8

福岡地域 4 2,341 0 606 0 601 0 1,046 0 4,598 3,552 47.4

筑後地域 1 827 0 214 0 212 0 369 0 1,623 1,254 16.7

筑豊地域 1 445 0 115 0 114 0 199 0 874 675 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 8,318 2,101 847 0 0 4,175 5,897 8,412 1,176 30,926 21,338 100.0

北九州地域 7,344 1,855 747 0 0 2,756 2,995 5,555 597 21,849 15,697 70.6

福岡地域 430 109 44 0 0 375 998 755 199 2,910 1,956 9.4

筑後地域 124 31 13 0 0 741 1,127 1,492 225 3,753 2,036 12.1

筑豊地域 420 106 43 0 0 303 777 610 155 2,414 1,649 7.8

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 110,494 21,634 9,917 31 21,190 23,227 5,833 39,855 2,913 235,094 192,326 100.0

北九州地域 104,998 20,558 9,424 30 19,780 22,191 4,812 38,077 2,402 222,272 181,793 94.5

福岡地域 1,267 248 114 0 237 379 350 650 175 3,420 2,595 1.5

筑後地域 3,892 762 349 1 1,083 540 394 927 197 8,145 7,021 3.5

筑豊地域 337 66 30 0 90 117 277 201 139 1,257 917 0.5

機械 福岡県計 0 695 0 2,625 0 4,104 0 7,167 0 14,591 7,424 100.0

北九州地域 0 412 0 1,555 0 2,109 0 3,683 0 7,759 4,076 53.2

福岡地域 0 77 0 291 0 873 0 1,524 0 2,765 1,241 19.0

筑後地域 0 138 0 521 0 901 0 1,574 0 3,134 1,560 21.5

筑豊地域 0 68 0 258 0 221 0 386 0 933 547 6.4

重複補正 福岡県計 -41 -10 0 0 0 -89 -658 -7,914 -646 -9,358 -798 100.0

北九州地域 -39 -9 0 0 0 -58 -361 -5,095 -375 -5,937 -467 63.4

福岡地域 -1 0 0 0 0 -18 -141 -1,621 -136 -1,917 -160 20.5

筑後地域 -1 -1 0 0 0 -10 -98 -907 -86 -1,103 -110 11.8

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -58 -291 -49 -401 -61 4.3

他業種･中小製造業 福岡県計 17 2,310 0 3,375 0 17,533 4,129 31,125 1,708 60,197 27,364 100.0

北九州地域 7 975 0 1,424 0 4,743 880 8,420 364 16,813 8,029 27.9

福岡地域 6 825 0 1,205 0 8,335 2,056 14,796 850 28,073 12,427 46.6

筑後地域 3 392 0 573 0 3,338 843 5,925 349 11,423 5,149 19.0

筑豊地域 1 118 0 173 0 1,117 350 1,984 145 3,888 1,759 6.5

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 758 62,633 0 69,709 0 134,333 800 233,617 432 502,282 268,233 100.0

北九州地域 226 17,341 0 18,017 0 35,439 207 61,631 112 132,973 71,230 26.5

福岡地域 353 32,454 0 40,126 0 70,687 430 122,934 232 267,216 144,050 53.2

筑後地域 114 8,507 0 8,258 0 18,717 106 32,549 57 68,308 35,702 13.6

筑豊地域 65 4,331 0 3,308 0 9,490 57 16,503 31 33,785 17,251 6.7

家庭 福岡県計 0 10,265 0 9,531 0 49,164 0 85,500 0 154,460 68,960 100.0

北九州地域 0 2,520 0 2,317 0 11,995 0 20,860 0 37,692 16,832 24.4

福岡地域 0 5,405 0 5,044 0 25,917 0 45,072 0 81,438 36,366 52.7

筑後地域 0 1,566 0 1,457 0 7,552 0 13,134 0 23,709 10,575 15.3

筑豊地域 0 774 0 713 0 3,700 0 6,434 0 11,621 5,187 7.5

業務他 福岡県計 758 52,368 0 60,178 0 85,169 800 148,117 432 347,822 199,273 100.0

北九州地域 226 14,821 0 15,700 0 23,444 207 40,771 112 95,281 54,398 27.4

福岡地域 353 27,049 0 35,082 0 44,770 430 77,862 232 185,778 107,684 53.4

筑後地域 114 6,941 0 6,801 0 11,165 106 19,415 57 44,599 25,127 12.8

筑豊地域 65 3,557 0 2,595 0 5,790 57 10,069 31 22,164 12,064 6.4

水道廃棄物 福岡県計 49 8,583 0 741 0 7,626 0 13,262 0 30,261 16,999 100.0

北九州地域 25 3,261 0 380 0 3,206 0 5,575 0 12,447 6,872 41.1

福岡地域 14 3,932 0 239 0 3,112 0 5,412 0 12,709 7,297 42.0

筑後地域 7 1,029 0 97 0 957 0 1,664 0 3,754 2,090 12.4

筑豊地域 3 361 0 25 0 351 0 611 0 1,351 740 4.5

福岡県計 147 31,605 0 51,744 0 59,814 551 104,023 298 248,182 143,861 100.0

北九州地域 37 8,038 0 13,194 0 15,212 140 26,455 76 63,152 36,621 25.4

福岡地域 81 17,441 0 30,744 0 33,008 304 57,405 164 139,147 81,578 56.1

筑後地域 19 4,020 0 5,652 0 7,608 70 13,231 38 30,638 17,369 12.3

筑豊地域 10 2,106 0 2,154 0 3,986 37 6,932 20 15,245 8,293 6.1

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 448 10,364 0 6,433 0 9,759 98 16,972 52 44,126 27,102 100.0

北九州地域 130 3,008 0 1,797 0 2,832 28 4,926 15 12,736 7,795 28.9

福岡地域 205 4,738 0 3,364 0 4,461 45 7,759 24 20,596 12,813 46.7

筑後地域 71 1,651 0 910 0 1,555 16 2,703 8 6,914 4,203 15.7

筑豊地域 42 967 0 362 0 911 9 1,584 5 3,880 2,291 8.8

他業務・誤差 福岡県計 114 1,816 0 1,260 0 7,970 151 13,860 82 25,253 11,311 100.0

北九州地域 34 514 0 329 0 2,194 39 3,815 21 6,946 3,110 27.5

福岡地域 53 938 0 735 0 4,189 81 7,286 44 13,326 5,996 52.8

筑後地域 17 241 0 142 0 1,045 20 1,817 11 3,293 1,465 13.0

筑豊地域 10 123 0 54 0 542 11 942 6 1,688 740 6.7

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 27,052 0 0 0 423 0 736 0 28,211 27,475 100.0

北九州地域 0 6,821 0 0 0 106 0 185 0 7,112 6,927 25.2

福岡地域 0 13,823 0 0 0 201 0 349 0 14,373 14,024 50.9

筑後地域 0 4,103 0 0 0 80 0 139 0 4,322 4,183 15.3

筑豊地域 0 2,305 0 0 0 36 0 63 0 2,404 2,341 8.5

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス
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経済再生＆最大導入ケース（１/２） 2030

うち直接利用分

（TJ）

合計 福岡県計 90,043 125,692 10,003 44,457 21,190 141,439 12,642 240,309 4,294 690,069 445,466 100.0

北九州地域 84,610 48,097 9,468 12,219 19,780 53,003 6,662 88,335 2,344 324,518 233,839 47.0

福岡地域 1,642 50,928 137 24,122 237 60,430 2,923 103,948 1,037 245,404 140,419 35.6

筑後地域 3,090 18,938 340 5,755 1,083 19,293 1,910 33,026 579 84,014 50,409 12.2

筑豊地域 701 7,729 58 2,361 90 8,713 1,147 15,000 334 36,133 20,799 5.2

産業 福岡県計 89,407 40,792 10,003 4,076 21,190 45,350 11,856 73,202 3,869 299,745 222,674 100.0

北九州地域 84,421 25,419 9,468 1,685 19,780 27,267 6,460 43,577 2,234 220,311 174,500 73.5

福岡地域 1,348 6,687 137 1,374 237 10,494 2,499 17,105 808 40,689 22,776 13.6

筑後地域 2,995 7,131 340 718 1,083 5,779 1,807 9,523 524 29,900 19,853 10.0

筑豊地域 643 1,555 58 299 90 1,810 1,090 2,997 303 8,845 5,545 3.0

農林水産業 福岡県計 0 10,294 0 25 0 1,140 0 1,982 0 13,441 11,459 100.0

北九州地域 0 1,371 0 3 0 152 0 264 0 1,790 1,526 13.3

福岡地域 0 3,113 0 8 0 345 0 599 0 4,065 3,466 30.2

筑後地域 0 5,043 0 12 0 558 0 971 0 6,584 5,613 49.0

筑豊地域 0 767 0 2 0 85 0 148 0 1,002 854 7.5

建設業･鉱業 福岡県計 8 4,939 0 1,278 0 1,268 0 2,206 0 9,699 7,493 100.0

北九州地域 2 1,326 0 343 0 341 0 592 0 2,604 2,012 26.8

福岡地域 4 2,341 0 606 0 601 0 1,046 0 4,598 3,552 47.4

筑後地域 1 827 0 214 0 212 0 369 0 1,623 1,254 16.7

筑豊地域 1 445 0 115 0 114 0 199 0 874 675 9.0

化学･化繊･紙パ 福岡県計 7,754 2,101 567 0 0 3,379 5,220 6,810 1,040 26,871 19,021 100.0

北九州地域 6,845 1,855 501 0 0 2,231 2,651 4,497 528 19,108 14,083 71.1

福岡地域 401 109 29 0 0 303 883 611 176 2,512 1,725 9.3

筑後地域 116 31 8 0 0 600 998 1,208 199 3,160 1,753 11.8

筑豊地域 392 106 29 0 0 245 688 494 137 2,091 1,460 7.8

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 81,658 20,589 9,436 31 21,190 19,225 4,191 32,987 2,092 191,399 156,320 100.0

北九州地域 77,596 19,565 8,967 30 19,780 18,367 3,458 31,515 1,726 181,004 147,763 94.6

福岡地域 937 236 108 0 237 314 251 538 125 2,746 2,083 1.4

筑後地域 2,876 725 332 1 1,083 447 283 767 141 6,655 5,747 3.5

筑豊地域 249 63 29 0 90 97 199 167 100 994 727 0.5

機械 福岡県計 0 568 0 887 0 2,883 0 5,037 0 9,375 4,338 100.0

北九州地域 0 336 0 526 0 1,482 0 2,588 0 4,932 2,344 52.6

福岡地域 0 63 0 98 0 613 0 1,071 0 1,845 774 19.7

筑後地域 0 113 0 176 0 633 0 1,106 0 2,028 922 21.6

筑豊地域 0 56 0 87 0 155 0 272 0 570 298 6.1

重複補正 福岡県計 -30 -9 0 0 0 -78 -513 -6,945 -487 -8,062 -630 100.0

北九州地域 -29 -9 0 0 0 -49 -280 -4,299 -281 -4,947 -367 61.4

福岡地域 0 0 0 0 0 -17 -108 -1,556 -102 -1,783 -125 22.1

筑後地域 -1 0 0 0 0 -9 -78 -823 -66 -977 -88 12.1

筑豊地域 0 0 0 0 0 -3 -47 -267 -38 -355 -50 4.4

他業種･中小製造業 福岡県計 17 2,310 0 1,855 0 17,533 2,958 31,125 1,224 57,022 24,673 100.0

北九州地域 7 975 0 783 0 4,743 631 8,420 261 15,820 7,139 27.7

福岡地域 6 825 0 662 0 8,335 1,473 14,796 609 26,706 11,301 46.8

筑後地域 3 392 0 315 0 3,338 604 5,925 250 10,827 4,652 19.0

筑豊地域 1 118 0 95 0 1,117 250 1,984 104 3,669 1,581 6.4

地域別

構成

（％）

計（TJ）石炭製品+

（TJ）

石油製品+

（TJ）

天然ガス

（TJ）

都市ｶﾞｽ+

（TJ）

再生可能･未活用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失

･排出量配分（TJ）
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 ( 2/2 )

うち直接利用分

（TJ）

民生 福岡県計 636 61,258 0 40,381 0 95,385 786 165,883 425 364,754 198,446 100.0

北九州地域 189 16,854 0 10,534 0 25,559 202 44,450 110 97,898 53,338 26.8

福岡地域 294 31,842 0 22,748 0 49,602 424 86,262 229 191,401 104,910 52.5

筑後地域 95 8,274 0 5,037 0 13,381 103 23,272 55 50,217 26,890 13.8

筑豊地域 58 4,288 0 2,062 0 6,843 57 11,899 31 25,238 13,308 6.9

家庭 福岡県計 0 10,265 0 8,933 0 37,162 0 64,627 0 120,987 56,360 100.0

北九州地域 0 2,520 0 2,176 0 9,067 0 15,768 0 29,531 13,763 24.4

福岡地域 0 5,405 0 4,686 0 19,595 0 34,077 0 63,763 29,686 52.7

筑後地域 0 1,566 0 1,397 0 5,704 0 9,920 0 18,587 8,667 15.4

筑豊地域 0 774 0 674 0 2,796 0 4,862 0 9,106 4,244 7.5

業務他 福岡県計 636 50,993 0 31,448 0 58,223 786 101,256 425 243,767 142,086 100.0

北九州地域 189 14,334 0 8,358 0 16,492 202 28,682 110 68,367 39,575 28.0

福岡地域 294 26,437 0 18,062 0 30,007 424 52,185 229 127,638 75,224 52.4

筑後地域 95 6,708 0 3,640 0 7,677 103 13,352 55 31,630 18,223 13.0

筑豊地域 58 3,514 0 1,388 0 4,047 57 7,037 31 16,132 9,064 6.6

水道廃棄物 福岡県計 43 8,482 0 708 0 7,089 0 12,328 0 28,650 16,322 100.0

北九州地域 24 3,242 0 374 0 3,111 0 5,410 0 12,161 6,751 42.4

福岡地域 11 3,867 0 216 0 2,769 0 4,815 0 11,678 6,863 40.8

筑後地域 6 1,017 0 94 0 888 0 1,545 0 3,550 2,005 12.4

筑豊地域 2 356 0 24 0 321 0 558 0 1,261 703 4.4

福岡県計 102 31,566 0 24,386 0 37,045 551 64,426 298 158,374 93,650 100.0

北九州地域 26 8,028 0 6,218 0 9,421 140 16,384 76 40,293 23,833 25.4

福岡地域 56 17,419 0 14,489 0 20,443 304 35,553 164 88,428 52,711 55.8

筑後地域 13 4,015 0 2,664 0 4,712 70 8,195 38 19,707 11,474 12.4

筑豊地域 7 2,104 0 1,015 0 2,469 37 4,294 20 9,946 5,632 6.3

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 396 9,176 0 5,696 0 8,641 87 15,028 47 39,071 23,996 100.0

北九州地域 111 2,567 0 1,591 0 2,417 24 4,204 13 10,927 6,710 28.0

福岡地域 183 4,234 0 2,979 0 3,987 40 6,934 22 18,379 11,423 47.0

筑後地域 62 1,443 0 806 0 1,359 14 2,363 7 6,054 3,684 15.5

筑豊地域 40 932 0 320 0 878 9 1,527 5 3,711 2,179 9.5

他業務・誤差 福岡県計 95 1,769 0 658 0 5,448 148 9,474 80 17,672 8,118 100.0

北九州地域 28 497 0 175 0 1,543 38 2,684 21 4,986 2,281 28.2

福岡地域 44 917 0 378 0 2,808 80 4,883 43 9,153 4,227 51.8

筑後地域 14 233 0 76 0 718 19 1,249 10 2,319 1,060 13.1

筑豊地域 9 122 0 29 0 379 11 658 6 1,214 550 6.9

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 0 23,642 0 0 0 704 0 1,224 0 25,570 24,346 100.0

北九州地域 0 5,824 0 0 0 177 0 308 0 6,309 6,001 24.7

福岡地域 0 12,399 0 0 0 334 0 581 0 13,314 12,733 52.1

筑後地域 0 3,533 0 0 0 133 0 231 0 3,897 3,666 15.2

筑豊地域 0 1,886 0 0 0 60 0 104 0 2,050 1,946 8.0

地域別

構成

（％）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）石炭製品+
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石油製品+
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ﾈﾙｷﾞｰ

電　力+

（TJ）

熱+

（TJ）

電力寄与損失･

排出量配分（TJ）

産業蒸気･熱寄与損失
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参考＆趨勢延長ケース（１/２） 2020/2010

合計 福岡県計 94.3 89.5 90.1 129.7 675.4 113.6 94.7 114.2 94.9 107.2 103.7

北九州地域 94.6 90.5 90.3 127.8 679.0 106.5 95.4 107.3 95.9 102.8 101.2

福岡地域 99.2 88.2 100.0 134.8 721.4 122.1 105.6 122.5 101.8 114.6 109.4

筑後地域 85.9 94.7 81.8 120.7 618.9 111.0 77.4 111.3 82.8 105.9 102.9

筑豊地域 91.5 80.7 90.9 116.7 542.9 109.0 98.9 109.5 89.9 101.6 96.7

産業 福岡県計 94.4 106.4 90.1 119.9 675.4 95.3 94.6 95.8 94.7 99.5 100.9

北九州地域 94.6 97.4 90.3 119.3 679.0 92.9 95.3 93.1 95.8 97.9 99.2

福岡地域 103.7 109.2 100.0 120.6 721.4 103.2 106.6 104.2 102.5 105.8 107.0

筑後地域 86.0 149.5 81.8 124.2 618.9 96.2 76.8 96.7 82.0 104.9 109.7

筑豊地域 92.5 119.4 90.9 112.0 542.9 90.5 99.1 92.1 89.6 98.3 102.2

農林水産業 福岡県計 215.1 170.0 131.9 131.8 190.4 204.0

北九州地域 227.0 200.0 139.1 139.1 201.0 215.3

福岡地域 199.2 125.0 122.4 122.0 176.3 188.9

筑後地域 222.5 180.0 136.3 136.5 197.0 211.0

筑豊地域 209.8 128.6 127.6 185.8 199.3

建設業･鉱業 福岡県計 64.7 89.1 102.6 88.5 88.5 90.2 90.8

北九州地域 75.0 89.0 102.6 88.4 88.5 90.2 90.8

福岡地域 62.5 86.9 100.2 86.4 86.4 88.1 88.6

筑後地域 66.7 95.7 110.2 95.3 95.1 97.0 97.6

筑豊地域 50.0 89.0 102.9 88.2 88.2 90.1 90.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 88.4 104.9 91.0 96.4 94.6 96.4 94.5 94.2 93.3

北九州地域 86.3 102.5 88.8 99.4 94.1 99.4 94.1 93.7 91.9

福岡地域 129.4 152.1 133.3 148.9 141.1 149.2 140.7 142.4 140.2

筑後地域 59.4 68.9 61.5 68.4 64.8 68.4 64.8 66.7 65.7

筑豊地域 117.6 139.5 122.7 134.9 128.4 135.3 128.0 129.1 127.2

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 94.9 96.1 90.0 117.4 675.4 90.6 95.7 90.6 95.7 97.6 99.4

北九州地域 95.3 96.4 90.4 118.2 679.0 90.9 97.6 90.9 97.6 97.9 99.7

福岡地域 97.5 98.8 92.5 721.4 92.8 100.0 93.0 100.0 99.4 101.4

筑後地域 87.4 88.5 82.6 100.0 618.9 83.3 89.8 83.3 89.4 92.5 94.1

筑豊地域 72.8 74.4 69.7 542.9 69.4 74.5 69.4 74.5 74.9 76.4

機械 福岡県計 133.9 132.9 124.3 124.2 126.2 128.1

北九州地域 129.9 128.6 116.7 116.7 119.6 122.3

福岡地域 172.7 173.6 157.3 157.1 159.2 161.8

筑後地域 134.2 133.2 121.4 121.2 123.7 126.2

筑豊地域 125.0 124.7 112.6 112.9 116.7 119.6

重複補正 福岡県計 93.9 78.6 88.9 94.6 90.3 94.6 90.9 93.5

北九州地域 93.8 90.0 90.4 95.4 91.2 95.9 91.6 94.4

福岡地域 50.0 88.2 106.3 93.6 101.8 94.9 103.1

筑後地域 100.0 50.0 88.9 77.3 82.9 82.3 82.3 78.0

筑豊地域 66.7 97.8 81.0 90.2 84.1 95.8

他業種･中小製造業 福岡県計 69.7 70.2 119.9 96.2 93.2 96.2 93.3 94.5 92.7

北九州地域 64.3 67.3 115.1 91.3 88.5 91.3 88.5 89.2 87.3

福岡地域 75.0 74.2 126.8 100.5 97.4 100.5 97.4 99.1 97.7

筑後地域 80.0 71.8 123.0 97.3 94.2 97.3 94.3 95.8 94.3

筑豊地域 50.0 60.0 101.8 81.1 78.6 81.2 79.1 79.9 78.7

うち

直接利用分石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
石炭製品+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分
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 ( 2/2 ) 2020/2010

民生 福岡県計 84.0 101.0 130.8 122.2 97.0 122.2 96.7 119.5 117.3

北九州地域 86.1 103.1 129.5 122.3 97.1 122.3 96.8 119.7 117.6

福岡地域 83.5 103.4 135.8 125.6 98.5 125.6 98.4 123.1 121.0

筑後地域 82.2 94.6 120.2 116.0 92.8 116.0 92.5 112.7 110.0

筑豊地域 83.3 91.2 117.5 112.9 94.1 112.9 92.9 109.5 106.5

家庭 福岡県計 74.7 98.6 110.7 110.7 105.1 99.4

北九州地域 72.4 95.7 107.5 107.5 102.0 96.3

福岡地域 78.3 103.0 115.1 115.1 109.5 103.6

筑後地域 71.5 94.2 106.9 106.9 101.3 95.5

筑豊地域 68.5 91.3 103.2 103.1 97.6 92.0

業務他 福岡県計 84.0 114.9 142.8 132.9 97.0 132.9 96.7 130.5 128.9

北九州地域 86.1 118.3 141.5 135.4 97.1 135.4 96.8 132.6 130.6

福岡地域 83.5 116.2 146.5 135.1 98.5 135.1 98.4 133.0 131.6

筑後地域 82.2 108.7 132.5 125.6 92.8 125.6 92.5 122.9 121.0

筑豊地域 83.3 105.4 135.6 123.4 94.1 123.3 92.9 120.5 118.4

水道廃棄物 福岡県計 89.1 134.3 95.6 135.9 135.9 133.8 132.2

北九州地域 86.2 141.2 94.4 149.7 149.7 144.1 140.1

福岡地域 93.3 129.3 98.4 125.8 125.8 126.1 126.3

筑後地域 87.5 137.3 94.1 138.9 139.0 136.2 134.0

筑豊地域 100.0 119.3 92.3 120.1 120.0 118.7 117.7

福岡県計 46.8 115.8 156.6 142.7 96.0 142.7 95.5 140.1 138.4

北九州地域 46.4 115.7 156.1 142.6 95.7 142.6 95.2 139.9 138.2

福岡地域 47.8 117.6 158.8 145.0 97.5 145.0 96.9 142.5 141.0

筑後地域 43.3 110.5 149.1 136.2 91.9 136.2 91.2 133.2 131.3

筑豊地域 46.7 112.8 152.2 139.1 93.5 139.1 94.1 135.4 132.7

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 101.9 101.8 101.8 101.8 102.1 101.8 102.0 101.8 101.8

北九州地域 105.1 105.1 105.2 105.1 103.8 105.1 107.1 105.1 105.1

福岡地域 104.2 104.1 102.9 104.1 104.9 104.1 104.5 103.9 103.8

筑後地域 96.1 96.4 95.2 96.4 94.1 96.4 100.0 96.2 96.1

筑豊地域 93.8 93.5 94.9 93.5 100.0 93.5 83.3 93.6 93.7

他業務・誤差 福岡県計 84.7 114.8 142.9 133.0 96.8 132.9 97.1 130.8 128.7

北九州地域 86.1 118.0 141.6 135.4 97.0 135.4 94.4 133.1 130.8

福岡地域 83.9 116.2 146.7 135.2 98.5 135.1 100.0 133.1 131.0

筑後地域 85.0 108.5 132.1 125.7 94.4 125.6 90.0 123.5 121.3

筑豊地域 83.3 106.2 135.7 123.5 90.0 123.2 100.0 121.2 119.0

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 62.2 皆増 皆増 63.5 62.7

北九州地域 60.2 皆増 皆増 61.5 60.7

福岡地域 64.6 皆増 皆増 65.8 65.1

筑後地域 60.4 皆増 皆増 62.0 61.0

筑豊地域 58.1 皆増 皆増 59.4 58.6

うち

直接利用分
計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

電力寄与損失･

排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+
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参考＆最大導入ケース（１/２） 2020/2010

合計 福岡県計 84.4 85.6 90.1 93.8 675.4 97.4 88.0 97.8 86.8 93.7 91.6

北九州地域 84.6 85.7 90.3 91.5 679.0 93.4 89.4 93.9 88.5 91.6 90.8

福岡地域 90.4 84.9 100.0 97.0 721.4 103.0 95.6 103.2 91.3 97.8 94.3

筑後地域 76.5 91.3 81.8 89.5 618.9 95.4 72.3 95.6 75.8 92.8 91.4

筑豊地域 86.5 76.8 90.9 87.3 542.9 91.7 93.6 92.0 83.4 87.6 84.8

産業 福岡県計 84.5 102.0 90.1 85.1 675.4 91.0 87.6 91.6 86.1 92.8 93.3

北九州地域 84.6 91.4 90.3 78.6 679.0 86.5 89.2 86.9 88.2 90.0 90.8

福岡地域 95.1 108.9 100.0 95.8 721.4 102.8 95.3 103.9 90.0 103.1 103.1

筑後地域 76.6 148.2 81.8 86.5 618.9 95.3 71.5 95.9 74.6 101.1 104.6

筑豊地域 87.9 119.1 90.9 77.4 542.9 89.9 93.7 91.5 82.6 95.0 97.8

農林水産業 福岡県計 215.1 170.0 131.9 131.8 190.4 204.0

北九州地域 227.0 200.0 139.1 139.1 201.0 215.3

福岡地域 199.2 125.0 122.4 122.0 176.3 188.9

筑後地域 222.5 180.0 136.3 136.5 197.0 211.0

筑豊地域 209.8 128.6 127.6 185.8 199.3

建設業･鉱業 福岡県計 64.7 89.1 102.6 88.5 88.5 90.2 90.8

北九州地域 75.0 89.0 102.6 88.4 88.5 90.2 90.8

福岡地域 62.5 86.9 100.2 86.4 86.4 88.1 88.6

筑後地域 66.7 95.7 110.2 95.3 95.1 97.0 97.6

筑豊地域 50.0 89.0 102.9 88.2 88.2 90.1 90.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 88.4 104.9 91.0 96.4 94.6 96.4 94.5 94.2 93.3

北九州地域 86.3 102.5 88.8 99.4 94.1 99.4 94.1 93.7 91.9

福岡地域 129.4 152.1 133.3 148.9 141.1 149.2 140.7 142.4 140.2

筑後地域 59.4 68.9 61.5 68.4 64.8 68.4 64.8 66.7 65.7

筑豊地域 117.6 139.5 122.7 134.9 128.4 135.3 128.0 129.1 127.2

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 84.2 88.4 90.0 117.4 675.4 81.8 87.2 81.8 87.2 88.5 90.2

北九州地域 84.5 88.7 90.4 118.2 679.0 82.1 88.9 82.1 88.9 88.8 90.5

福岡地域 86.5 90.9 92.5 721.4 83.9 91.1 84.1 91.4 90.2 92.0

筑後地域 77.5 81.4 82.6 100.0 618.9 75.3 81.7 75.3 81.4 84.0 85.6

筑豊地域 64.4 68.6 69.7 542.9 63.2 67.9 62.5 67.9 68.0 69.6

機械 福岡県計 133.9 65.1 124.3 124.2 114.4 104.7

北九州地域 129.9 63.0 116.7 116.7 107.1 98.2

福岡地域 172.7 84.8 157.3 157.1 150.4 142.1

筑後地域 134.2 65.4 121.4 121.2 113.0 104.5

筑豊地域 125.0 61.0 112.6 112.9 100.0 90.5

重複補正 福岡県計 84.8 71.4 84.0 87.7 86.1 86.0 86.2 86.7

北九州地域 84.4 80.0 84.6 89.4 84.9 88.3 85.3 88.1

福岡地域 50.0 88.2 95.5 93.3 89.4 93.1 93.8

筑後地域 100.0 50.0 77.8 71.1 82.0 74.7 80.3 71.6

筑豊地域 66.7 93.3 80.7 82.9 82.4 91.7

他業種･中小製造業 福岡県計 69.7 70.2 89.2 96.2 79.0 96.2 79.1 91.9 88.2

北九州地域 64.3 67.3 85.7 91.3 74.9 91.3 75.0 86.6 82.7

福岡地域 75.0 74.2 94.3 100.5 82.6 100.5 82.6 96.6 93.2

筑後地域 80.0 71.8 91.3 97.3 79.8 97.3 80.0 93.2 89.7

筑豊地域 50.0 60.0 75.9 81.1 66.8 81.2 66.9 77.6 74.8

うち

直接利用分電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2020/2010

民生 福岡県計 75.1 99.0 94.8 100.0 95.7 100.0 95.6 99.2 98.5

北九州地域 77.7 100.9 94.1 100.9 94.9 100.9 94.7 100.0 99.4

福岡地域 73.9 101.9 97.1 102.5 98.0 102.5 97.8 101.7 101.0

筑後地域 74.1 92.1 90.0 94.8 90.7 94.8 90.6 93.8 92.9

筑豊地域 74.4 87.7 88.9 91.4 92.2 91.4 92.9 90.6 89.8

家庭 福岡県計 74.7 95.2 92.9 92.9 90.6 88.4

北九州地域 72.4 92.5 90.1 90.1 87.9 85.7

福岡地域 78.3 98.9 96.6 96.6 94.4 92.1

筑後地域 71.5 92.1 89.5 89.6 87.3 85.1

筑豊地域 68.5 88.7 86.5 86.5 84.2 81.9

業務他 福岡県計 75.1 111.8 94.7 106.6 95.7 106.6 95.6 105.7 105.1

北九州地域 77.7 115.0 94.6 110.4 94.9 110.4 94.7 108.8 107.7

福岡地域 73.9 113.9 96.5 107.9 98.0 107.9 97.8 107.0 106.5

筑後地域 74.1 104.8 89.0 100.3 90.7 100.3 90.6 99.5 98.9

筑豊地域 74.4 99.8 89.1 96.7 92.2 96.7 92.9 96.5 96.3

水道廃棄物 福岡県計 87.3 133.4 93.5 130.1 130.2 129.6 129.1

北九州地域 86.2 140.8 93.6 147.2 147.2 142.3 138.8

福岡地域 86.7 128.2 94.0 118.3 118.3 120.6 122.3

筑後地域 87.5 136.1 92.2 131.0 131.3 130.5 130.0

筑豊地域 100.0 116.9 92.3 108.7 108.8 110.0 111.1

福岡県計 38.4 115.6 95.6 107.6 96.6 107.6 96.3 106.7 106.1

北九州地域 37.5 114.9 94.6 106.9 95.7 106.9 95.2 105.9 105.2

福岡地域 39.1 118.4 97.5 110.2 98.7 110.2 98.4 109.0 108.2

筑後地域 36.7 109.5 90.2 101.9 91.9 101.9 91.2 101.2 100.8

筑豊地域 40.0 109.7 90.4 102.2 93.5 102.1 94.1 102.0 101.9

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 91.6 91.6 91.6 91.7 90.4 91.6 92.2 91.6 91.6

北九州地域 94.9 94.5 94.8 94.6 92.3 94.6 92.9 94.6 94.6

福岡地域 93.7 93.7 92.6 93.7 92.7 93.7 95.5 93.5 93.4

筑後地域 87.0 86.7 85.7 86.8 82.4 86.8 88.9 86.6 86.5

筑豊地域 83.3 84.1 85.5 84.2 90.0 84.2 83.3 84.3 84.4

他業務・誤差 福岡県計 75.8 111.8 94.6 106.6 96.0 106.6 95.6 106.2 105.8

北九州地域 77.8 114.8 94.4 110.4 93.9 110.4 94.4 109.6 108.9

福岡地域 75.0 114.0 96.7 107.9 98.5 107.9 97.1 107.5 107.2

筑後地域 75.0 104.3 88.5 100.3 94.4 100.3 90.0 99.9 99.5

筑豊地域 75.0 100.0 89.3 96.7 90.0 96.7 100.0 96.5 96.2

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 56.3 皆増 皆増 59.3 57.4

北九州地域 54.5 皆増 皆増 57.4 55.5

福岡地域 58.4 皆増 皆増 61.2 59.5

筑後地域 54.6 皆増 皆増 58.3 56.0

筑豊地域 52.6 皆増 皆増 55.5 53.6

うち

直接利用分石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス
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経済再生＆趨勢延長ケース（１/２） 2020/2010

合計 福岡県計 99.3 92.2 94.8 138.1 711.1 118.3 99.2 118.9 99.4 111.8 108.3

北九州地域 99.6 93.9 95.1 135.6 714.9 111.3 100.5 112.1 101.1 107.7 106.1

福岡地域 103.8 90.6 104.4 144.1 757.1 126.8 108.5 127.3 104.6 119.2 113.9

筑後地域 90.3 96.7 86.1 127.8 651.4 115.4 81.7 115.8 87.7 110.0 106.8

筑豊地域 95.9 82.6 94.5 123.2 571.4 113.3 104.3 113.8 94.7 105.5 100.3

産業 福岡県計 99.4 109.8 94.8 123.9 711.1 99.2 98.8 99.7 98.8 104.0 105.5

北九州地域 99.6 102.0 95.1 124.9 714.9 97.7 100.4 98.0 100.9 103.0 104.4

福岡地域 109.1 109.6 104.4 121.4 757.1 103.9 108.6 105.0 103.9 106.7 108.1

筑後地域 90.6 151.1 86.1 129.6 651.4 100.6 80.8 101.1 86.5 108.8 113.5

筑豊地域 97.2 120.9 94.5 116.3 571.4 94.7 104.3 96.3 94.2 102.3 106.0

農林水産業 福岡県計 215.1 170.0 131.9 131.8 190.4 204.0

北九州地域 227.0 200.0 139.1 139.1 201.0 215.3

福岡地域 199.2 125.0 122.4 122.0 176.3 188.9

筑後地域 222.5 180.0 136.3 136.5 197.0 211.0

筑豊地域 209.8 128.6 127.6 185.8 199.3

建設業･鉱業 福岡県計 64.7 89.1 102.6 88.5 88.5 90.2 90.8

北九州地域 75.0 89.0 102.6 88.4 88.5 90.2 90.8

福岡地域 62.5 86.9 100.2 86.4 86.4 88.1 88.6

筑後地域 66.7 95.7 110.2 95.3 95.1 97.0 97.6

筑豊地域 50.0 89.0 102.9 88.2 88.2 90.1 90.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 93.0 110.4 95.6 101.4 99.5 101.4 99.4 99.1 98.2

北九州地域 90.8 107.8 93.4 104.6 99.1 104.6 99.0 98.6 96.7

福岡地域 136.1 160.6 138.1 156.3 148.5 156.8 148.1 149.7 147.4

筑後地域 62.4 73.3 61.5 72.1 68.2 72.0 68.2 70.2 69.2

筑豊地域 123.5 146.1 127.3 142.0 135.1 142.4 134.4 135.7 133.6

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 99.9 101.2 94.8 126.1 711.1 95.4 100.8 95.4 100.8 102.8 104.7

北九州地域 100.3 101.5 95.2 127.3 714.9 95.7 102.8 95.7 102.8 103.1 105.0

福岡地域 102.7 104.1 96.8 757.1 97.7 105.1 98.0 105.5 104.7 106.7

筑後地域 92.0 93.2 87.1 100.0 651.4 87.8 94.4 87.7 94.4 97.4 99.1

筑豊地域 76.7 77.9 72.7 571.4 73.6 78.5 73.0 78.1 78.8 80.5

機械 福岡県計 141.5 140.2 131.2 131.2 133.2 135.2

北九州地域 137.2 135.7 123.2 123.2 126.2 129.1

福岡地域 181.8 183.2 165.9 165.8 168.0 170.7

筑後地域 142.1 140.8 128.0 128.0 130.6 133.3

筑豊地域 132.5 131.2 118.9 119.3 123.2 126.1

重複補正 福岡県計 100.0 85.7 95.1 98.9 94.3 98.9 94.9 98.2

北九州地域 100.0 100.0 96.2 100.4 96.0 101.0 96.5 99.7

福岡地域 50.0 94.1 108.1 94.4 103.5 95.8 105.4

筑後地域 100.0 50.0 88.9 81.4 87.3 86.1 86.6 81.7

筑豊地域 100.0 104.4 85.5 95.1 89.1 104.2

他業種･中小製造業 福岡県計 72.7 72.4 123.8 98.7 95.5 98.7 95.6 96.9 95.2

北九州地域 71.4 70.9 121.2 96.2 93.1 96.2 93.3 94.0 91.9

福岡地域 75.0 74.2 126.8 100.5 97.4 100.5 97.4 99.1 97.7

筑後地域 80.0 75.6 129.4 102.4 99.3 102.5 99.3 100.8 99.3

筑豊地域 50.0 63.0 107.1 85.4 82.8 85.5 83.5 84.2 82.9

うち

直接利用分熱+
電力寄与損失･

排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2020/2010

民生 福岡県計 86.0 105.4 139.7 127.3 106.0 127.3 105.8 124.9 123.0

北九州地域 88.2 107.1 137.6 127.0 105.1 127.0 105.3 124.7 122.8

福岡地域 85.6 108.3 145.6 131.2 107.8 131.2 108.1 129.1 127.3

筑後地域 83.7 98.6 127.6 120.4 102.1 120.5 101.9 117.4 114.9

筑豊地域 84.6 95.1 124.3 117.3 103.9 117.3 100.0 114.0 111.1

家庭 福岡県計 74.7 98.6 110.7 110.7 105.1 99.4

北九州地域 72.4 95.7 107.5 107.5 102.0 96.3

福岡地域 78.3 103.0 115.1 115.1 109.5 103.6

筑後地域 71.5 94.2 106.9 106.9 101.3 95.5

筑豊地域 68.5 91.3 103.2 103.1 97.6 92.0

業務他 福岡県計 86.0 121.7 155.0 142.8 106.0 142.8 105.8 140.1 138.3

北九州地域 88.2 124.3 152.6 144.3 105.1 144.3 105.3 141.1 139.0

福岡地域 85.6 123.6 159.6 145.8 107.8 145.8 108.1 143.4 141.8

筑後地域 83.7 115.1 143.4 134.9 102.1 134.9 101.9 131.8 129.6

筑豊地域 84.6 111.7 147.0 132.4 103.9 132.4 100.0 129.2 126.8

水道廃棄物 福岡県計 92.7 135.0 97.9 137.1 137.1 134.8 133.1

北九州地域 89.7 142.4 97.7 151.8 151.8 146.0 141.9

福岡地域 100.0 129.5 99.2 126.0 126.0 126.3 126.5

筑後地域 87.5 138.3 96.1 140.4 140.6 137.6 135.3

筑豊地域 100.0 120.5 96.2 121.2 121.3 120.0 119.0

福岡県計 52.3 127.6 172.7 157.3 106.7 157.3 106.6 154.4 152.6

北九州地域 51.8 126.7 171.1 156.1 105.2 156.1 104.8 153.3 151.4

福岡地域 53.0 129.9 175.5 160.1 108.4 160.1 108.5 157.4 155.7

筑後地域 50.0 122.0 164.8 150.4 103.2 150.4 102.9 147.2 145.0

筑豊地域 53.3 124.7 168.3 153.7 106.5 153.6 105.9 149.6 146.6

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 101.9 101.8 101.8 101.8 102.1 101.8 102.0 101.8 101.8

北九州地域 105.1 105.1 105.2 105.1 103.8 105.1 107.1 105.1 105.1

福岡地域 104.2 104.1 102.9 104.1 104.9 104.1 104.5 103.9 103.8

筑後地域 96.1 96.4 95.2 96.4 94.1 96.4 100.0 96.2 96.1

筑豊地域 93.8 93.5 94.9 93.5 100.0 93.5 83.3 93.6 93.7

他業務・誤差 福岡県計 86.3 121.7 155.1 142.8 106.3 142.8 105.9 140.4 138.0

北九州地域 88.9 124.0 152.8 144.3 106.1 144.3 105.6 141.7 139.1

福岡地域 85.7 123.7 159.7 145.8 107.7 145.8 108.6 143.4 141.1

筑後地域 85.0 114.9 143.6 135.0 105.6 134.8 100.0 132.5 130.0

筑豊地域 83.3 112.4 146.4 132.5 100.0 132.4 100.0 129.9 127.3

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 62.2 皆増 皆増 63.5 62.7

北九州地域 60.2 皆増 皆増 61.5 60.7

福岡地域 64.6 皆増 皆増 65.8 65.1

筑後地域 60.4 皆増 皆増 62.0 61.0

筑豊地域 58.1 皆増 皆増 59.4 58.6

うち

直接利用分石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

電力寄与損失･

排出量配分
電　力+ 熱+

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス
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経済再生＆最大導入ケース（１/２） 2020/2010

合計 福岡県計 88.8 88.2 94.8 98.9 711.1 101.3 92.2 101.6 91.0 97.5 95.5

北九州地域 89.1 89.0 95.1 96.6 714.9 97.6 94.2 98.1 93.2 95.9 95.2

福岡地域 94.4 87.2 104.4 102.3 757.1 106.4 98.3 106.7 93.9 101.1 97.5

筑後地域 80.5 93.4 86.1 94.3 651.4 99.3 76.2 99.4 80.2 96.4 94.7

筑豊地域 90.4 79.2 94.5 92.2 571.4 95.9 98.8 96.2 87.9 91.4 88.3

産業 福岡県計 89.0 105.3 94.8 87.6 711.1 94.7 91.6 95.3 89.9 96.9 97.6

北九州地域 89.1 95.7 95.1 82.1 714.9 91.0 93.9 91.4 92.8 94.6 95.6

福岡地域 100.1 109.2 104.4 96.3 757.1 103.5 97.2 104.6 91.3 104.0 104.2

筑後地域 80.7 149.8 86.1 89.8 651.4 99.6 75.2 100.3 78.5 104.8 108.1

筑豊地域 92.3 120.5 94.5 80.2 571.4 94.0 98.6 95.7 86.9 98.9 101.3

農林水産業 福岡県計 215.1 170.0 131.9 131.8 190.4 204.0

北九州地域 227.0 200.0 139.1 139.1 201.0 215.3

福岡地域 199.2 125.0 122.4 122.0 176.3 188.9

筑後地域 222.5 180.0 136.3 136.5 197.0 211.0

筑豊地域 209.8 128.6 127.6 185.8 199.3

建設業･鉱業 福岡県計 64.7 89.1 102.6 88.5 88.5 90.2 90.8

北九州地域 75.0 89.0 102.6 88.4 88.5 90.2 90.8

福岡地域 62.5 86.9 100.2 86.4 86.4 88.1 88.6

筑後地域 66.7 95.7 110.2 95.3 95.1 97.0 97.6

筑豊地域 50.0 89.0 102.9 88.2 88.2 90.1 90.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 93.0 110.4 95.6 101.4 99.5 101.4 99.4 99.1 98.2

北九州地域 90.8 107.8 93.4 104.6 99.1 104.6 99.0 98.6 96.7

福岡地域 136.1 160.6 138.1 156.3 148.5 156.8 148.1 149.7 147.4

筑後地域 62.4 73.3 61.5 72.1 68.2 72.0 68.2 70.2 69.2

筑豊地域 123.5 146.1 127.3 142.0 135.1 142.4 134.4 135.7 133.6

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 88.6 93.0 94.8 126.1 711.1 86.2 91.8 86.2 91.8 93.2 94.9

北九州地域 89.0 93.4 95.2 127.3 714.9 86.4 93.6 86.4 93.6 93.5 95.3

福岡地域 91.1 95.5 96.8 757.1 88.2 95.7 88.4 96.1 94.9 96.7

筑後地域 81.6 85.7 87.1 100.0 651.4 79.3 86.0 79.3 85.7 88.5 90.2

筑豊地域 67.8 72.1 72.7 571.4 66.0 71.5 66.1 71.5 71.6 73.1

機械 福岡県計 141.5 68.8 131.2 131.2 120.8 110.6

北九州地域 137.2 66.6 123.2 123.2 113.1 103.7

福岡地域 181.8 89.6 165.9 165.8 158.8 149.9

筑後地域 142.1 69.2 128.0 128.0 119.4 110.3

筑豊地域 132.5 64.3 118.9 119.3 105.6 95.5

重複補正 福岡県計 90.9 78.6 88.9 91.6 89.8 90.1 89.9 91.0

北九州地域 90.6 90.0 88.5 94.0 89.4 93.1 89.9 92.8

福岡地域 50.0 88.2 97.3 94.0 91.2 93.9 95.4

筑後地域 100.0 50.0 88.9 75.3 86.4 78.5 84.7 76.1

筑豊地域 100.0 97.8 84.8 87.8 86.9 97.9

他業種･中小製造業 福岡県計 72.7 72.4 92.1 98.7 81.0 98.7 81.0 94.3 90.6

北九州地域 71.4 70.9 90.2 96.2 78.9 96.2 78.8 91.2 87.1

福岡地域 75.0 74.2 94.3 100.5 82.6 100.5 82.6 96.6 93.2

筑後地域 80.0 75.6 96.1 102.4 84.1 102.5 84.3 98.1 94.4

筑豊地域 50.0 63.0 80.4 85.4 70.3 85.5 70.5 81.7 78.7

うち

直接利用分天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分
石炭製品+ 石油製品+

計産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2020/2010

民生 福岡県計 76.0 103.5 100.3 103.9 103.9 103.9 103.9 103.4 102.9

北九州地域 79.0 105.2 99.4 104.7 102.9 104.7 102.1 104.1 103.7

福岡地域 74.9 106.5 102.7 106.5 106.1 106.5 106.5 106.0 105.5

筑後地域 74.8 96.4 94.9 98.5 99.0 98.5 100.0 97.7 97.0

筑豊地域 74.4 92.6 94.1 95.7 102.0 95.6 100.0 95.0 94.4

家庭 福岡県計 74.7 95.2 92.9 92.9 90.6 88.4

北九州地域 72.4 92.5 90.1 90.1 87.9 85.7

福岡地域 78.3 98.9 96.6 96.6 94.4 92.1

筑後地域 71.5 92.1 89.5 89.6 87.3 85.1

筑豊地域 68.5 88.7 86.5 86.5 84.2 81.9

業務他 福岡県計 76.0 118.7 102.1 114.2 103.9 114.2 103.9 113.1 112.3

北九州地域 79.0 121.4 101.9 117.6 102.9 117.6 102.1 115.8 114.7

福岡地域 74.9 120.9 104.0 115.5 106.1 115.5 106.5 114.5 113.8

筑後地域 74.8 111.7 96.2 107.9 99.0 107.9 100.0 106.9 106.2

筑豊地域 74.4 107.8 97.9 105.4 102.0 105.4 100.0 105.0 104.7

水道廃棄物 福岡県計 89.1 134.1 95.7 131.3 131.3 130.6 130.1

北九州地域 89.7 142.0 96.9 149.3 149.3 144.2 140.6

福岡地域 86.7 128.3 94.4 118.6 118.6 120.8 122.5

筑後地域 87.5 136.9 94.1 132.6 132.8 131.9 131.2

筑豊地域 100.0 118.1 96.2 110.3 110.0 111.4 112.7

福岡県計 41.7 127.6 105.5 118.8 106.7 118.8 106.6 117.7 117.0

北九州地域 41.1 126.7 104.5 117.9 105.2 117.9 104.8 116.8 116.1

福岡地域 42.6 129.9 107.1 120.9 108.4 120.9 108.5 119.6 118.8

筑後地域 40.0 122.0 100.6 113.5 103.2 113.5 102.9 112.8 112.3

筑豊地域 40.0 124.7 102.7 116.0 106.5 116.0 105.9 115.8 115.7

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 91.6 91.6 91.6 91.7 90.4 91.6 92.2 91.6 91.6

北九州地域 94.9 94.5 94.8 94.6 92.3 94.6 92.9 94.6 94.6

福岡地域 93.7 93.7 92.6 93.7 92.7 93.7 95.5 93.5 93.4

筑後地域 87.0 86.7 85.7 86.8 82.4 86.8 88.9 86.6 86.5

筑豊地域 83.3 84.1 85.5 84.2 90.0 84.2 83.3 84.3 84.4

他業務・誤差 福岡県計 75.8 118.7 102.2 114.2 104.0 114.2 102.9 113.6 113.1

北九州地域 77.8 121.3 101.9 117.6 103.0 117.6 100.0 116.7 115.9

福岡地域 75.0 121.0 104.2 115.5 106.2 115.4 105.7 115.0 114.6

筑後地域 75.0 111.2 96.2 108.0 100.0 107.9 100.0 107.4 106.8

筑豊地域 75.0 108.2 96.4 105.4 100.0 105.4 100.0 105.0 104.6

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 56.3 皆増 皆増 59.3 57.4

北九州地域 54.5 皆増 皆増 57.4 55.5

福岡地域 58.4 皆増 皆増 61.2 59.5

筑後地域 54.6 皆増 皆増 58.3 56.0

筑豊地域 52.6 皆増 皆増 55.5 53.6

うち

直接利用分
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
計



  
 157 

 

  

   

参考＆趨勢延長ケース（１/２） 2030/2020

合計 福岡県計 109.9 94.4 115.0 117.0 201.8 109.4 113.0 109.5 113.3 108.7 108.2

北九州地域 110.0 91.8 114.9 115.0 201.8 106.4 113.9 106.6 114.6 108.5 109.2

福岡地域 108.1 96.8 117.5 120.3 200.0 112.9 111.9 112.9 111.7 110.6 109.0

筑後地域 109.6 94.9 114.4 109.8 201.7 107.3 111.8 107.2 111.9 105.5 104.3

筑豊地域 106.1 93.9 126.0 112.3 200.0 106.9 112.3 106.9 112.2 104.9 103.3

産業 福岡県計 109.9 92.9 115.0 119.3 201.8 107.7 113.5 107.9 114.2 110.1 110.7

北九州地域 110.0 89.1 114.9 118.8 201.8 104.2 114.2 104.4 115.1 109.7 111.0

福岡地域 108.5 100.0 117.5 121.0 200.0 113.9 112.8 113.9 113.1 111.7 110.2

筑後地域 110.1 99.3 114.4 118.8 201.7 113.3 112.5 113.3 113.4 110.9 109.8

筑豊地域 107.5 95.4 126.0 117.0 200.0 112.4 112.7 112.4 112.9 109.5 107.8

農林水産業 福岡県計 108.3 147.1 127.7 127.8 112.4 110.1

北九州地域 106.5 150.0 125.6 125.7 110.5 108.2

福岡地域 119.0 160.0 140.2 140.3 123.4 120.9

筑後地域 104.4 133.3 122.9 123.1 108.3 106.0

筑豊地域 99.9 200.0 118.1 118.4 103.7 101.5

建設業･鉱業 福岡県計 72.7 100.1 109.7 94.9 95.0 99.3 100.7

北九州地域 66.7 100.2 109.6 95.0 94.9 99.3 100.7

福岡地域 80.0 100.1 109.8 94.9 95.0 99.3 100.7

筑後地域 50.0 100.1 109.7 94.6 94.9 99.2 100.6

筑豊地域 100.0 100.2 109.5 95.0 95.2 99.4 100.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 105.3 85.4 134.8 112.9 111.2 113.0 111.2 108.6 106.8

北九州地域 105.3 85.3 134.8 112.9 111.1 112.9 111.1 107.6 105.8

福岡地域 105.7 86.1 132.1 113.1 111.5 113.3 111.8 110.3 109.1

筑後地域 105.0 87.1 137.5 112.8 111.1 112.8 111.0 111.7 111.0

筑豊地域 105.6 85.8 137.0 113.6 111.6 113.5 110.9 110.1 108.8

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 110.3 88.8 113.6 100.0 201.8 100.4 116.5 100.4 116.5 109.8 111.9

北九州地域 110.3 88.9 113.6 100.0 201.8 100.4 116.5 100.4 116.5 109.7 111.8

福岡地域 110.1 88.7 112.8 200.0 100.0 116.0 100.2 116.4 109.2 111.3

筑後地域 110.3 88.8 113.7 100.0 201.7 100.4 116.3 100.4 116.7 113.1 115.0

筑豊地域 109.9 87.5 113.0 200.0 100.0 116.2 100.0 115.7 111.2 113.3

機械 福岡県計 114.8 113.4 115.9 116.0 115.4 114.9

北九州地域 114.8 113.4 115.9 115.9 115.3 114.8

福岡地域 114.0 113.4 116.0 116.1 115.7 115.3

筑後地域 114.7 113.4 115.8 115.9 115.4 114.9

筑豊地域 116.0 113.5 116.1 116.4 115.5 114.9

重複補正 福岡県計 112.9 72.7 109.7 113.4 107.9 114.1 108.6 112.2

北九州地域 110.0 88.9 104.3 114.1 104.5 115.1 105.6 111.8

福岡地域 0.0 120.0 112.7 114.6 113.0 114.4 113.4

筑後地域 100.0 0.0 112.5 112.0 113.2 112.3 112.8 110.6

筑豊地域 150.0 113.6 113.8 113.5 114.0 115.2

他業種･中小製造業 福岡県計 69.6 63.7 129.0 115.0 112.8 115.0 112.7 112.1 108.8

北九州地域 66.7 63.7 129.0 115.0 112.7 115.0 112.7 110.6 106.3

福岡地域 66.7 63.8 129.2 115.1 112.8 115.1 112.7 112.7 110.0

筑後地域 75.0 63.7 128.7 115.0 112.7 114.9 112.9 112.2 109.2

筑豊地域 100.0 63.5 128.9 114.9 112.8 114.9 112.7 112.4 109.7

計（TJ）
うち

直接利用分電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
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 ( 2/2 ) 2030/2020

民生 福岡県計 103.3 97.5 116.7 109.9 103.1 109.9 102.9 109.0 108.2

北九州地域 104.4 96.7 114.3 108.3 101.8 108.3 102.2 107.3 106.5

福岡地域 106.7 99.4 120.3 112.6 105.0 112.6 104.9 111.8 111.1

筑後地域 97.3 93.6 108.4 105.3 98.9 105.3 95.9 104.0 102.9

筑豊地域 93.8 95.4 111.5 105.7 102.1 105.8 103.8 104.8 103.9

家庭 福岡県計 69.3 91.2 101.5 101.5 97.8 93.6

北九州地域 66.7 88.3 98.2 98.2 94.6 90.4

福岡地域 72.4 94.8 105.2 105.2 101.5 97.2

筑後地域 66.5 87.3 98.0 98.0 94.3 90.2

筑豊地域 64.0 85.0 94.6 94.6 91.1 87.1

業務他 福岡県計 103.3 107.2 123.3 116.4 103.1 116.4 102.9 115.9 115.5

北九州地域 104.4 105.8 120.5 115.3 101.8 115.3 102.2 114.4 113.7

福岡地域 106.7 108.6 126.2 118.3 105.0 118.3 104.9 118.0 117.8

筑後地域 97.3 104.5 115.6 111.9 98.9 111.9 95.9 111.1 110.5

筑豊地域 93.8 108.2 123.9 115.7 102.1 115.7 103.8 115.1 114.7

水道廃棄物 福岡県計 85.7 110.1 93.7 113.8 113.9 112.1 110.9

北九州地域 84.0 104.4 92.4 113.8 113.8 110.3 107.7

福岡地域 92.9 107.7 95.9 107.5 107.5 107.3 107.1

筑後地域 85.7 125.7 92.7 126.6 126.6 125.1 124.0

筑豊地域 66.7 180.8 95.8 154.3 154.4 158.7 162.3

福岡県計 118.8 108.4 128.0 120.1 103.3 120.1 103.4 119.9 119.9

北九州地域 119.2 106.7 125.7 118.2 100.9 118.2 101.7 118.0 117.9

福岡地域 120.0 110.5 130.2 122.4 105.2 122.4 105.6 122.3 122.3

筑後地域 115.4 103.4 121.8 114.5 98.2 114.5 96.8 114.1 113.8

筑豊地域 114.3 108.6 128.0 120.2 106.9 120.2 106.3 119.4 118.8

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 102.1 102.2 102.3 102.3 102.1 102.3 100.0 102.3 102.2

北九州地域 105.7 105.4 101.6 105.4 103.7 105.5 100.0 104.9 104.5

福岡地域 104.1 104.3 104.5 104.3 104.7 104.3 104.3 104.3 104.3

筑後地域 95.9 96.6 93.8 96.6 100.0 96.6 88.9 96.2 96.0

筑豊地域 93.3 93.8 108.4 93.8 90.0 93.8 100.0 95.0 95.8

他業務・誤差 福岡県計 101.9 107.3 123.3 116.4 103.3 116.4 103.0 115.8 115.1

北九州地域 103.2 106.0 120.6 115.3 103.1 115.3 105.9 114.6 113.8

福岡地域 106.4 108.8 126.2 118.2 104.7 118.3 102.9 117.7 117.2

筑後地域 94.1 104.4 115.5 111.9 100.0 112.0 100.0 111.2 110.4

筑豊地域 90.0 107.8 123.7 115.6 100.0 115.7 100.0 114.9 114.0

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 90.4 188.8 188.7 92.4 91.2

北九州地域 90.4 182.8 185.0 92.4 91.1

福岡地域 90.4 195.1 193.9 92.3 91.1

筑後地域 90.4 186.0 185.3 92.8 91.3

筑豊地域 90.4 180.0 180.0 92.3 91.1

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

計（TJ）
うち

直接利用分都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

電　力+石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 熱+
電力寄与損失･

排出量配分
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参考＆最大導入ケース（１/２） 2030/2020

合計 福岡県計 92.5 94.0 106.9 96.2 201.8 97.7 95.9 97.7 95.1 97.8 97.8

北九州地域 92.4 91.9 107.0 94.5 201.8 95.4 94.9 95.5 93.9 97.4 98.1

福岡地域 94.8 96.7 102.6 98.8 200.0 100.6 97.2 100.5 97.3 99.5 98.8

筑後地域 92.1 93.8 107.8 91.3 201.7 96.4 96.4 96.2 95.6 95.8 95.5

筑豊地域 95.7 91.1 100.0 92.0 200.0 95.2 96.8 95.1 96.0 94.2 93.5

産業 福岡県計 92.4 94.2 106.9 95.7 201.8 100.1 95.4 100.2 94.4 100.2 100.3

北九州地域 92.4 91.2 107.0 92.1 201.8 94.7 94.7 94.8 93.6 98.5 99.5

福岡地域 93.4 99.9 102.6 100.1 200.0 110.7 96.0 110.6 95.3 106.7 104.3

筑後地域 92.1 99.4 107.8 95.1 201.7 105.4 96.3 105.4 95.5 103.1 102.2

筑豊地域 95.8 94.9 100.0 95.4 200.0 105.0 96.7 104.9 95.6 100.9 99.3

農林水産業 福岡県計 108.3 147.1 127.7 127.8 112.4 110.1

北九州地域 106.5 150.0 125.6 125.7 110.5 108.2

福岡地域 119.0 160.0 140.2 140.3 123.4 120.9

筑後地域 104.4 133.3 122.9 123.1 108.3 106.0

筑豊地域 99.9 200.0 118.1 118.4 103.7 101.5

建設業･鉱業 福岡県計 72.7 100.1 109.7 94.9 95.0 99.3 100.7

北九州地域 66.7 100.2 109.6 95.0 94.9 99.3 100.7

福岡地域 80.0 100.1 109.8 94.9 95.0 99.3 100.7

筑後地域 50.0 100.1 109.7 94.6 94.9 99.2 100.6

筑豊地域 100.0 100.2 109.5 95.0 95.2 99.4 100.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 98.2 85.4 90.5 91.5 98.5 91.4 98.4 94.3 95.2

北九州地域 98.1 85.3 90.5 91.4 98.4 91.4 98.5 94.2 94.9

福岡地域 98.6 86.1 89.3 91.5 98.7 91.8 98.7 95.3 96.3

筑後地域 98.0 87.1 87.5 91.4 98.3 91.3 98.3 94.0 95.5

筑豊地域 98.5 85.8 92.6 92.1 98.8 91.7 98.3 95.4 96.4

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 91.9 91.9 108.1 100.0 201.8 91.9 91.9 91.9 91.9 98.6 100.2

北九州地域 91.9 91.9 108.1 100.0 201.8 91.9 91.9 91.9 91.9 98.5 100.1

福岡地域 91.6 91.8 107.0 200.0 91.8 91.5 91.6 91.5 96.7 98.4

筑後地域 92.0 92.0 108.4 100.0 201.7 92.0 92.0 92.0 92.4 101.8 103.5

筑豊地域 91.8 91.5 108.7 200.0 91.2 91.4 91.6 91.4 96.7 98.7

機械 福岡県計 93.4 78.2 81.5 81.5 81.8 82.1

北九州地域 93.4 78.2 81.5 81.5 81.8 82.2

福岡地域 93.0 78.3 81.5 81.6 81.7 81.9

筑後地域 93.1 78.0 81.3 81.5 81.7 81.9

筑豊地域 94.0 78.7 82.0 81.9 82.4 83.0

重複補正 福岡県計 92.9 80.0 102.9 95.3 99.6 94.4 99.0 95.8

北九州地域 92.6 100.0 95.5 94.5 94.6 93.8 94.6 94.6

福岡地域 0.0 113.3 96.2 110.9 96.0 108.9 97.5

筑後地域 100.0 0.0 114.3 97.1 104.0 94.9 102.7 97.4

筑豊地域 150.0 95.2 104.6 94.1 102.4 97.7

他業種･中小製造業 福岡県計 69.6 63.7 95.3 115.0 95.3 115.0 95.3 109.1 103.2

北九州地域 66.7 63.7 95.2 115.0 95.2 115.0 95.3 107.3 99.8

福岡地域 66.7 63.8 95.4 115.1 95.4 115.1 95.3 110.0 104.8

筑後地域 75.0 63.7 95.4 115.0 95.4 114.9 95.1 109.3 103.7

筑豊地域 100.0 63.5 95.3 114.9 95.1 114.9 95.7 109.3 103.9

うち

直接利用分
計（TJ）

石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分



  
 160 

 

  

 

 ( 2/2 ) 2030/2020

民生 福岡県計 98.1 97.1 96.2 96.5 103.3 96.5 103.2 96.6 96.7

北九州地域 97.3 95.9 94.9 95.9 102.4 95.9 102.2 95.8 95.7

福岡地域 101.4 99.2 98.7 98.4 105.6 98.4 106.0 98.6 98.8

筑後地域 92.0 92.7 90.8 92.8 97.7 92.8 95.8 92.6 92.4

筑豊地域 94.8 94.9 91.5 92.8 100.0 92.8 100.0 93.1 93.3

家庭 福岡県計 69.3 88.5 91.4 91.4 88.8 86.0

北九州地域 66.7 85.8 88.5 88.5 85.9 83.1

福岡地域 72.4 91.7 94.8 94.8 92.2 89.3

筑後地域 66.5 85.7 88.3 88.3 85.8 83.0

筑豊地域 64.0 82.7 85.3 85.3 82.8 80.0

業務他 福岡県計 98.1 106.9 99.1 100.6 103.3 100.6 103.2 101.7 102.5

北九州地域 97.3 105.0 98.0 101.2 102.4 101.2 102.2 101.6 101.9

福岡地域 101.4 108.6 101.0 101.3 105.6 101.3 106.0 102.7 103.8

筑後地域 92.0 103.6 93.3 97.1 97.7 97.1 95.8 97.9 98.6

筑豊地域 94.8 108.2 97.5 100.0 100.0 100.0 100.0 101.5 102.6

水道廃棄物 福岡県計 83.3 109.5 91.2 110.3 110.3 109.5 108.9

北九州地域 84.0 104.1 91.5 112.1 112.2 109.1 106.8

福岡地域 84.6 106.8 90.6 101.6 101.6 103.0 104.0

筑後地域 85.7 125.2 91.5 124.3 124.1 123.3 122.6

筑豊地域 66.7 181.4 91.7 155.5 155.2 159.6 163.2

福岡県計 97.6 108.5 99.0 98.6 103.7 98.6 103.8 100.5 101.9

北九州地域 100.0 107.6 97.9 97.9 102.7 97.9 103.3 99.7 101.0

福岡地域 100.0 110.8 100.8 100.7 106.0 100.7 106.3 102.6 103.9

筑後地域 90.9 102.9 93.7 93.6 98.2 93.6 96.8 95.4 96.7

筑豊地域 83.3 103.8 94.5 94.4 100.0 94.4 100.0 96.3 97.8

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 100.3 100.6 100.6 100.6 102.4 100.6 100.0 100.6 100.6

北九州地域 100.0 100.0 99.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

福岡地域 103.4 103.6 102.9 103.6 105.3 103.6 104.8 103.5 103.4

筑後地域 92.5 93.8 92.3 93.9 100.0 93.8 87.5 93.6 93.5

筑豊地域 100.0 100.4 106.3 100.5 100.0 100.5 100.0 100.9 101.3

他業務・誤差 福岡県計 96.8 107.0 99.1 100.6 102.5 100.6 103.1 101.2 101.8

北九州地域 96.4 105.0 98.0 101.2 103.2 101.2 100.0 101.4 101.7

福岡地域 100.0 108.6 100.9 101.3 104.7 101.3 105.9 102.0 102.8

筑後地域 93.3 104.1 94.2 97.0 94.1 97.1 100.0 97.6 98.2

筑豊地域 88.9 108.2 96.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.6 101.3

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 87.4 134.4 134.4 89.8 88.3

北九州地域 85.4 131.1 131.6 87.7 86.3

福岡地域 89.7 138.6 138.3 91.9 90.5

筑後地域 86.1 133.0 132.8 89.0 87.2

筑豊地域 81.8 125.0 125.3 84.2 82.7

うち

直接利用分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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経済再生＆趨勢延長ケース（１/２） 2030/2020

合計 福岡県計 122.2 99.2 128.0 127.6 224.6 116.6 123.8 116.7 124.0 116.8 116.8

北九州地域 122.3 98.4 127.8 126.3 224.6 115.5 126.6 115.6 127.4 118.7 119.9

福岡地域 118.6 100.8 132.8 131.1 223.6 119.0 117.3 119.0 116.5 117.0 115.5

筑後地域 121.8 97.8 127.5 119.3 224.7 114.2 124.2 114.1 124.1 112.2 110.9

筑豊地域 117.5 96.5 140.4 119.5 225.0 112.4 124.5 112.3 124.9 110.4 108.7

産業 福岡県計 122.3 98.9 128.0 128.1 224.6 117.1 124.4 117.2 125.1 120.6 121.6

北九州地域 122.4 97.9 127.8 131.0 224.6 115.8 127.0 116.0 128.1 121.8 123.3

福岡地域 120.6 100.6 132.8 122.7 223.6 115.7 117.5 115.7 116.7 114.1 112.9

筑後地域 122.5 101.0 127.5 130.0 224.7 124.4 125.1 124.3 125.9 120.2 118.3

筑豊地域 119.5 97.5 140.4 128.0 225.0 123.7 125.3 123.6 126.2 119.4 117.0

農林水産業 福岡県計 108.3 147.1 127.7 127.8 112.4 110.1

北九州地域 106.5 150.0 125.6 125.7 110.5 108.2

福岡地域 119.0 160.0 140.2 140.3 123.4 120.9

筑後地域 104.4 133.3 122.9 123.1 108.3 106.0

筑豊地域 99.9 200.0 118.1 118.4 103.7 101.5

建設業･鉱業 福岡県計 72.7 100.1 109.7 94.9 95.0 99.3 100.7

北九州地域 66.7 100.2 109.6 95.0 94.9 99.3 100.7

福岡地域 80.0 100.1 109.8 94.9 95.0 99.3 100.7

筑後地域 50.0 100.1 109.7 94.6 94.9 99.2 100.6

筑豊地域 100.0 100.2 109.5 95.0 95.2 99.4 100.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 117.0 94.9 150.2 125.6 123.6 125.5 123.8 120.7 118.7

北九州地域 117.0 94.8 149.7 125.4 123.5 125.5 123.6 119.6 117.5

福岡地域 117.5 95.6 151.7 126.3 124.0 126.0 124.4 122.8 121.4

筑後地域 117.0 93.9 162.5 125.4 123.4 125.4 123.6 124.1 123.3

筑豊地域 117.6 95.5 153.6 126.3 123.9 126.0 124.0 122.4 121.0

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 122.8 98.9 126.4 106.9 224.6 111.7 129.6 111.7 129.7 122.2 124.5

北九州地域 122.8 98.9 126.4 107.1 224.6 111.7 129.7 111.7 129.7 122.0 124.4

福岡地域 122.4 98.4 126.7 223.6 111.5 129.6 111.3 129.6 121.6 124.0

筑後地域 122.8 98.8 126.4 100.0 224.7 111.6 129.6 111.7 129.6 125.9 128.0

筑豊地域 122.1 98.5 125.0 225.0 110.4 128.8 111.0 129.9 123.7 126.0

機械 福岡県計 128.2 127.0 129.8 129.7 129.1 128.6

北九州地域 128.3 126.9 129.7 129.7 129.1 128.5

福岡地域 128.3 127.1 129.9 129.8 129.5 129.1

筑後地域 127.8 126.8 129.6 129.5 129.0 128.5

筑豊地域 128.3 127.7 130.0 130.0 129.2 128.7

重複補正 福岡県計 124.2 83.3 115.6 124.2 117.7 125.0 118.6 122.4

北九州地域 121.9 90.0 116.0 127.1 116.2 128.0 117.5 124.2

福岡地域 0.0 112.5 117.5 116.5 116.2 116.5 116.8

筑後地域 100.0 100.0 125.0 124.1 126.1 126.5 125.9 123.6

筑豊地域 100.0 123.4 126.5 125.6 125.7 122.0

他業種･中小製造業 福岡県計 70.8 68.1 138.0 121.5 118.8 121.5 118.7 118.4 115.1

北九州地域 70.0 70.9 143.4 127.9 125.4 127.9 125.1 123.0 118.2

福岡地域 66.7 63.8 129.2 115.1 112.8 115.1 112.7 112.7 110.0

筑後地域 75.0 70.8 143.3 127.9 125.3 127.9 125.5 124.8 121.4

筑豊地域 100.0 70.7 144.2 127.8 125.4 127.8 125.0 125.1 122.1

うち

直接利用分熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+
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 ( 2/2 ) 2030/2020

民生 福岡県計 106.8 103.7 127.5 116.4 113.2 116.4 112.8 116.0 115.6

北九州地域 107.6 102.8 125.5 115.1 112.5 115.1 112.0 114.6 114.1

福岡地域 110.0 106.0 131.5 119.4 115.9 119.4 115.4 119.2 119.1

筑後地域 100.9 99.1 117.8 111.0 107.1 111.0 105.6 110.1 109.3

筑豊地域 98.5 99.7 118.2 110.2 107.5 110.2 110.7 109.4 108.7

家庭 福岡県計 69.3 91.2 101.5 101.5 97.8 93.6

北九州地域 66.7 88.3 98.2 98.2 94.6 90.4

福岡地域 72.4 94.8 105.2 105.2 101.5 97.2

筑後地域 66.5 87.3 98.0 98.0 94.3 90.2

筑豊地域 64.0 85.0 94.6 94.6 91.1 87.1

業務他 福岡県計 106.8 114.9 136.1 127.1 113.2 127.1 112.8 126.4 125.9

北九州地域 107.6 113.2 133.8 126.2 112.5 126.2 112.0 125.0 124.2

福岡地域 110.0 116.9 139.3 129.5 115.9 129.5 115.4 129.1 128.8

筑後地域 100.9 111.5 127.3 121.9 107.1 121.9 105.6 120.8 120.0

筑豊地域 98.5 113.5 132.4 123.2 107.5 123.2 110.7 122.3 121.7

水道廃棄物 福岡県計 96.1 110.6 98.7 116.4 116.3 114.1 112.5

北九州地域 96.2 105.4 99.5 118.0 118.0 113.7 110.5

福岡地域 93.3 107.8 97.2 108.2 108.2 107.8 107.5

筑後地域 100.0 126.1 99.0 129.9 129.8 127.7 126.1

筑豊地域 100.0 180.5 100.0 157.4 157.5 161.0 164.1

福岡県計 130.1 121.0 142.7 134.0 115.5 134.0 115.1 133.8 133.7

北九州地域 127.6 120.1 141.3 133.0 114.8 133.0 115.2 132.7 132.6

福岡地域 132.8 123.3 145.1 136.6 117.8 136.6 117.1 136.4 136.4

筑後地域 126.7 115.4 135.7 127.8 109.4 127.8 108.6 127.3 127.0

筑豊地域 125.0 117.3 138.1 130.0 112.1 130.0 111.1 129.0 128.3

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 102.1 102.2 102.3 102.3 102.1 102.3 100.0 102.3 102.2

北九州地域 105.7 105.4 101.6 105.4 103.7 105.5 100.0 104.9 104.5

福岡地域 104.1 104.3 104.5 104.3 104.7 104.3 104.3 104.3 104.3

筑後地域 95.9 96.6 93.8 96.6 100.0 96.6 88.9 96.2 96.0

筑豊地域 93.3 93.8 108.4 93.8 90.0 93.8 100.0 95.0 95.8

他業務・誤差 福岡県計 106.5 114.8 136.1 127.1 112.7 127.1 113.9 126.3 125.4

北九州地域 106.3 113.2 133.7 126.2 111.4 126.2 110.5 125.2 124.1

福岡地域 110.4 116.8 139.5 129.5 115.7 129.6 115.8 128.8 128.1

筑後地域 100.0 111.6 126.8 121.9 105.3 121.9 110.0 121.0 120.0

筑豊地域 100.0 112.8 131.7 123.2 110.0 123.1 120.0 122.3 121.3

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 90.4 188.8 188.7 92.4 91.2

北九州地域 90.4 182.8 185.0 92.4 91.1

福岡地域 90.4 195.1 193.9 92.3 91.1

筑後地域 90.4 186.0 185.3 92.8 91.3

筑豊地域 90.4 180.0 180.0 92.3 91.1

うち

直接利用分
計（TJ）

電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス
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経済再生＆最大導入ケース（１/２） 2030/2020

合計 福岡県計 102.8 98.9 118.9 102.7 224.6 103.5 105.2 103.4 104.2 104.4 105.0

北九州地域 102.8 98.6 119.0 101.4 224.6 103.0 105.5 103.0 104.5 106.2 107.4

福岡地域 104.0 100.7 115.1 105.4 223.6 104.8 102.5 104.7 102.0 104.0 103.4

筑後地域 102.2 96.8 119.7 97.2 224.7 102.2 107.1 101.9 105.9 101.4 100.9

筑豊地域 106.1 94.9 111.5 97.8 225.0 100.9 107.4 100.7 106.7 99.7 99.0

産業 福岡県計 102.9 100.2 118.9 100.8 224.6 108.3 104.7 108.4 103.3 109.4 109.8

北九州地域 102.8 100.2 119.0 100.1 224.6 105.2 105.3 105.2 104.1 109.3 110.5

福岡地域 103.9 100.5 115.1 100.8 223.6 111.9 100.5 111.8 98.7 108.4 106.4

筑後地域 102.5 101.0 119.7 102.0 224.7 115.5 107.1 115.4 106.1 111.2 109.4

筑豊地域 106.6 96.9 111.5 101.4 225.0 115.4 107.3 115.1 106.3 109.6 107.1

農林水産業 福岡県計 108.3 147.1 127.7 127.8 112.4 110.1

北九州地域 106.5 150.0 125.6 125.7 110.5 108.2

福岡地域 119.0 160.0 140.2 140.3 123.4 120.9

筑後地域 104.4 133.3 122.9 123.1 108.3 106.0

筑豊地域 99.9 200.0 118.1 118.4 103.7 101.5

建設業･鉱業 福岡県計 72.7 100.1 109.7 94.9 95.0 99.3 100.7

北九州地域 66.7 100.2 109.6 95.0 94.9 99.3 100.7

福岡地域 80.0 100.1 109.8 94.9 95.0 99.3 100.7

筑後地域 50.0 100.1 109.7 94.6 94.9 99.2 100.6

筑豊地域 100.0 100.2 109.5 95.0 95.2 99.4 100.7

化学･化繊･紙パ 福岡県計 109.1 94.9 100.5 101.6 109.4 101.6 109.5 104.8 105.8

北九州地域 109.0 94.8 100.4 101.5 109.3 101.6 109.3 104.6 105.4

福岡地域 109.6 95.6 100.0 102.0 109.7 102.0 110.0 106.0 107.1

筑後地域 109.4 93.9 100.0 101.5 109.3 101.5 109.3 104.5 106.2

筑豊地域 109.8 95.5 103.6 102.1 109.7 102.1 109.6 106.0 107.1

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 102.3 102.3 120.2 106.9 224.6 102.3 102.2 102.3 102.2 109.7 111.5

北九州地域 102.3 102.3 120.2 107.1 224.6 102.3 102.3 102.3 102.3 109.6 111.4

福岡地域 102.1 102.2 120.0 223.6 102.3 102.0 102.1 101.6 107.8 109.7

筑後地域 102.3 102.3 120.3 100.0 224.7 102.3 102.2 102.3 102.2 113.2 115.1

筑豊地域 102.0 101.6 120.8 225.0 102.1 101.5 101.8 102.0 107.7 110.0

機械 福岡県計 104.8 87.5 91.1 91.2 91.5 91.9

北九州地域 104.7 87.5 91.1 91.1 91.5 92.0

福岡地域 105.0 87.5 91.2 91.2 91.4 91.7

筑後地域 104.6 87.1 91.1 91.0 91.4 91.7

筑豊地域 105.7 87.9 91.2 91.6 92.1 92.5

重複補正 福岡県計 100.0 81.8 108.3 104.5 108.4 103.4 107.7 104.3

北九州地域 100.0 100.0 106.5 105.3 105.3 104.1 105.2 104.9

福岡地域 0.0 113.3 100.0 112.3 99.0 110.6 100.8

筑後地域 100.0 0.0 112.5 106.8 115.6 106.5 114.0 106.0

筑豊地域 100.0 106.8 117.1 105.6 114.1 106.4

他業種･中小製造業 福岡県計 70.8 68.1 101.9 121.5 100.4 121.5 100.4 115.3 109.1

北九州地域 70.0 70.9 106.0 127.9 106.1 127.9 106.1 119.3 111.0

福岡地域 66.7 63.8 95.4 115.1 95.4 115.1 95.3 110.0 104.8

筑後地域 75.0 70.8 106.1 127.9 106.0 127.9 105.9 121.6 115.3

筑豊地域 100.0 70.7 105.6 127.8 105.5 127.8 106.1 121.5 115.5

うち

直接利用分
計（TJ）

石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2030/2020

民生 福岡県計 101.3 103.3 102.9 101.2 113.4 101.2 113.0 101.8 102.3

北九州地域 100.5 101.7 101.6 100.7 112.2 100.7 113.4 101.0 101.2

福岡地域 104.6 105.8 105.7 103.3 116.2 103.3 115.7 104.0 104.6

筑後地域 94.1 98.6 96.5 97.1 107.3 97.1 103.8 97.3 97.5

筑豊地域 100.0 101.3 97.3 97.5 109.6 97.5 110.7 98.1 98.7

家庭 福岡県計 69.3 88.5 91.4 91.4 88.8 86.0

北九州地域 66.7 85.8 88.5 88.5 85.9 83.1

福岡地域 72.4 91.7 94.8 94.8 92.2 89.3

筑後地域 66.5 85.7 88.3 88.3 85.8 83.0

筑豊地域 64.0 82.7 85.3 85.3 82.8 80.0

業務他 福岡県計 101.3 114.6 107.9 108.7 113.4 108.7 113.0 109.8 110.5

北九州地域 100.5 112.1 106.6 108.9 112.2 108.9 113.4 109.3 109.5

福岡地域 104.6 116.8 110.1 109.6 116.2 109.6 115.7 111.1 112.2

筑後地域 94.1 111.1 101.5 104.8 107.3 104.8 103.8 105.6 106.3

筑豊地域 100.0 116.2 106.4 108.1 109.6 108.1 110.7 109.6 110.8

水道廃棄物 福岡県計 87.8 110.1 96.5 112.9 112.9 111.5 110.5

北九州地域 92.3 105.1 98.7 116.4 116.4 112.5 109.5

福岡地域 84.6 106.9 92.3 102.3 102.3 103.5 104.5

筑後地域 85.7 125.9 97.9 127.6 127.6 126.0 124.8

筑豊地域 66.7 181.6 96.0 158.1 158.5 161.9 164.6

福岡県計 113.3 120.9 110.2 109.9 115.5 109.9 115.1 112.0 113.5

北九州地域 113.0 119.9 109.1 109.1 114.8 109.1 115.2 111.1 112.5

福岡地域 114.3 123.2 112.0 112.0 117.8 112.0 117.1 114.1 115.5

筑後地域 108.3 115.2 104.8 104.8 109.4 104.8 108.6 106.8 108.3

筑豊地域 116.7 117.2 106.6 106.6 112.1 106.6 111.1 108.7 110.4

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 100.3 100.6 100.6 100.6 102.4 100.6 100.0 100.6 100.6

北九州地域 100.0 100.0 99.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

福岡地域 103.4 103.6 102.9 103.6 105.3 103.6 104.8 103.5 103.4

筑後地域 92.5 93.8 92.3 93.9 100.0 93.8 87.5 93.6 93.5

筑豊地域 100.0 100.4 106.3 100.5 100.0 100.5 100.0 100.9 101.3

他業務・誤差 福岡県計 101.1 114.6 107.9 108.7 113.0 108.7 114.3 109.2 109.8

北九州地域 100.0 111.9 106.7 108.9 111.8 108.9 116.7 109.1 109.3

福岡地域 104.8 116.8 109.9 109.6 115.9 109.6 116.2 110.4 111.2

筑後地域 93.3 111.5 101.3 104.7 105.6 104.8 100.0 105.2 105.7

筑豊地域 100.0 116.2 107.4 108.3 110.0 108.0 120.0 108.9 109.8

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 87.4 134.4 134.4 89.8 88.3

北九州地域 85.4 131.1 131.6 87.7 86.3

福岡地域 89.7 138.6 138.3 91.9 90.5

筑後地域 86.1 133.0 132.8 89.0 87.2

筑豊地域 81.8 125.0 125.3 84.2 82.7

うち

直接利用分
計（TJ）

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+ 電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
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参考＆趨勢延長ケース（１/２） 2030/2010

合計 福岡県計 103.6 84.5 103.6 151.7 1,362.6 124.2 107.0 125.0 107.5 116.5 112.3

北九州地域 104.0 83.1 103.7 147.0 1,370.1 113.4 108.6 114.4 109.9 111.5 110.4

福岡地域 107.2 85.4 117.5 162.2 1,442.9 137.8 118.2 138.3 113.7 126.8 119.2

筑後地域 94.2 89.9 93.6 132.5 1,248.6 119.1 86.6 119.4 92.7 111.8 107.3

筑豊地域 97.1 75.8 114.5 131.0 1,085.7 116.5 111.0 117.0 100.8 106.6 99.9

産業 福岡県計 103.8 98.8 103.6 143.1 1,362.6 102.6 107.4 103.3 108.2 109.6 111.7

北九州地域 104.0 86.8 103.7 141.7 1,370.1 96.8 108.9 97.2 110.3 107.4 110.1

福岡地域 112.5 109.2 117.5 145.8 1,442.9 117.5 120.2 118.7 115.8 118.2 117.9

筑後地域 94.7 148.5 93.6 147.6 1,248.6 108.9 86.4 109.6 93.0 116.3 120.5

筑豊地域 99.4 114.0 114.5 131.0 1,085.7 101.7 111.7 103.5 101.2 107.6 110.2

農林水産業 福岡県計 233.1 250.0 168.4 168.4 214.0 224.5

北九州地域 241.8 300.0 174.7 174.8 222.1 233.0

福岡地域 237.1 200.0 171.6 171.1 217.6 228.3

筑後地域 232.3 240.0 167.6 168.0 213.3 223.7

筑豊地域 209.6 151.8 151.0 192.7 202.4

建設業･鉱業 福岡県計 47.1 89.2 112.6 84.0 84.0 89.6 91.4

北九州地域 50.0 89.2 112.5 84.0 84.0 89.6 91.4

福岡地域 50.0 87.1 110.0 82.0 82.0 87.5 89.2

筑後地域 33.3 95.8 120.9 90.2 90.2 96.2 98.1

筑豊地域 50.0 89.2 112.7 83.8 84.0 89.5 91.3

化学･化繊･紙パ 福岡県計 93.1 89.6 122.7 108.8 105.2 108.9 105.0 102.2 99.7

北九州地域 90.9 87.4 119.7 112.2 104.6 112.2 104.5 100.8 97.2

福岡地域 136.8 131.0 176.2 168.4 157.4 169.1 157.4 157.1 152.9

筑後地域 62.4 60.0 84.6 77.2 72.0 77.2 71.9 74.5 72.9

筑豊地域 124.2 119.7 168.2 153.3 143.3 153.5 141.9 142.1 138.3

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 104.7 85.3 102.2 117.4 1,362.6 90.9 111.5 90.9 111.5 107.1 111.2

北九州地域 105.1 85.7 102.6 118.2 1,370.1 91.2 113.7 91.2 113.8 107.4 111.5

福岡地域 107.3 87.6 104.3 1,442.9 92.8 116.0 93.1 116.4 108.6 112.8

筑後地域 96.4 78.6 94.0 100.0 1,248.6 83.7 104.3 83.6 104.3 104.6 108.2

筑豊地域 80.0 65.1 78.8 1,085.7 69.4 86.5 69.4 86.1 83.2 86.6

機械 福岡県計 153.8 150.7 144.1 144.1 145.7 147.2

北九州地域 149.1 145.7 135.2 135.2 137.9 140.4

福岡地域 197.0 196.8 182.5 182.3 184.2 186.5

筑後地域 153.9 151.0 140.5 140.5 142.7 145.0

筑豊地域 145.0 141.6 130.8 131.3 134.8 137.4

重複補正 福岡県計 106.1 57.1 97.5 107.3 97.4 108.0 98.7 105.0

北九州地域 103.1 80.0 94.2 108.8 95.2 110.3 96.8 105.6

福岡地域 0.0 105.9 119.8 107.3 115.0 108.5 116.9

筑後地域 100.0 0.0 100.0 86.6 93.8 92.4 92.9 86.2

筑豊地域 100.0 111.1 92.2 102.4 95.8 110.4

他業種･中小製造業 福岡県計 48.5 44.7 154.7 110.7 105.2 110.7 105.2 105.9 100.9

北九州地域 42.9 42.9 148.5 105.0 99.7 105.0 99.7 98.7 92.9

福岡地域 50.0 47.3 163.7 115.7 109.9 115.7 109.8 111.7 107.5

筑後地域 60.0 45.7 158.3 111.9 106.2 111.9 106.4 107.5 102.9

筑豊地域 50.0 38.1 131.3 93.3 88.7 93.3 89.2 89.9 86.4

電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

うち

直接利用分
計（TJ）
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 ( 2/2 ) 2030/2010

民生 福岡県計 86.8 98.5 152.7 134.3 100.0 134.3 99.4 130.2 126.9

北九州地域 89.9 99.8 148.0 132.5 98.9 132.5 98.9 128.5 125.2

福岡地域 89.1 102.7 163.3 141.5 103.5 141.5 103.2 137.6 134.4

筑後地域 80.0 88.6 130.3 122.1 91.8 122.1 88.7 117.3 113.1

筑豊地域 78.2 87.0 131.0 119.4 96.1 119.4 96.4 114.7 110.6

家庭 福岡県計 51.8 89.9 112.4 112.4 102.8 93.0

北九州地域 48.3 84.5 105.6 105.6 96.5 87.1

福岡地域 56.6 97.6 121.1 121.1 111.1 100.7

筑後地域 47.5 82.3 104.7 104.7 95.5 86.1

筑豊地域 43.9 77.6 97.6 97.6 88.9 80.1

業務他 福岡県計 86.8 123.2 176.1 154.7 100.0 154.7 99.4 151.2 148.9

北九州地域 89.9 125.2 170.6 156.2 98.9 156.2 98.9 151.6 148.5

福岡地域 89.1 126.2 184.8 159.8 103.5 159.8 103.2 156.9 155.1

筑後地域 80.0 113.6 153.1 140.6 91.8 140.6 88.7 136.5 133.7

筑豊地域 78.2 114.0 167.9 142.7 96.1 142.6 96.4 138.7 135.8

水道廃棄物 福岡県計 76.4 147.9 89.6 154.7 154.8 150.0 146.5

北九州地域 72.4 147.4 87.2 170.3 170.4 159.0 150.9

福岡地域 86.7 139.2 94.4 135.2 135.2 135.3 135.3

筑後地域 75.0 172.5 87.3 175.8 176.0 170.4 166.2

筑豊地域 66.7 215.7 88.5 185.3 185.3 188.4 191.0

福岡県計 55.6 125.5 200.4 171.5 99.1 171.5 98.8 168.1 165.9

北九州地域 55.4 123.4 196.2 168.5 96.6 168.5 96.8 165.1 162.9

福岡地域 57.4 129.9 206.7 177.5 102.5 177.5 102.3 174.3 172.4

筑後地域 50.0 114.2 181.6 156.0 90.3 156.0 88.2 152.0 149.4

筑豊地域 53.3 122.5 194.8 167.3 100.0 167.3 100.0 161.7 157.6

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 103.9 104.1 104.1 104.1 104.3 104.1 102.0 104.1 104.1

北九州地域 111.1 110.8 106.9 110.8 107.7 110.8 107.1 110.2 109.9

福岡地域 108.5 108.6 107.6 108.6 109.8 108.6 109.1 108.4 108.3

筑後地域 92.2 93.1 89.3 93.2 94.1 93.1 88.9 92.6 92.3

筑豊地域 87.5 87.7 102.8 87.8 90.0 87.7 83.3 88.9 89.8

他業務・誤差 福岡県計 86.3 123.2 176.2 154.8 100.0 154.7 100.0 151.4 148.1

北九州地域 88.9 125.1 170.8 156.2 100.0 156.2 100.0 152.5 148.8

福岡地域 89.3 126.3 185.2 159.8 103.1 159.8 102.9 156.6 153.5

筑後地域 80.0 113.3 152.6 140.6 94.4 140.6 90.0 137.3 134.0

筑豊地域 75.0 114.4 167.9 142.8 90.0 142.6 100.0 139.3 135.7

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 56.3 皆増 皆増 58.7 57.2

北九州地域 54.5 皆増 皆増 56.8 55.3

福岡地域 58.4 皆増 皆増 60.8 59.3

筑後地域 54.6 皆増 皆増 57.5 55.7

筑豊地域 52.6 皆増 皆増 54.8 53.4

都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

電　力+石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス

うち

直接利用分熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

計（TJ）
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参考＆最大導入ケース（１/２） 2030/2010

合計 福岡県計 78.1 80.5 96.3 90.2 1,362.6 95.2 84.4 95.6 82.6 91.6 89.6

北九州地域 78.2 78.8 96.6 86.5 1,370.1 89.1 84.8 89.6 83.1 89.2 89.1

福岡地域 85.7 82.1 102.6 95.8 1,442.9 103.7 92.9 103.7 88.8 97.3 93.1

筑後地域 70.5 85.6 88.2 81.7 1,248.6 91.9 69.7 92.0 72.4 89.0 87.3

筑豊地域 82.8 69.9 90.9 80.3 1,085.7 87.3 90.7 87.5 80.1 82.5 79.3

産業 福岡県計 78.1 96.2 96.3 81.4 1,362.6 91.0 83.6 91.8 81.2 93.0 93.6

北九州地域 78.2 83.3 96.6 72.4 1,370.1 81.9 84.5 82.4 82.5 88.6 90.4

福岡地域 88.8 108.8 102.6 96.0 1,442.9 113.8 91.5 114.9 85.7 110.0 107.6

筑後地域 70.6 147.4 88.2 82.3 1,248.6 100.4 68.9 101.1 71.2 104.2 106.9

筑豊地域 84.2 113.0 90.9 73.9 1,085.7 94.4 90.6 95.9 79.0 95.9 97.0

農林水産業 福岡県計 233.1 250.0 168.4 168.4 214.0 224.5

北九州地域 241.8 300.0 174.7 174.8 222.1 233.0

福岡地域 237.1 200.0 171.6 171.1 217.6 228.3

筑後地域 232.3 240.0 167.6 168.0 213.3 223.7

筑豊地域 209.6 151.8 151.0 192.7 202.4

建設業･鉱業 福岡県計 47.1 89.2 112.6 84.0 84.0 89.6 91.4

北九州地域 50.0 89.2 112.5 84.0 84.0 89.6 91.4

福岡地域 50.0 87.1 110.0 82.0 82.0 87.5 89.2

筑後地域 33.3 95.8 120.9 90.2 90.2 96.2 98.1

筑豊地域 50.0 89.2 112.7 83.8 84.0 89.5 91.3

化学･化繊･紙パ 福岡県計 86.8 89.6 82.4 88.1 93.1 88.1 93.0 88.8 88.9

北九州地域 84.7 87.4 80.3 90.9 92.6 90.9 92.6 88.2 87.2

福岡地域 127.5 131.0 119.0 136.3 139.3 136.9 138.9 135.7 134.9

筑後地域 58.2 60.0 53.8 62.6 63.7 62.5 63.7 62.7 62.8

筑豊地域 115.9 119.7 113.6 124.3 126.9 124.1 125.8 123.1 122.5

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 77.4 81.2 97.3 117.4 1,362.6 75.2 80.1 75.2 80.2 87.2 90.4

北九州地域 77.7 81.5 97.7 118.2 1,370.1 75.5 81.7 75.5 81.7 87.4 90.6

福岡地域 79.3 83.5 98.9 1,442.9 77.0 83.3 77.0 83.6 87.2 90.6

筑後地域 71.3 74.8 89.6 100.0 1,248.6 69.3 75.2 69.2 75.2 85.5 88.6

筑豊地域 59.2 62.8 75.8 1,085.7 57.6 62.0 57.3 62.0 65.8 68.7

機械 福岡県計 125.1 50.9 101.3 101.3 93.6 86.0

北九州地域 121.4 49.3 95.1 95.1 87.7 80.7

福岡地域 160.6 66.4 128.1 128.1 122.9 116.3

筑後地域 125.0 51.0 98.7 98.7 92.3 85.6

筑豊地域 117.5 48.1 92.3 92.4 82.4 75.1

重複補正 福岡県計 78.8 57.1 86.4 83.6 85.8 81.3 85.3 83.1

北九州地域 78.1 80.0 80.8 84.5 80.3 82.8 80.7 83.3

福岡地域 0.0 100.0 91.9 103.5 85.8 101.4 91.5

筑後地域 100.0 0.0 88.9 69.1 85.3 70.9 82.5 69.7

筑豊地域 100.0 88.9 84.4 78.0 84.4 89.6

他業種･中小製造業 福岡県計 48.5 44.7 85.0 110.7 75.3 110.7 75.3 100.3 91.0

北九州地域 42.9 42.9 81.6 105.0 71.4 105.0 71.5 92.9 82.5

福岡地域 50.0 47.3 89.9 115.7 78.8 115.7 78.7 106.3 97.7

筑後地域 60.0 45.7 87.1 111.9 76.1 111.9 76.1 101.9 93.0

筑豊地域 50.0 38.1 72.3 93.3 63.5 93.3 64.0 84.8 77.7

うち

直接利用分
計（TJ）

石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2030/2010

民生 福岡県計 73.6 96.1 91.2 96.5 98.8 96.5 98.6 95.8 95.2

北九州地域 75.6 96.8 89.2 96.7 97.1 96.7 96.8 95.9 95.1

福岡地域 74.9 101.1 95.8 100.9 103.5 100.9 103.8 100.3 99.7

筑後地域 68.1 85.4 81.7 88.0 88.7 88.0 86.8 86.8 85.9

筑豊地域 70.5 83.2 81.3 84.9 92.2 84.9 92.9 84.3 83.7

家庭 福岡県計 51.8 84.3 84.9 84.9 80.5 76.0

北九州地域 48.3 79.4 79.8 79.8 75.6 71.3

福岡地域 56.6 90.7 91.6 91.6 87.0 82.2

筑後地域 47.5 78.9 79.1 79.1 74.9 70.6

筑豊地域 43.9 73.3 73.8 73.8 69.7 65.6

業務他 福岡県計 73.6 119.6 93.8 107.3 98.8 107.3 98.6 107.5 107.6

北九州地域 75.6 120.8 92.8 111.7 97.1 111.7 96.8 110.5 109.7

福岡地域 74.9 123.8 97.5 109.3 103.5 109.3 103.8 110.0 110.5

筑後地域 68.1 108.6 83.0 97.3 88.7 97.3 86.8 97.4 97.5

筑豊地域 70.5 107.9 86.9 96.8 92.2 96.7 92.9 97.9 98.8

水道廃棄物 福岡県計 72.7 146.2 85.3 143.5 143.5 141.8 140.6

北九州地域 72.4 146.6 85.7 165.0 165.0 155.2 148.2

福岡地域 73.3 136.9 85.1 120.2 120.2 124.2 127.2

筑後地域 75.0 170.3 84.3 162.9 162.9 160.9 159.3

筑豊地域 66.7 212.0 84.6 169.0 168.8 175.5 181.3

福岡県計 37.5 125.4 94.6 106.1 100.2 106.1 100.0 107.2 108.1

北九州地域 37.5 123.6 92.7 104.6 98.3 104.6 98.4 105.6 106.3

福岡地域 39.1 131.1 98.3 111.0 104.6 111.0 104.7 111.8 112.5

筑後地域 33.3 112.7 84.5 95.4 90.3 95.4 88.2 96.6 97.5

筑豊地域 33.3 113.9 85.4 96.4 93.5 96.4 94.1 98.2 99.6

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 91.9 92.2 92.2 92.2 92.6 92.2 92.2 92.2 92.2

北九州地域 94.9 94.5 94.6 94.6 92.3 94.6 92.9 94.6 94.6

福岡地域 96.8 97.0 95.3 97.0 97.6 97.0 100.0 96.7 96.6

筑後地域 80.5 81.4 79.1 81.4 82.4 81.4 77.8 81.1 80.9

筑豊地域 83.3 84.5 90.9 84.6 90.0 84.6 83.3 85.1 85.4

他業務・誤差 福岡県計 73.4 119.5 93.8 107.3 98.4 107.3 98.5 107.4 107.7

北九州地域 75.0 120.5 92.5 111.7 97.0 111.7 94.4 111.2 110.8

福岡地域 75.0 123.9 97.6 109.3 103.1 109.3 102.9 109.7 110.3

筑後地域 70.0 108.5 83.3 97.3 88.9 97.4 90.0 97.5 97.7

筑豊地域 66.7 108.2 85.7 96.7 90.0 96.7 100.0 97.1 97.5

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 49.2 皆増 皆増 53.2 50.6

北九州地域 46.5 皆増 皆増 50.4 47.9

福岡地域 52.4 皆増 皆増 56.3 53.8

筑後地域 47.0 皆増 皆増 51.9 48.8

筑豊地域 43.0 皆増 皆増 46.7 44.4

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

うち

直接利用分
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経済再生＆趨勢延長ケース（１/２） 2030/2010

合計 福岡県計 121.3 91.4 121.4 176.1 1,596.8 137.9 122.8 138.8 123.3 130.6 126.5

北九州地域 121.8 92.5 121.5 171.2 1,605.5 128.6 127.2 129.6 128.8 127.8 127.2

福岡地域 123.1 91.4 138.6 188.9 1,692.9 151.0 127.3 151.6 121.9 139.5 131.5

筑後地域 110.0 94.6 109.7 152.5 1,463.5 131.8 101.4 132.1 108.8 123.5 118.4

筑豊地域 112.7 79.8 132.7 147.2 1,285.7 127.4 129.8 127.9 118.3 116.5 109.0

産業 福岡県計 121.6 108.6 121.4 158.8 1,596.8 116.1 123.0 116.9 123.6 125.4 128.3

北九州地域 121.9 99.9 121.5 163.7 1,605.5 113.2 127.5 113.7 129.2 125.4 128.6

福岡地域 131.5 110.2 138.6 149.0 1,692.9 120.2 127.6 121.4 121.3 121.7 122.0

筑後地域 111.0 152.6 109.7 168.5 1,463.5 125.1 101.1 125.7 108.9 130.8 134.2

筑豊地域 116.2 117.9 132.7 148.9 1,285.7 117.1 130.7 119.1 118.9 122.1 124.0

農林水産業 福岡県計 233.1 250.0 168.4 168.4 214.0 224.5

北九州地域 241.8 300.0 174.7 174.8 222.1 233.0

福岡地域 237.1 200.0 171.6 171.1 217.6 228.3

筑後地域 232.3 240.0 167.6 168.0 213.3 223.7

筑豊地域 209.6 151.8 151.0 192.7 202.4

建設業･鉱業 福岡県計 47.1 89.2 112.6 84.0 84.0 89.6 91.4

北九州地域 50.0 89.2 112.5 84.0 84.0 89.6 91.4

福岡地域 50.0 87.1 110.0 82.0 82.0 87.5 89.2

筑後地域 33.3 95.8 120.9 90.2 90.2 96.2 98.1

筑豊地域 50.0 89.2 112.7 83.8 84.0 89.5 91.3

化学･化繊･紙パ 福岡県計 108.9 104.7 143.6 127.3 123.0 127.3 123.0 119.5 116.6

北九州地域 106.3 102.3 139.9 131.2 122.3 131.2 122.3 117.9 113.7

福岡地域 159.9 153.5 209.5 197.4 184.1 197.6 184.3 183.8 179.0

筑後地域 72.9 68.9 100.0 90.4 84.2 90.3 84.3 87.1 85.3

筑豊地域 145.3 139.5 195.5 179.3 167.5 179.4 166.7 166.1 161.7

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 122.7 100.0 119.8 134.8 1,596.8 106.5 130.7 106.5 130.7 125.5 130.3

北九州地域 123.2 100.4 120.3 136.4 1,605.5 106.9 133.3 106.9 133.3 125.8 130.6

福岡地域 125.7 102.5 122.6 1,692.9 108.9 136.2 109.1 136.7 127.3 132.3

筑後地域 113.0 92.1 110.1 100.0 1,463.5 98.0 122.4 98.0 122.4 122.6 126.8

筑豊地域 93.6 76.7 90.9 1,285.7 81.3 101.1 81.0 101.5 97.5 101.4

機械 福岡県計 181.5 178.1 170.2 170.2 172.1 173.9

北九州地域 176.1 172.2 159.8 159.7 162.9 165.9

福岡地域 233.3 232.8 215.6 215.3 217.5 220.4

筑後地域 181.6 178.4 165.9 165.9 168.5 171.2

筑豊地域 170.0 167.5 154.5 155.0 159.2 162.3

重複補正 福岡県計 124.2 71.4 109.9 122.8 110.9 123.5 112.5 120.2

北九州地域 121.9 90.0 111.5 127.6 111.6 129.3 113.5 123.9

福岡地域 0.0 105.9 127.0 110.0 120.4 111.6 123.1

筑後地域 100.0 50.0 111.1 101.0 110.1 108.9 109.0 100.9

筑豊地域 100.0 128.9 108.2 119.5 112.0 127.1

他業種･中小製造業 福岡県計 51.5 49.3 170.8 119.9 113.5 119.8 113.5 114.8 109.6

北九州地域 50.0 50.2 173.9 123.0 116.7 123.0 116.7 115.6 108.7

福岡地域 50.0 47.3 163.7 115.7 109.9 115.7 109.8 111.7 107.5

筑後地域 60.0 53.5 185.4 131.0 124.3 131.0 124.6 125.9 120.5

筑豊地域 50.0 44.5 154.5 109.2 103.9 109.3 104.3 105.3 101.2

うち

直接利用分
計（TJ）

電　力+ 熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+
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 ( 2/2 ) 2030/2010

民生 福岡県計 91.8 109.3 178.2 148.1 119.9 148.1 119.3 144.9 142.2

北九州地域 95.0 110.1 172.7 146.2 118.3 146.2 117.9 142.8 140.1

福岡地域 94.1 114.8 191.6 156.7 125.0 156.7 124.7 153.9 151.6

筑後地域 84.4 97.7 150.2 133.7 109.3 133.7 107.5 129.3 125.6

筑豊地域 83.3 94.8 146.9 129.3 111.8 129.3 110.7 124.7 120.7

家庭 福岡県計 51.8 89.9 112.4 112.4 102.8 93.0

北九州地域 48.3 84.5 105.6 105.6 96.5 87.1

福岡地域 56.6 97.6 121.1 121.1 111.1 100.7

筑後地域 47.5 82.3 104.7 104.7 95.5 86.1

筑豊地域 43.9 77.6 97.6 97.6 88.9 80.1

業務他 福岡県計 91.8 139.8 210.9 181.5 119.9 181.5 119.3 177.1 174.2

北九州地域 95.0 140.6 204.1 182.0 118.3 182.0 117.9 176.4 172.6

福岡地域 94.1 144.5 222.3 188.8 125.0 188.9 124.7 185.1 182.7

筑後地域 84.4 128.4 182.5 164.5 109.3 164.4 107.5 159.2 155.5

筑豊地域 83.3 126.8 194.7 163.1 111.8 163.0 110.7 158.1 154.3

水道廃棄物 福岡県計 89.1 149.3 96.6 159.5 159.5 153.9 149.7

北九州地域 86.2 150.0 97.2 179.1 179.1 166.0 156.8

福岡地域 93.3 139.5 96.4 136.3 136.3 136.2 136.0

筑後地域 87.5 174.4 95.1 182.3 182.5 175.7 170.6

筑豊地域 100.0 217.5 96.2 190.8 190.9 193.3 195.3

福岡県計 68.1 154.4 246.5 210.8 123.3 210.8 122.6 206.6 204.1

北九州地域 66.1 152.1 241.7 207.6 120.7 207.6 120.6 203.4 200.8

福岡地域 70.4 160.2 254.6 218.6 127.7 218.6 127.1 214.7 212.4

筑後地域 63.3 140.8 223.7 192.1 112.9 192.1 111.8 187.3 184.1

筑豊地域 66.7 146.3 232.4 199.7 119.4 199.7 117.6 193.0 188.1

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 103.9 104.1 104.1 104.1 104.3 104.1 102.0 104.1 104.1

北九州地域 111.1 110.8 106.9 110.8 107.7 110.8 107.1 110.2 109.9

福岡地域 108.5 108.6 107.6 108.6 109.8 108.6 109.1 108.4 108.3

筑後地域 92.2 93.1 89.3 93.2 94.1 93.1 88.9 92.6 92.3

筑豊地域 87.5 87.7 102.8 87.8 90.0 87.7 83.3 88.9 89.8

他業務・誤差 福岡県計 91.9 139.7 211.1 181.5 119.8 181.5 120.6 177.3 173.0

北九州地域 94.4 140.4 204.3 182.1 118.2 182.0 116.7 177.4 172.7

福岡地域 94.6 144.5 222.7 188.9 124.6 188.9 125.7 184.8 180.7

筑後地域 85.0 128.2 182.1 164.6 111.1 164.4 110.0 160.3 156.0

筑豊地域 83.3 126.8 192.9 163.3 110.0 163.0 120.0 158.9 154.5

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 56.3 皆増 皆増 58.7 57.2

北九州地域 54.5 皆増 皆増 56.8 55.3

福岡地域 58.4 皆増 皆増 60.8 59.3

筑後地域 54.6 皆増 皆増 57.5 55.7

筑豊地域 52.6 皆増 皆増 54.8 53.4

うち

直接利用分
産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分
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経済再生＆最大導入ケース（１/２） 2030/2010

合計 福岡県計 91.4 87.3 112.8 101.6 1,596.8 104.8 97.0 105.1 94.8 101.8 100.2

北九州地域 91.6 87.8 113.1 97.9 1,605.5 100.5 99.3 101.0 97.4 101.9 102.3

福岡地域 98.2 87.8 120.2 107.9 1,692.9 111.6 100.7 111.7 95.8 105.2 100.9

筑後地域 82.2 90.5 103.0 91.6 1,463.5 101.4 81.7 101.4 84.9 97.7 95.6

筑豊地域 95.9 75.1 105.5 90.1 1,285.7 96.7 106.1 96.9 93.8 91.2 87.4

産業 福岡県計 91.5 105.6 112.8 88.3 1,596.8 102.5 95.9 103.3 92.9 106.0 107.2

北九州地域 91.6 95.9 113.1 82.2 1,605.5 95.7 98.9 96.2 96.6 103.5 105.5

福岡地域 103.9 109.8 120.2 97.0 1,692.9 115.8 97.7 117.0 90.1 112.8 110.8

筑後地域 82.7 151.3 103.0 91.6 1,463.5 115.1 80.6 115.7 83.3 116.6 118.3

筑豊地域 98.5 116.7 105.5 81.3 1,285.7 108.5 105.8 110.2 92.4 108.4 108.4

農林水産業 福岡県計 233.1 250.0 168.4 168.4 214.0 224.5

北九州地域 241.8 300.0 174.7 174.8 222.1 233.0

福岡地域 237.1 200.0 171.6 171.1 217.6 228.3

筑後地域 232.3 240.0 167.6 168.0 213.3 223.7

筑豊地域 209.6 151.8 151.0 192.7 202.4

建設業･鉱業 福岡県計 47.1 89.2 112.6 84.0 84.0 89.6 91.4

北九州地域 50.0 89.2 112.5 84.0 84.0 89.6 91.4

福岡地域 50.0 87.1 110.0 82.0 82.0 87.5 89.2

筑後地域 33.3 95.8 120.9 90.2 90.2 96.2 98.1

筑豊地域 50.0 89.2 112.7 83.8 84.0 89.5 91.3

化学･化繊･紙パ 福岡県計 101.5 104.7 96.1 103.0 108.9 103.1 108.8 103.9 103.9

北九州地域 99.0 102.3 93.8 106.2 108.2 106.2 108.2 103.1 102.0

福岡地域 149.1 153.5 138.1 159.5 162.9 159.9 163.0 158.7 157.8

筑後地域 68.2 68.9 61.5 73.2 74.5 73.1 74.5 73.4 73.4

筑豊地域 135.6 139.5 131.8 145.0 148.3 145.3 147.3 143.9 143.1

鉄鋼･非鉄･窯業土石 福岡県計 90.7 95.2 114.0 134.8 1,596.8 88.1 93.9 88.1 93.9 102.2 105.9

北九州地域 91.0 95.5 114.4 136.4 1,605.5 88.4 95.8 88.4 95.8 102.5 106.1

福岡地域 93.0 97.5 116.1 1,692.9 90.2 97.7 90.3 97.7 102.2 106.2

筑後地域 83.5 87.7 104.7 100.0 1,463.5 81.1 87.9 81.1 87.6 100.2 103.8

筑豊地域 69.2 73.3 87.9 1,285.7 67.4 72.6 67.3 73.0 77.1 80.4

機械 福岡県計 148.3 60.2 119.6 119.6 110.6 101.6

北九州地域 143.6 58.3 112.3 112.2 103.5 95.4

福岡地域 190.9 78.4 151.4 151.3 145.2 137.5

筑後地域 148.7 60.3 116.6 116.5 109.0 101.2

筑豊地域 140.0 56.5 108.4 109.2 97.3 88.4

重複補正 福岡県計 90.9 64.3 96.3 95.7 97.4 93.1 96.9 94.9

北九州地域 90.6 90.0 94.2 98.9 94.2 96.9 94.5 97.3

福岡地域 0.0 100.0 97.3 105.6 90.3 103.8 96.2

筑後地域 100.0 0.0 100.0 80.4 99.9 83.5 96.5 80.7

筑豊地域 100.0 104.4 99.3 92.7 99.2 104.2

他業種･中小製造業 福岡県計 51.5 49.3 93.9 119.9 81.3 119.8 81.3 108.7 98.8

北九州地域 50.0 50.2 95.6 123.0 83.7 123.0 83.7 108.8 96.7

福岡地域 50.0 47.3 89.9 115.7 78.8 115.7 78.7 106.3 97.7

筑後地域 60.0 53.5 101.9 131.0 89.1 131.0 89.3 119.3 108.9

筑豊地域 50.0 44.5 84.8 109.2 74.2 109.3 74.8 99.3 90.9

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+

うち

直接利用分熱+
電力寄与損失･

排出量配分

産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分
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 ( 2/2 ) 2030/2010

民生 福岡県計 91.8 109.3 178.2 148.1 119.9 148.1 119.3 144.9 142.2

北九州地域 95.0 110.1 172.7 146.2 118.3 146.2 117.9 142.8 140.1

福岡地域 94.1 114.8 191.6 156.7 125.0 156.7 124.7 153.9 151.6

筑後地域 84.4 97.7 150.2 133.7 109.3 133.7 107.5 129.3 125.6

筑豊地域 83.3 94.8 146.9 129.3 111.8 129.3 110.7 124.7 120.7

家庭 福岡県計 51.8 89.9 112.4 112.4 102.8 93.0

北九州地域 48.3 84.5 105.6 105.6 96.5 87.1

福岡地域 56.6 97.6 121.1 121.1 111.1 100.7

筑後地域 47.5 82.3 104.7 104.7 95.5 86.1

筑豊地域 43.9 77.6 97.6 97.6 88.9 80.1

業務他 福岡県計 91.8 139.8 210.9 181.5 119.9 181.5 119.3 177.1 174.2

北九州地域 95.0 140.6 204.1 182.0 118.3 182.0 117.9 176.4 172.6

福岡地域 94.1 144.5 222.3 188.8 125.0 188.9 124.7 185.1 182.7

筑後地域 84.4 128.4 182.5 164.5 109.3 164.4 107.5 159.2 155.5

筑豊地域 83.3 126.8 194.7 163.1 111.8 163.0 110.7 158.1 154.3

水道廃棄物 福岡県計 89.1 149.3 96.6 159.5 159.5 153.9 149.7

北九州地域 86.2 150.0 97.2 179.1 179.1 166.0 156.8

福岡地域 93.3 139.5 96.4 136.3 136.3 136.2 136.0

筑後地域 87.5 174.4 95.1 182.3 182.5 175.7 170.6

筑豊地域 100.0 217.5 96.2 190.8 190.9 193.3 195.3

福岡県計 68.1 154.4 246.5 210.8 123.3 210.8 122.6 206.6 204.1

北九州地域 66.1 152.1 241.7 207.6 120.7 207.6 120.6 203.4 200.8

福岡地域 70.4 160.2 254.6 218.6 127.7 218.6 127.1 214.7 212.4

筑後地域 63.3 140.8 223.7 192.1 112.9 192.1 111.8 187.3 184.1

筑豊地域 66.7 146.3 232.4 199.7 119.4 199.7 117.6 193.0 188.1

公共ｻｰﾋﾞｽ 福岡県計 103.9 104.1 104.1 104.1 104.3 104.1 102.0 104.1 104.1

北九州地域 111.1 110.8 106.9 110.8 107.7 110.8 107.1 110.2 109.9

福岡地域 108.5 108.6 107.6 108.6 109.8 108.6 109.1 108.4 108.3

筑後地域 92.2 93.1 89.3 93.2 94.1 93.1 88.9 92.6 92.3

筑豊地域 87.5 87.7 102.8 87.8 90.0 87.7 83.3 88.9 89.8

他業務・誤差 福岡県計 91.9 139.7 211.1 181.5 119.8 181.5 120.6 177.3 173.0

北九州地域 94.4 140.4 204.3 182.1 118.2 182.0 116.7 177.4 172.7

福岡地域 94.6 144.5 222.7 188.9 124.6 188.9 125.7 184.8 180.7

筑後地域 85.0 128.2 182.1 164.6 111.1 164.4 110.0 160.3 156.0

筑豊地域 83.3 126.8 192.9 163.3 110.0 163.0 120.0 158.9 154.5

運輸（旅客）-乗用車 福岡県計 56.3 皆増 皆増 58.7 57.2

北九州地域 54.5 皆増 皆増 56.8 55.3

福岡地域 58.4 皆増 皆増 60.8 59.3

筑後地域 54.6 皆増 皆増 57.5 55.7

筑豊地域 52.6 皆増 皆増 54.8 53.4

うち

直接利用分
産業蒸気･熱寄与損

失･排出量配分

商業･金融･不動産

対事業所サービス

対個人サービス

計（TJ）
石炭製品+ 石油製品+ 天然ガス 都市ｶﾞｽ+

再生可能･未活

用ｴﾈﾙｷﾞｰ
電　力+ 熱+

電力寄与損失･

排出量配分
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福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書 

平成 26 年３月 

 

 

調査機関 

 

公益財団法人 九州経済調査協会 

〒810-0004 福岡県福岡市中央区渡辺通２丁目１番 82 号 

電気ビル共創館５階 

Tel 092-721-4905  

fax 092-721-4904 

 

委託元 

福岡県 企画・地域振興部 総合政策課エネルギー政策室 
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